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はは じじ めめ にに

ソフトウェア・エンジニアリング・センター（SEC）では、増大化、複雑化する

ソフトウェア開発および保守において、高い品質を維持しつつ、その活動を効率

的に進めるために、「プロセス改善」によって、組織能力を向上させる必要がある

と考えています。プロセス改善研究部会では、数々の「プロセス改善」の事例を

取り上げ、それを紹介することを通して現場レベルから、経営者にいたる種々の

ステークホルダ（利害関係者）の意識変革にも取り組んでいます。

プロセス改善の進め方は、大きく２つに分類することができます。１つ目はベ

ストプラクティスを抽象化し、モデル化したものと比較検討して、対象となるプ

ロセスの診断をする進め方です。２つ目は現場で発生した課題の解決を積み重ね

ていく進め方です。プロセス改善の２つの進め方を見ると、今や国際語となった

「KAIZEN」が、現場における地道な努力の積み重ねで実施されているように、

「プロセス改善」も現場における実践が問題解決に活用されていることがわかり

ます。

本書は、既に発刊されている「プロセス改善ナビゲーションガイド」シリーズ

の一環をなす～ベストプラクティス編～です。実際のソフトウェア開発現場で実

施されており、他の参考になる事例、いわゆる「ベストプラクティス」を統一さ

れた様式でまとめています。

プロセス改善とは

QCDつまり品質（Quality）とコスト（Cost）、そして納期（Delivery）を維持、

向上するために、ライフサイクル全体に渡って活動（プロセス）をより良くする

ことをプロセス改善といいます。

増大化、複雑化するソフトウェアに対して、高い品質を維持し、効率的に開発

を進めるためには、各エンジニアによる知識とスキルの獲得のみならず、開発チー

ムとしてソフトウェア開発・維持およびその管理にあたるのですから組織能力の
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向上が必要です。

また、ソフトウェアの開発および保守にあたっては、単に開発チームという直

接的に開発に関わっている組織の他に、発注者、製品開発企業、請負企業、人材

派遣企業、運用企業など様々なステークホルダが存在します。よって、プロセス

改善にあたっては、個別の組織・企業だけでなく、これらのステークホルダも視

野に入れた取り組みが必要となります。

プロセス改善が目指すものは、ライフサイクル全体にわたって活動をより良く

すること、例えば“QCD”の予測精度・制御精度を上げ、さらに有効性を高める

ことですから、その目的を達成するために、それぞれの組織・企業が目的にかなっ

たプロセス改善を進めることが必要になります。

SECにおけるベストプラクティス収集への取り組み

プロセス改善を進める上で、各種の事例は大変参考になるとの要望もあり、有

効性が実証されたプロセス改善事例をひろく収集し、１つのポータルサイトにて

検索ができるようになればと考えています。

各種コンファレンス、論文、訪問詳細調査等を行い、既に昨年初夏には第１次

発表として３社についてベストプラクティス事例を SEC－Webサイト上で公開し

ています。今回、新たに７社を加え、１０社のベストプラクティス事例を紹介しま

すので、ご活用ください。

２００８年２月 著者らしるす
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ソフトウェアエンジニアリングに限らず、様々な製品やサービスを作り出すた

めの知識体系としての工学の発展には、研究や実験等によって得られた発見的、

普遍的な知識に加えて、それらをものづくりの場で実践することによって得られ

た経験的な知識の蓄積が寄与していることに異論をはさむ余地はありません。

プロセス改善においては、より質の高い製品やサービスを、より安定的、効率

的に作り出すための手段を追及するために、その実現のベースとなる理論や技法

等を習得するとともに、それらを様々な局面で適用した結果から得られた経験知

を蓄積する必要があります。経験知には、成功から得られたもの、失敗から得ら

れたものがあり、双方とも貴重な教訓となります。しかしながら、経験知は、一

部の関係者の頭の中にのみ刻み込まれ、時間の経過とともに忘れ去られたり、人

の異動とともに失われたりしがちです。このような状況を打破するためには、知

識を格納するための仕組みを構築し、様々な知識を蓄積し、活用することが重要

です。プロセス改善に活用できる様々な知識をプロセス資産と呼びます。組織的

な改善活動を効果的に推進するためにプロセス資産が蓄積されたリポジトリの構

築と活用が推奨されています。

この章では、プロセス資産の蓄積と活用による、効果的なプロセス改善の進め

方について解説します。

１．１ プロセス資産という考え方

業務プロセスの改善に取り組む際には、改善の対象とする主要なプロセス領域

を組織のビジネスゴールや解決したい課題に照らして絞り込み、それらのプロセ

ス能力を向上していく必要があります。ISO/IEC１５５０４第５部（プロセスアセスメ

ントモデルの例）やCMMI（能力成熟度モデル統合）等のアセスメントモデルで

はプロセス能力を表１に示すプロセス能力水準に沿って段階的に向上させること

第第１１章章 効効果果的的ププロロセセスス改改善善ののたためめのの
情情報報共共有有のの必必要要性性
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を推奨しています。

プロセスの能力水準を３またはそれ以上に向上させる過程において、プロセス

の遂行はプロジェクトごとの個別最適から組織としての全体最適に進化します。

能力水準２では、個々のプロジェクトの特性を考慮して、実践すべき作業を明確

にし、工数の見積りやスケジューリング等を含む作業計画を立案して、作業状況

を計画に照らしてコントロールすることが求められます。これに対して能力水準

３では、能力水準２で確立された規範は維持しながら、組織内外のベストプラク

ティスを見出し、それをベースに標準プロセスを制定し、プロジェクトに展開し、

定着させることが求められます。さらに、能力水準３では標準プロセスを実践す

る過程で得られた様々なノウハウや教訓を蓄積して、標準プロセスの強化やより

効果的、効率的な実践を支援する仕組みの構築を行います。

このようなプロセス能力向上の過程で得られた様々なノウハウや教訓、組織知

としての標準プロセス等が、プロセス資産に該当します。それらを蓄積し、共有

可能にし、実務で活用されるようにするためには、情報の格納庫としてのリポジ

トリの構築に加え、組織的なナレッジマネジメント活動を活性化するための様々

な施策が必要になることはいうまでもありません。

１．２ プロセス資産の蓄積と活用

リポジトリに蓄積されたプロセス資産は、組織的なプロセス改善を効果的に推

進するための情報源となります。一般に、プロセス資産として、蓄積すべき情報

には以下に示すようなものがあります。これらの情報の共有化と活用の意義を以

下に説明します。

プロセス資産① 組織方針

計画立案、構成管理等、個々のプロセス領域の改善に取り組むに当たって、ま

た、それらの標準プロセスの制定と展開に当たって、改善の必要性や達成すべき

目標を明確にする必要があります。この方針が明確でなければ、改善活動に対す

る実務者の理解や協力を得ることが困難になります。これらの方針は、改善活動

の立ち上げの段階で組織の成員に周知するとともに、改善活動の推進の過程でい

つでも原点に立ち戻って方向性の確認ができるよう、プロセス資産として情報の

共有化を図ることが重要になります。

プロセス資産② 標準プロセス

組織で制定した標準プロセスは、制定すること自体に意味があるのではなく、

そのプロセスをプロジェクトに定着させることで、初めて期待する改善効果を達

成することが可能になります。標準プロセスの制定や改正の際には、プロセス標

準化の推進グループからその趣旨や要旨を関係者全員に伝え、それを実践する要

員に必要なトレーニングを行うとともに、標準プロセス適用の局面で常にその内

容を振り返って参照できるよう、プロセス資産として情報の共有化を図る必要が

あります。

プロセス資産③ テーラリングガイド

組織内外のベストプラクティスを集約して、組織の標準プロセスを制定したと

しても、それらのプロセスが万能で、あらゆるプロジェクトに対してベストであ

るとは限りません。とくに組織が比較的大規模で、複数の製品群を開発している

ような場合、製品の種類に応じて柔軟に標準プロセスを見直して適用する必要性

表１ プロセス能力水準

水準値 プロセス能力 概要

０ 不完全なプロセス
その組織でのプロセスはまったく実行されていないか、
プロセスの目的を達成していることを示す証拠となる
成果が、ほとんどあるいはまったくない状況をいう。

１ 実施されたプロセス
その組織でプロセスを実施した結果、適切な入力作業
生産物が存在している状況をいう。

２ 管理されたプロセス
その組織でプロセスの実施にあたって、作業と作業生
産物の計画が立案され、実施を監視し、計画と差異が
あればこれを解消している状況をいう。

３ 確立されたプロセス
組織の標準プロセスが確立されて、この標準プロセス
を適切にテーラリングし、プロセスを実施している状
況をいう。

４ 予測可能なプロセス
プロセスの実施は定量的に管理され、組織の事業目標
を達成するように予測可能な状態にあることをいう。

５
最適化している
プロセス

プロセスの実施は、組織の事業目標を達成するために、
定量的な改善目標に基づいて、継続的に改善されてい
る状況をいう。

第１章 効果的プロセス改善のための情報共有の必要性 １．２ プロセス資産の蓄積と活用
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が出てきます。しかしながら、その見直しをすべてプロジェクトの裁量に任せて

しまうと、標準プロセスが棚上げになってしまい、標準化自体が無意味な活動に

なってしまう可能性があります。

テーラリングガイドは、標準プロセスのどの部分は全プロジェクトが必須とし

て従わなければならないのか、どの部分は変更可能なのか、必須の部分を顧客か

らの要請等で遂行できない場合にはどのような手続きをとるのか、等を定めたも

のです。標準プロセスを、個々のプロジェクトに合致した形で適用し、実践する

ためのガイドとして情報を共有化しプロジェクトに周知することが推奨されます。

プロセス資産④ プロジェクトの定義されたプロセス

テーラリングガイドに沿って、標準プロセスを個々のプロジェクト向けに修正

したプロセスを定義されたプロセスと呼びます。例ば、２４時間連続稼動の基幹シ

ステムや人命に直結する機器の組込みシステム等、ミッションクリティカルなソ

フトウェアを開発する場合に、形式手法を導入して設計プロセスを見直すことや、

テスト項目の設計基準やテスト終了の判断基準をより厳格にすることもあるかも

しれません。このようにプロジェクトの特性を考慮して標準プロセスをテーラリ

ングしたプロセスが定義されたプロセスです。これらのプロセスは、将来別グルー

プが同様の特性を持ったプロジェクトに取り組む場合の具体的なテーラリングの

事例として活用できます。また、テーラリングによって大きな費用対効果が複数

のプロジェクトで得られた場合には、テーラリングされたプロセスを標準プロセ

スに組み込むこともあり得ます。このような活用を図るため、定義されたプロセ

スをプロセス資産として蓄積、共有化を図ることが推奨されます

プロセス資産⑤ 手順／テンプレート

標準プロセスは、組織内の様々なプロジェクトに適用することを意図して制定

されるため、作業の進め方についての記述はかなり抽象化して書かれているかも

しれません。しかしながら、プロジェクト内の要員が一貫した方法で作業を進め

るには、誰が、どのタイミングで何を実施し、その結果としてどのような成果物

をどのような様式で作成するのかを明確にしておく必要があります。これらは、

標準プロセスや定義されたプロセスを補完する手順書、あるいは成果物のテンプ

レートによって、明確にすることが可能です。個別プロジェクトで作成したこれ

らの情報をプロセス資産として蓄積、共有することで、他プロジェクトでの再利

用や標準プロセスの強化等を図ることが可能になります。

プロセス資産⑥ ツール／技法

標準プロセスは、ある作業を実施する際に、組織として標準的に使用するツー

ルや技法の使用を前提として定義しておく必要があります。また、プロジェクト

で個別にツールや技法を選定する余地がある場合には、標準プロセスのテーラリ

ングの一環として、それらの使用を前提に標準プロセスが見直されることになり

ます。しかしながら、詳細なツールの使い方や技法の基本的なコンセプトは、マ

ニュアルやガイドといった形で文書化され、標準プロセスや定義されたプロセス

から参照するほうが、使い勝手がよい場合があります。そのような場合には、そ

れらのマニュアルやガイドをプロセス資産として共有することが望まれます。ま

た、自製品、購入品を問わず、ツール自体を資産化し、必要に応じてリポジトリ

からダウンロードし、インストールしてプロジェクトで利用できるようにしてお

くとよいでしょう。

プロセス資産⑦ 実績データ

プロセス改善の目的は、組織目標の達成にあります。上位の組織目標は、定性

的に提示されるかもしれませんが、その達成状況をトレースするには、目標を具

体化し何らかの定量的な指標並びにその目標値を設定し、実績値と対比すること

が必要になります。個々の領域のプロセス改善の効果、およびプロセス改善活動

の総括的な効果として、どのような指標を用いるのかを詳細に定義し、各プロジェ

クトに周知して、収集されたデータを組織レベルで蓄積することが望まれます。

これらのデータは、定期的に組織レベルで集計、分析、報告し、プロセス改善の

成果を顕在化させることによって、要員のモチベーションの向上につなげること

ができます。また、期待通りの効果が表れていない領域では、標準プロセスを見

直す場合もあるでしょう。組織の生産性基準、品質基準等を設定、公開して、よ

り精度の高い見積りに活用することも可能です。さらに、個々の指標に関して、

平均値と自プロジェクトとの差分や最高値と自プロジェクトとの差分等を比較で

きるようにして、他プロジェクトのプロセスを参考に、プロジェクトごとの自律

的な改善を促すこともできるでしょう。ベンチマーキングに用いる場合には、自
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組織内のデータに加え、ベンチマーク対象とする他組織の実績データを併せて提

示することも、改善への動機付けや目標設定に有効です。

プロセス資産⑧ 事 例

組織レベルおよびプロジェクトレベルでプロセスの改善に取り組むにあたって、

参考になる成功事例、および教訓として学ぶべき失敗事例は、要員の改善に対す

る意識を高揚したり、自身が抱えるリスクを再認識することで、改善活動の活性

化を促す効果があります。これらの事例は、必ずしも組織内に閉じて考える必要

はなく、他社の事例も含めて共有化を図ることが望まれます。組織内の事例の共

有化に関しては、プロジェクト完了後のプロジェクト報告書の作成と共有、成功

事例および失敗事例の報告会の実施と資料の共有等が考えられます。また、社外

事例の情報ソースとしては、業界紙、学会誌等の記事、シンポジウム等での発表

資料、場合によっては特定の組織に対して実施したベンチマーキングの結果等が

考えられます。

プロセス資産⑨ 教 材

組織内またはプロジェクト内で標準的に用いるプロセスを定着化し、また、プ

ロセス遂行に併せて利用する技法やツール等を効果的に活用するには、それらに

ついての要員の理解を確実にし、実務を通してスキルを向上することが必要にな

ります。特に新規のプロセス、技法、ツール等を導入する際には、クラスルーム

形式やオンライン形式等での教育の実施を検討することもあるかもしれません。

これらの教育に用いた教材は、新メンバの参入の際に再利用したり、既受講者が

再度理解を確認したりできるよう、プロセス資産として共有化し参照可能にして

おくことが望まれます。

以上に、プロセス資産の種類とそれらの活用目的を説明しましたが、プロセス

資産として共有化を図るべき情報は、これらに限定する必要はありません。プロ

セス改善活動の活性化に向けて、より幅広い視点から資産の拡充に努めていくこ

とが望まれます。

以下に、プロセス資産の蓄積と活用を活性化するための留意点を述べます。

① プロセス資産リポジトリの構造化

プロセス資産リポジトリの構築にあたって、組織として共有化を図るべき情報

の種類を明確にし、構造化し、利用者からの参照がしやすい形で情報を開示する

必要があります。とくに、情報量が増えてきた段階ではこの点が重要であり、検索

機能の付与等も考慮する必要があります。このような配慮がなく情報が蓄積され

ていくと、せっかくの有益な情報が実際には活用されないという状況に陥ります。

② 情報の有効性の維持管理

プロセス資産として蓄積された情報は、常に維持、更新が行われ、陳腐化した

情報はアーカイブして直接参照できないようにする等の考慮が必要です。例えば、

実績データに基づく組織の品質基準や生産性基準等は、現行の標準プロセスの下

でどの程度のパフォーマンスが出せているかを示す指標なので、プロセス改善が

活性化し、標準プロセスの改訂が活発に行われている段階では、それに併せた基

準値の更新が必要になります。情報の有効性を維持管理するには、組織のプロセ

ス資産リポジトリの管理責任者を設置して、その責任と役割を明らかにしておく

ことが必要です。扱う情報の量に応じて、標準プロセス、実績データ、内部事例、

外部事例、教材等、情報の種類ごとに責任者を割り当てるのことを検討するとよ

いでしょう。

③ 情報提供者への動機付け

プロセス資産を有効に機能させるには、情報提供への動機付けが重要になりま

す。たとえば、参照頻度の高い情報の提供者を報奨する制度を作る、高い実績を

上げたプロジェクトの事例報告会を催す、事例の報告に対して有識者からの有役

なフィードバックを得られる仕組みを作る等、情報共有の活性化の施策を検討す

る必要があります。

④ 開示範囲の設定

実績データ、事例等の情報は、場合によって顧客との契約によって開示が制限

される場合があります。このような場合を想定して、情報の開示を制限する仕組

みを構築しておく必要があります。また、個人ベースで収集されたデータをその

まま開示してしまうと、本来意図していなかった実務者一人ひとりの実績評価に

用いられてしまう危険性があるため、このようなデータの扱いも留意が必要です。

実績データの収集目的は、効果的なプロセス改善の推進ですので、その趣旨にそ

ぐわないデータ活用は控えるべきでしょう。暗黙のうちに実績データが個人評価
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に用いられるような場合、報告されるデータが実態と乖離していく可能性が大き

くなります。

１．３ 事例の共有化－使える情報から学べる情報へ

本書の主題は、「ベストプラクティスから学ぶ」という点にあります。組織の内

外を問わず成功事例を知るというのは、プロセス改善のきっかけを与える上で、

または停滞気味のプロセス改善活動を活性化する上での、よい契機となるのでは

ないでしょうか。

ベストプラクティスに学ぶというのは、成功事例に紹介された仕事の進め方の

見直し、技術やツールの導入、教育等によるスキル向上の仕方をそのまま導入す

るということでは必ずしもありません。組織やプロジェクトの規模、開発してい

る製品の種類（業務アプリケーション、ミドルウェア、OS、組込みソフト等）、製

品の特性（求められる品質の特性や水準、安全性への配慮の度合等）、外注依存の

比率等によって、事例に紹介されているアプローチが合わないケースもあります。

したがって、リポジトリに蓄積された事例の中から参考になりそうな事例を検索

するために、組織特性、プロジェクト特性、製品特性等を明確にし、絞込みのた

めの情報として明確にしておくことが重要です。

また、プロセス改善の事例は、単なる導入技術の紹介や標準プロセスの紹介に

留まらないという側面もあります。このような事例を、ここではストーリー化さ

れた事例と呼びます。ストーリー化された事例には、改善への取り組みの背景、

組織文化、設定した目標、直面した課題、課題解決のための施策、定着化のため

の工夫、得られた改善効果等が明らかにされます。またストーリー化された事例

は、紹介されたプロセス、技術、ツール等がそのまま自組織の特性に合致しなかっ

たとしても、その改善のアプローチ自体に感銘を受けたり、動機付けられたりす

るようなものを指します。

実際の組織やプロジェクトでの改善の取り組みを、上述のような形でストーリー

化するのは手間のかかる作業です。しかしながら、ノウハウや教訓を次の世代、

その次の世代へ引き継いでいくためにも、成功事例や失敗事例をストーリー化し

て共有するアプローチが推奨されます。

１．４ 他組織に学ぶ

長年ソフトウェア開発のプロジェクトに従事していたとしても、自分自身が遭

遇し経験する成功経験や失敗経験は極めて限られたものにならざるを得ません。

組織内の他プロジェクト並びに組織外に目を向けると、現在自分たちが遭遇して

いる課題が既存の技術導入によって解決されている、同種のソフトウェアをまっ

たく異なるプロセスで開発して成果を上げている、というような例もあるでしょ

う。また、自分達と同領域の仕事で、極めて高い品質、生産性の水準を上げてい

る組織があることに気がつくこともあるでしょう。このような気付きをきっかけ

に、さらに対象組織の業務プロセスを深く調査し、自プロジェクトまたは自組織

のプロセス改善のヒントが得られることもあるでしょう。

しかしながら、とくにプロジェクトで開発に従事している管理者や開発者にとっ

て、役に立つ社内外の事例を自身の裁量で収集し、プロジェクトまたは組織の改

善活動を自律的に起動するというのは困難を伴います。したがって、組織レベル

でプロセス資産リポジトリを構築し、参照するとよい情報を集約し、開発サイド

からの参照を容易にすることが役に立ちます。

プロセス改善の主役は、ソフトウェア開発に従事している方々に他なりません。

プロセス資産の効用は、これら改善の当事者に気付きや動機付けを与える点にあ

ります。それがプロジェクトの自律的な、または組織的な改善のアクションに結

びついていけば、プロセス資産リポジトリの構築の目的が達成されたことになり

ます。

プロセス資産リポリトジの管理者においては、自組織内の情報の蓄積に加えて、

他組織の情報にも目を配り、有益な情報を組織内に展開することが重要な役割と

なります。とくに、表２に示すようなカテゴリの情報を継続的に監視して組織内

で共有化を図る必要があります。

１．５ 外部への情報発信の意義

事例に関して、他組織の取り組みに刺激を受けて改善に取り組み、所期の成果

を上げた経験があれば、自らの取り組みを事例として報告し、自組織の他プロジェ

クトや将来のプロジェクトに貢献しようという意識が出てくるのではないでしょ
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うか。自組織内での実績データ共有、事例共有等を活性化するためには、プロジェ

クトメンバ各々が自身の担当しているプロジェクトでの役割を果たすとともに、

その過程で自らが得たノウハウや教訓を報告して、組織全体の運営に貢献すると

いう意識が重要です。また、組織としてもそのような活動の意義を認め、それに

必要な工数の確保、報告の場の提供、優れた報告に対する報奨等を制度化するこ

とが必要です。

さらに、自組織の事例を、外部に公表するということも積極的に推し進めるべ

き活動です。このような活動が活発化することで、業界全体の改善活動が活性化

され、国際的な競争力の底上げにつながってくることが期待されます。業界貢献

というだけでは、個々の企業の事例報告の動機付けとしては必ずしも十分ではな

いかもしれませんが、公表する側のその他メリットとしては、自組織の改善活動

への取り組みを公表することで自組織の業界内でのプレゼンスが向上する、報告

の場で他組織の参加者から様々な意見を得ることによりさらなる改善に向けたヒ

ントが得られる、等が挙げられます。

表２ 継続的に監視すべき情報

カテゴリ 内 容

ツール／技法
・ツール展示会への参画
・業界誌／学会誌／書籍等の調査
・ツールベンダへのデモ／カタログの請求

実績データ
・リサーチ会社の公開している関連データの調査
・リサーチ会社への調査依頼
・情報処理関連のデータ白書の調査

事 例

・コンファレンス、シンポジウム等への参画
・業界誌、学会誌、調査機関・研究機関のレポートや書籍等
の調査
・調査会社への調査依頼
・他社ベンチマークの実施

教 材
・教育会社のコース紹介の調査
・受講した教育の報告
・入手した教材の共有
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プロセス改善研究部会では、我が国のソフトウェア業界の国際競争力の強化を

図るべく、プロセス改善活動の啓蒙、国際規格に準拠した日本版プロセス評価モ

デルと評価改善方式の開発、ベストプラクティスの共有、海外のプロセス評価改

善スキームとの整合と協調等の活動を推進しています。本書は、ベストプラクティ

ス共有を担当するワーキンググループの成果をまとめたものです。

事例をプロセス改善に活かすことを考える際、「失敗から学ぶ」という側面と

「成功から学ぶ」という側面があります。

本書では、「成功から学ぶ」という側面に焦点を当て、ISO/IEC１５５０４第５部や

CMMI 等のアセスメントモデルを用いるか否かを問わず、ソフトウェアプロセス

改善に取り組んでいる、またはこれから取り組もうとしている方々にとって参考

になるベストプラクティスを紹介しています。

この章では、ソフトウェアプロセス改善におけるベストプラクティスの考え方

を明確にした上で、ベストプラクティス情報の調査方法や活用方法を説明します。

２．１ ベストプラクティスとは

組織目標の達成や直面している課題解決に向けた業務プロセスの改善に取り組

むとき、先進企業の事例やノウハウを参考にすることは、改善活動を効果的かつ

効率的に推進する上での有効なアプローチと考えられます。

ベストプラクティスは、一般的には、最も効果的かつ効率的な実践の方法、ま

たは模範的あるいは最良の事例を指し、マネジメント用語としては、「先進企業の

成功事例、あるいは世界で最も優れていると考えられる業務プロセス／業務推進

の方法／ビジネスノウハウを指し、自社の業務改革の目標となる最高水準の状態」

等と定義されています。

ベストプラクティスをプロセス改善に活用することを考えるとき、すべての組
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織にとって、唯一無二のベストな実践方法があるのでしょうか。ソフトウェア開

発の領域で考えるなら、ベストな構成管理、ベストな要件定義等があるのでしょ

うか。ある限られた領域のソフトウェア開発において、現状考えられるベストに

近い方法は見つかるでしょうが、万能かつ唯一無二のベストはない、というのが

正しい考え方だと思われます。つまり、何をベストと見るかは次のような要因で

変わってくるということです。

・組織の風土、運営方針、体制、規模

・開発している製品のドメインや特性

・顧客の要求

・プロジェクトの特性

従って、ベストプラクティス共有による効果的プロセス改善の促進を考えると

きには、ベストプラクティスをもう少し広義に解釈する必要がありそうです。さ

もなければ、ベストプラクティスは個別の組織、極端に言えば個々のプロジェク

トにとってのものでしかあり得なくなり、ベストプラクティス共有という考え方

自体が成り立たなくなります。

本書では、ベストプラクティスを「他組織が参考にし得る先進組織の実践」と

捉え、選定しています。選定基準は次のような特徴を１つ以上備えていることと

しています。

・業務プロセスを変えることによる効果が顕在化している

・原理原則に則って継続的にプロセス改善活動に取り組んでいる。つまり、改善

活動が一過性の取り組みではなく、組織文化として定着している

・モデル等に書かれた要求事項、推奨事項の表面的な実践ではなく、改善効果の

顕在化を目指した創意工夫が見受けられる

その上で、プロセス改善研究部会では、過去の発表事例等を調査して選定を行

いましたが、その範囲での推奨事例であることをお断りしておきたいと思います。

２．２ プロセス改善におけるベストプラクティスの活用

近年、ソフトウェア開発の分野では、ISO/IEC１５５０４第５部、CMMI等のアセス

メントモデルを活用し、業務プロセスの改善に対して体系的かつ継続的に取り組

む組織が増加しています。たとえば、CMMI では、組織の能力を未成熟な状態か

ら成熟した状態に向上するための道筋を組織成熟度レベルまたはプロセス能力レ

ベルという概念を導入して指し示し、次の目標レベルに到達するために実践すべ

きプラクティスを定義しています。CMMI では、そのモデル自身を「製品とサー

ビスに適用される開発と保守の活動を取り上げるベストプラクティス」と定義し

ています。つまり、アセスメントモデル自体が、業界の中での実践を通して効果

性が確認されたベストプラクティスの体系であり、モデルを活用した改善アプロー

チ自体が、ベストプラクティスを活用した改善アプローチとなっているのです。

しかしながら、改善施策検討の拠り所としてアセスメントモデルを見ると、デ

ファクトまたはデジュール標準として制定されたモデルは、汎用性を考慮して作

成されており、プラクティスの定義の抽象度が高くなっています。定義された個々

のプラクティスを、ベストプラクティスとして実践する際に充足すべき推奨事項

が、典型的な作業成果物、実践のポイントに関する補足説明、プラクティスを一

段詳細化したサブプラクティス等の形で記述されているものもありますが、個々

の組織やプロジェクトでの実践という視点から見ると、抽象度は高いレベルに留

まっています。

ある業界または業務領域におけるモデルを制定するという立場からすると、こ

の抽象度の高さは致し方ないものであるとともに、抽象度を上げてプラクティス

を定義していることによって、個々の組織やプロジェクトでの最適化に向けた工

夫の余地が生まれるというメリットがあります。つまり、モデルで定義されてい

るプラクティスは、ベストプラクティスから導き出された改善のポイントを指し

示すものと捕らえるべきです。具体的な実践の方法は、モデルに記載された改善

のポイントを踏まえつつ、組織や製品の特性に応じて、最適な方法を検討し、展

開するのがモデルベースのプロセス改善の基本といえます。

この基本にそってプロセス改善活動に取り組むにあたり、より抽象度の低い、

つまり個別具体的な事例としてのベストプラクティスを活用するための活動の流

れとポイントを図１にまとめます。
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さらに、業界全体の底上げという観点からのベストプラクティス活用を考える

と、業界におけるベストプラクティスの蓄積と共有の仕組みを構築することが有

効と考えられます。その上で、技術の進歩に伴って、個々の業務領域において実

践が期待されるプラクティスに変化が生じたなら、ベストプラクティスを抽象化

してモデルを見直すことが重要と考えられます。

２．３ ベストプラクティスの調べ方

プロセス改善の推進に際して、ベストプラクティスを有効に活用するには、改

善対象となる主要なプロセス領域を特定し、当該領域の改善に有効な情報を収集

し、参照することが必要になります。

まずは、体制面で、改善領域ごとに外部の技術動向や社内外のベストプラクティ

ス情報を継続的に監視する役割を割り当てることが重要です。主要なプロセス改

善領域ごとに PAT※１を組織し、各 PATにベストプラクティス調査の責任を与える

のも１つの方法です。

その上で、各担当者またはチームは、次のような手段によって、情報を入手し、

自組織での情報共有や参考にすべき技術やアプローチの自組織への導入等を検討

することが必要です。

① コンファレンス、シンポジウム等への参画

② 業界誌、学会誌、調査機関・研究機関のレポートや書籍等の調査

③ 調査会社への調査依頼

④ 他社ベンチマークの実施

①、②に関して、近年は情報のWebサイトへの公開、検索エンジンの活用等に

よって、ベストプラクティス情報の入手は比較的容易になってきています。プロ

セス改善研究部会では、ベストプラクティス活用による効果的なプロセス改善活

動の一層の活性化を図るべく、継続的なベストプラクティス情報の調査と発信な

らびにソフトウェア開発のベストプラクティス情報の収集を容易にするためのポー

タル構築等を推進していく予定です。

※１ PAT：プロセスアクションチーム：Process Action Team

ベストプラクティス活用の
目的の明確化

・プロセス改善目標を設定すること
・識別したプロセス上の課題解決に向けた施策を検討す
ること
・他組織との比較により自組織のパフォーマンスを評価
すること

参照するベストプラクティ
スの選定

・組織特性や製品特性が類似していること
・達成しようしている目標が共通していること
・解決しようとしている課題が共通していること
・組織成熟度レベル又はプロセス能力レベルが共通して
いること

ベストプラクティス活用の
期待効果の設定

・成功例を参照することにより関係者が動機付けられる
こと
・自組織内での創意工夫だけでは得られない知見や技術
を知ることができること
・プロセス改善による効果が見積もられること

図１ ベストプラクティス活用の流れ
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本章では、プロセス改善研究部会で選定した１０件のベストプラクティスを紹介

します。各ベストプラクティスの概要は表１のとおりです。

表１ 各社プロセス改善事例の概要

事例
番号

タイトル 組 織 概 要

１ 設計からはじめる

見逃しバグの防止

～F２Tの活用～

株式会社日立

ハイテクノロ

ジーズ

ナノテクノロ

ジー製品事業

本部

独立検証組織である品質保証部で検出し

たバグの原因を分析した結果、設計部門で

実施したテストの漏れと網羅性の欠如に起

因したバグの比率が高いことが判明。その

対策として、機能仕様の作成とテスト仕様

の作成を、同時並行で対応付けを明確にし

ながら実施。その結果、テスト項目の漏れ

がなくなり、品質が向上。

２ 生産性を５年で

２．５倍に！

～一人ひとりを改

善の主役にする

KAIZEN塾の設

置～

株式会社富士

通ソフトウェ

アテクノロ

ジーズ

富士通ソフトウェアテクノロジーズは、

その前身である富士通プライムソフトテク

ノロジ時代の２００３年に「５年後に生産性を

２．５倍にする！」という狙いを掲げ、全社規

模のNPS（Nagare Kaizen Profit Sys-

tem）活動に取り組む。NPS活動は、トヨ

タ自動車の強みは何であるのかを既存のプ

ロセスモデルに捉われずに考え、改善によ

りムダを徹底的に排除する「トヨタ生産方

式（Toyota Production System）」に学

び、現場をよくしようとする文化・風土を

作り、生産性を改善していく活動。

第第３３章章 ベベスストトププララククテティィスス集集

（つづく）
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３ 究極の高品質ソフ

トウェア開発プロ

セスを目指して

～ソフトウェア独立

検証および妥当

性 確 認Soft-

ware IV&V～

独立行政法人

宇宙航空研究

開 発 機 構

(JAXA)

究極の高品質ソフトウェア開発プロセス

を目指して、SW IV&VとSQAを組み合わ

せた。SQAは開発部門から独立した組織が、

開発プロセス規定に則って成果物が作成さ

れたことを保証する活動。一方 SW IV

&Vは、開発部門から独立した組織が、成果

物の安全および品質（記述内容の論理性、

一貫性、妥当性等）の検証および妥当性確

認を行うための技術・枠組み。

４ 生産性原理を具現

化するプロセス改

善

～生産管理システ

ム「ACTUM」

の活用～

株式会社ジャ

ステック

全社一体となってプロセス改善を前提と

した生産性原理の具現化を図り、見積りか

らプロジェクト管理まで一貫した指標（開

発量、生産性変数および環境変数）を持ち、

独自の考え方に基づいた予実差異分析を行

うことで、開発局面ごとのプロセス改善機

会の創出促進。プロセス改善の「計る化（定

量化）」を目指し、環境変数を統計処理し変

動幅の是正や安定性の確保に取り組む。

５ 高品質ソフトウェ

ア開発管理プロセ

スの実現

～QMTXによる品

質メトリクスの

活用～

日本電気株式

会社

システムソフ

トウェア事業

本部

開発物の品質のばらつきが１つの問題と

なっており、その対策として、組織的にプ

ロセス改善活動を進める取り組みを実施。

CMMI レベル５のプロセスを土台に、デー

タを収集するための仕組みと収集されたデー

タを管理部門だけでなく、現場も含めて分

析するための仕組み、分析された結果をも

とに組織的な改善を推進するための仕組み

を構築し、日常的に対応を行うことで高品質

なソフトウェアを確保。それによって、出荷

後品質に加え、納期短縮や生産性が向上。

６ マネジメント自ら

が予防のための行

動を取り、問題が

起こりにくい組織

に

～Preventive

Management

による実現～

情報技術開発

株式会社

SW－CMMのレベル３を達成した後、さ

らに赤字プロジェクトの撲滅を目指して、

「Preventive Management」というキー

ワードのもとに展開した活動。プロジェク

ト計画からプロジェクト完了プロセスに加

え、案件引き合い段階から、受注までのプ

ロセスを定義し、それに準拠した活動を実

施することで、全プロジェクトの黒字化に

成功。

７ 派生開発による品

質および開発効率

の向上

～XDDP・USDM

の徹底～

東京エレクト

ロンソフト

ウェア・テク

ノロジーズ株

式会社

札幌テクノロ

ジーセンター

従来製造拠点からの修正依頼に基づき、

ソースコードを修正していたが、母体のド

キュメントがなく、修正依頼→コード調査

→コード修正→テストというプロセスを実

施していた。その結果、修正漏れが起因と

なった不具合が発生し、修正コードを納品

してからも不具合対応に追われているとい

う有様となり、このような状況を打破する

ために、XDDPを取り入れ、手戻りの少な

いソフトウェア保守を行うプロセスを実現。

８ ソフトウェア部品

による組立型開発

と品質保証

～基幹システムで

のコードの再

利用～

住友電気工業

株式会社

情報システム

部＆住友電工

情報システム

株式会社シス

テムソリューシ

ョン事業本部

エンタープライズ系システム開発の工業

化を目指して、属人性を排除した設計手法

の確立、部品組立型システム開発、統計的

手法を使った品質管理を実践。２０年を超え

る継続的な改善への取り組みの結果、大幅

な開発工数とコストの削減、並びに出荷後

欠陥数の削減を実現。

（前頁より） （前頁より）

（つづく） （つづく）
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表２に、各事例が共通フレーム２００７のどの領域の改善活動に該当するかを示し

ます。

表２ 各事例と共通フレーム２００７の関係

ベストプラクティス事例

共通フレーム２００７の
プロセス／アクティビティ

事例１ 事例２ 事例３ 事例４ 事例５ 事例６ 事例７ 事例８ 事例９ 事例１０

設
計
か
ら
は
じ
め
る
見
逃
し

バ
グ
の
防
止

生
産
性
を
５
年
で
２
・
５
倍

に
！

究
極
の
高
品
質
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

開
発
プ
ロ
セ
ス
を
め
ざ
し
て

生
産
性
原
理
を
具
現
化
す
る

プ
ロ
セ
ス
改
善

高
品
質
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
開
発

管
理
プ
ロ
セ
ス
の
実
現

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
自
ら
が
予
防
の
た
め
の
行
動

を
取
り
、問
題
が
起
こ
り
に
く
い
組
織
に

派
生
開
発
に
よ
る
品
質
お
よ

び
開
発
効
率
の
向
上

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
部
品
に
よ
る

組
立
型
開
発
と
品
質
保
証

全
社
レ
ベ
ル
で
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
管
理
の
改
善

G
D
D
（G

e
n
b
a
D
rive
n

D
e
ve
lo
p
m
e
n
t

）

主
プ
ロ
セ
ス

企画プロセス
要件定義プロセス

開
発
プ
ロ
セ
ス

１．６．２ システム要件定義 ● ●
１．６．３ システム方式設計 ●
１．６．４ ソフトウェア要件定義 ● ● ●
１．６．５ ソフトウェア方式設計 ● ● ● ●
１．６．６ ソフトウェア詳細設計 ●
１．６．７ ソフトウェアコード作成及びテスト ●
１．６．８ ソフトウェア結合 ●
１．６．９ ソフトウェア適格性確認テスト ● ● ●
１．６．１０ システム結合
１．６．１１ システム適格性確認テスト ●
１．６．１２ ソフトウェア導入
１．６．１３ ソフトウェア受入れ支援

保守プロセス ● ●
運用プロセス

組
織
プ
ロ
セ
ス

管理プロセス ● ● ● ●
環境整備プロセス
改善プロセス ● ●
人的資源プロセス ●
資産管理プロセス
再利用プログラム管理プロセス ●
ドメイン技術プロセス ●

支
援
プ
ロ
セ
ス

文書化プロセス ●
構成管理プロセス
品質保証プロセス ●
検証プロセス ● ●
妥当性確認プロセス ●
共同レビュープロセス
監査プロセス
問題解決プロセス ●
ユーザビリティプロセス

９ 全社レベルでのプ

ロジェクト管理の

改善

～段階別にツール

を導入し作業内

容変更の最小化

をはかる～

日立ソフト

ウェアエンジ

ニアリング株

式会社

プロジェクトの管理項目、各項目の評価

方法等は規格化されているが、実際に使う

管理ツールやデータの管理方法等は各プロ

ジェクトの実情に合わせて決定可能。しか

しそれが全社PMOが各プロジェクトを監

視する際の弊害になっていたため、全社で

利用する統一的なプロジェクト管理ツール

の導入を行う。導入は、まず簡単なシステ

ムを導入し、システムのメリットを実証し

てシステム導入のコミットメントを得た後、

システムの機能拡張をしてユーザを拡大、

さらに操作性を改善し全社導入という、段

階的な導入戦略をとることで、全社規模で

の導入に成功。

１０ GDD (Genba

Driven Develop-

ment)

～現場主導による

アジャイル開発

のすゝめ～

ソニー株式会

社

PCアプリケ

ーションソフ

トウェアセン

ター設計部

開発現場のソフトウェアエンジニアの問

題意識をきっかけにしてはじまったボトム

アップでの改善実施事例。「eXtreme Pro-

gramming」の手法を参照して、２０人規模

の開発プロジェクトにおいて、検証工程で

の不具合数の減少、レビューやリファクタ

リングによる知識の共有等を実現。

（前頁より）
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・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・

・

１．プロセス改善活動の背景

１．１ 改善方針

日立 HT那珂事業所では、次の３つの改善方針で実施しました。

・検証できないソフトは無価値

・機能設計者がテスト設計にも責任を持つ

・品質を分割検証できるようにせよ

１．２ 達成目標

達成目標としては、シンプルに以下を掲げました。

・ソフトウェア品質向上

１．３ プロセス改善推進体制

SEPG相当スタッフにより行いました（SEPG相当スタッフというのは、開発組

織内で改善活動を推進するメンバ）。

株式会社日立ハイテクノロジーズ

ナノテクノロジー製品事業本部

日立ハイテクノロジーズ ナノテクノロジー製品事業本部では、半導体検査装置等の組

込みソフトウェアの開発を行っています。本活動の背景として、独立検証組織である品質

保証部で検出したバグの原因を分析した結果、設計部門で実施したテストの漏れと網羅性

の欠如に起因したバグの比率が高いことが判明し、その対策として、機能仕様の作成とテ

スト仕様の作成を、同時並行で対応付けを明確にしながら実施することで、テスト項目の

漏れをなくすという取り組みを実施しています。

具体的には、システム方式設計とそれに対応するシステム総合テスト仕様書、並びにソ

フトウェア方式設計とそれに対応するソフトウェア結合テスト仕様書の開発を、同時並行

で実施することで、作業のタイミングのずれによるテスト項目の設計漏れをなくすと共に、

設計仕様とテスト仕様を同一文書内に併記することによって対応付けを明確にし網羅性を

確保しています。この方式の基本アプローチは次のとおりです。

① Wordのコメント機能を用いて設計書とテスト仕様書を同時に表示する

② 設計書の検証対象箇所ごとに IDを付与し、該当するテスト項目 IDにリンクをはる

③ 設計仕様 IDとテスト項目 IDの過不足を識別し、テスト項目の追加や仕様の見直しを

行う

④ テスト実施段階ではテスト結果もテスト仕様に記載し、仕様の検証状況をトレースす

る

キーワード

・テスト

・トレーサビリティ

・組込みソフトウェア

・F２T

Function to Test の略称で、仕様設計者がその仕様の実装を確認するためのテストに

も責任を持つという考え方に基づいて日立ハイテクノロジーズが自社開発したもの

■株式会社日立ハイテクノロジーズ ナノ

テクノロジー製品事業本部

（本書で用いる略称：日立HT）

●ビジネスゴール

・最先端を、最前線へ

●製品・サービスの概要

：下記領域で最先端のハイテク製品を開発

・エレクトロニクス

高分解能FEB測長装置、光学式ウェーハ

検査装置、微小デバイス特性評価装置

他

・メディカル

生化学自動分析装置、免疫自動分析装置

他

・バイオシステム

DNAシーケンサ、高速液体クロマトグラ

フ 他

URL http : //www.hitachi－hitec.com/

設設計計かかららははじじめめるる見見逃逃ししババググのの防防止止
～F２Tの活用～事事例例１１

第３章 ベストプラクティス編 事例１：設計からはじめる見逃しバグの防止

２２ ２３



１．４ プロセス改善対象組織の規模

実施後６ヵ月で日立 HT那珂事業所全プロジェクト数の８０％に展開しました。

１．５ 改善活動の経緯

改善活動を行うことになったのは、プロジェクトに下記の状況が見られるよう

になり、早急な解決が必要とされたからです。

・テスト工程の遅延、テスト項目の漏れによる納期遅れの発生

・品質保証（以降 QA：Quality Assurance）が発見したバグは是正並びに再発防止

を実施

・再発防止策を統計処理すると、テスト工程の改善の必要性が他フェーズの倍以上

１．６ 主要な課題と改善のフォーカス

主要な課題と改善のフォーカスを表１に示します。

表１ 改善の課題とフォーカス

課 題 改善のフォーカス

①アウトソースにより
設計者と実装者の分割

・オフショア開発等に際しての、発注内容に関する相互の認
識誤りの発生抑制。

②上流になるほどそれ
に対応するテストまで
の時間が空く。また実
施を忘れる

・設計とテスト項目作成を同時並行で実施。

③設計文書とテスト文
書が別のフォーム

・設計文書とテストレビューの突合せを十分行える環境の実
現。

④開発物の複雑化、ト
レーサビリティの維持
が困難、不可能

・テスト項目と設計仕様とのリンクの明確化。

１．７ 顕在化した改善効果

日立 HT那珂事業所における改善効果を表２に示します。

表２ 改善効果

項 目 改善効果

定量（事例） ・仕様OKだがテスト漏れ：１１件→０件

定性（アンケート）
・効果があると感じた人が６７％
・テスト項目と設計仕様とのトレーサビリティの明確化

定性（その他）

・設計書の質の向上
・ツールによるプロセス支援
・プロセスとして標準化されている
・仕様変更に伴う追加テスト項目漏れの防止

２．ベストプラクティス

２．１ 参照モデル上でのカバレッジ

① 当該ベストプラクティスに対応する ISO/IEC１５５０４第５部のプロセス

・システムアーキテクチャ設計（ENG．３ System architectural design）

・ソフトウェア設計（ENG．５ Software design）

・ソフトウェア試験（ENG．８ Software testing）

・システム試験（ENG．１０ System testing）

・文書化（SUP．７ Documentation）

② 当該ベストプラクティスに対応するCMMI のプロセス領域

技術解（TS : Technical Solution）

検証（VER : Verification）

③ 当該ベストプラクティスに対応する共通フレーム２００７のプロセス／アクティビティ

・開発プロセス／システム方式設計

・開発プロセス／ソフトウェア方式設計

・開発プロセス／ソフトウェア適格性確認テスト

・開発プロセス／システム適格性確認テスト

・文書化プロセス

第３章 ベストプラクティス編 事例１：設計からはじめる見逃しバグの防止
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２．２ プラクティスの説明

２．２．１ プロセス改善への取り組みの背景

日立 HT那珂事業所では、半導体、医療、バイオ分野における最先端の測定、制

御装置の開発を行い、製品分野ごとにユーザオペレーション支援およびデバイス

制御の２系統のソフトウェアを開発しています。同社では「最先端を、最前線へ」

という旗印のもと、ニッチな分野での高度な要求に基づいて、いわばパイオニア

として、どこも実現したことのない新たな製品を開発することがこの組織のミッ

ションです。また、組織の方針として、最終的な顧客満足を掲げ、未踏領域の新

製品であっても顧客が不安なく製品を使えることを重視し、その実現に向けて、

製品不良の撲滅に力を注いでいます。

品質向上に向けた継続的かつ組織的な取り組みとして、落穂拾い、小集団活動、

CMM/CMMIベースのプロセス評価改善等、さまざまなアプローチを取り入れて

います。また、これらの活動に対するトップ層の関心も高く、その展開を自ら推

進するとともに、事例報告等の場ではトップも交えた熱い議論が交わされていま

す。以下に説明する F２Tも、現場における課題分析を背景に、小集団活動の一環

として構築された手法です。

これらの活動を背景とした業務プロセスの改善に当たっては、失敗や不良から

学ぶという姿勢が貫かれています。不良は裏返すと他社に真似のできない業務ノ

ウハウを見出すことのできる金脈になるという考え方が浸透しています。実際、

過去の不具合解析の結果等から得られた開発ノウハウは、業務標準や設計テンプ

レートに埋め込まれてプロジェクトからプロジェクトに継承されています。

２．２．２ F２Tが生まれた背景

日立 HT那珂事業所では、製品の不具合撲滅に向けて、この組織では検査に力点

を置いています。とくにソフトウェア開発の完了時、また製品開発完了時には、

不具合の見逃しを防ぐべく QAによる独立検証を実施しています。しかしながら、

ソフトウェアおよび製品の最終段階での検査への過度の依存は、後戻り工数の増

大による納期遅延を引き起こす可能性があります。

この問題に対処すべく、日立 HT那珂事業所では、上工程での不具合の作りこみ

を削減すべく、設計ノウハウを埋め込んだ設計テンプレートを用いて誤りの少な

い作業を促進しています。また、しかるべきボリュームのレビューを実施して次

工程および下工程への不具合の流出を防いでいます。

日立 HT那珂事業所で、F２Tを考案した部門でも、このような取り組みを行っ

て、設計重視で開発に取り組んでいましたが、少なからず上工程での不具合の見

逃しが生じ、テスト工程の実施の遅延により納期を遅らせるケースが散発してい

ました。

そこで、QAによる検査で発見された不具合再発防止策を分析してみたところ、

図１および図２のような結果が得られました。

この結果から、発生した現象に対して、予防的な措置を講じる必要のある工程

はテスト工程が半数近くを占め、その約７割がテスト項目の漏れをなくすことに

よって防ぐことができるということが明らかになりました。

さらに、このような現象が発生している原因を掘り下げてみた結果、以下のよ

うな課題が明らかになり、F２Tの開発が行われました。

・アウトソースによる設計者と実装者の分割によって、設計の意図が実装者に十

分伝わらず、実装したソースコードのテスト観点に漏れや誤りが発生

・V字型モデルによる開発では、上流の仕様になればなるほど、その仕様に対する

テストまでの時間が空くので、何をどのような基準に照らしてテストしなけれ

ばならないかを忘れてしまう

・設計仕様とテスト仕様の様式は決まっているが、そのつながりが見通せるよう

図１ 工程別の改善点の比率 図２ テスト工程における
改善施策の分類
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な様式になっていない。それらの突合せはテスト仕様のレビューで行われるが

漏れが発生

・開発するソフトウェアおよび製品が複雑化しており、成果物間のトレーサビリ

ティを維持するのが困難

２．２．３ F２Tとは

F２Tは、Function to Testの略称で、仕様設計者がその仕様の実装を確認する

ためのテストにも責任を持つという考え方に基づいて日立HT那珂事業所が自社開

発したツールでWordのマクロ機能を使ったものです。F２Tは、前述の課題を解

決のために「必要十分なテスト項目の抽出」を可能にし、また「テスト項目網羅

の効率的な確認手段」を提供しています。機能仕様とテスト仕様の同時設計プロ

セスを課題解決の基本施策としています。

機能仕様とテスト仕様の同時設計プロセスでは、システム方式設計とそれに対

応するシステム総合テスト仕様書、並びにソフトウェア方式設計とそれに対応す

るソフトウェア結合テスト仕様書の開発を同時並行で実施することによって、作

業のタイミングのずれによるテスト項目の設計漏れをなくします。また、それら

を仕様設計者が同時に行うことでコミュニケーションギャップによるテスト項目

設計に漏れがなくなります。

改善施策の実現に当たっては、組織基準で定めた文書作成ソフトに、コメント

機能を活用したツールを内製し組み込み、開発、展開、定着化の負荷を極力抑え

ています。

２．２．４ F２Tにより変わるテストの位置づけ

日立 HT那珂事業所では、図３に示すようにシステム方式設計からシステム総合

テストまでの作業をウォータフォール型のライフサイクルに沿って実施していま

す。また、対応付く設計とテストを V字型に配することで、どの段階の仕様に基

づいて成果物のテストを実施するかを明確にしています。

ウォータフォールモデルのメリットは、一連の開発過程での関所が明確になる

ことです。このモデルに沿った開発を成功裏に遂行するには、各工程の作業者が

「品質の作りこみ」を意識し、工程内での不具合の抽出と修正を徹底的に行って、

次工程に不具合を持ち込まないことが重要です。不具合が多く見逃されてしまう

と検査工程から上工程への後戻り作業の負荷が増大し、その対処に工数が取られ

て、納期の遅れや工数の超過につながることになります。

図４および図５に、テスト仕様作成作業について F２T導入前後の位置付け変化

図３ ソフトウェア開発のライフサイクル 図４ 機能仕様とテスト仕様の同時設計プロセス（変更前）
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1.6.3
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1.6.7
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F2T

を示します。

ソフトウェアやシステムのテスト仕様を図４のようにテスト実施の直前に決め

た場合、テスト仕様の作成時点になって設計仕様の誤り、抜け、曖昧さ等に気付

き、設計段階からの作業をやり直さざるを得なくなる場合があります。

F２Tで実践している設計とテストの同時並行プロセスを採用すると、テスト仕

様作成のタイミングが図５のようになり、早期に設計仕様の誤りや不備を認識し

て工程内で設計上の不具合に対処することが可能になります。

２．２．５ F２Tにより変わるテスト実施体制と役割

この組織では、ソフトウェア開発の終了段階並びにシステム開発の終了段階で

の QAによるテストを実施しています。F２Tは、仕様設計者がその仕様の実装を

確認するためのテストにも責任を持つという考え方に基づいて開発されたもので

すが、QAによる品質保証の必要性が皆無になる訳ではありません。テストには、

成果物が設計仕様を実現していることを確かめる検証の視点と、利害関係者がそ

の製品に求めているニーズを満たしているかを確かめる妥当性確認の視点があり

ます。F２Tの導入によって、設計者は検証の観点からのテストのみならず、妥当

性確認の観点からのテストにも責任を持つという効果が出ています。その上で QA

が客観的テストを行い、高品質化を目指しています。

また、この組織では、工程内で不具合を効果的に摘出するために、関係する開

発部署および QAグループ等のメンバがレビューに参画しています。その目的は、

多様な知見を活用することで、思い込み等による不具合の見逃しをなくすことで

す。F２Tは、設計書の構造化や見易さにも効果を発揮します。それによって、成

果物を開発した当事者以外のメンバが設計仕様の内容を正しく理解し、効果的に

レビューを実施することが可能になります。

２．２．６ F２Tによる設計～テスト実施までの手順

ここでは、図６に示すフローに沿って、F２Tを利用すると設計からテストまで

がどのような進め方になるのかを説明します。

+

図６ F２Tを利用した新しいワークフロー

ステップ１ 機能仕様とテスト仕様の同時設計

F２Tのプロセスでは、設計書とテスト仕様書の作成はいずれも設計者の責任で

作成します。設計者が設計書の作成を終えたら、Wordのコメント機能を立ち上げ

て、テスト設計用のフレームをコメント表示欄に並列表示します。そして、相互

図５ 機能仕様とテスト仕様の同時設計プロセス（変更後）
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ID

ID

ID

のトレーサビリティを意識しながら、テスト設計作業を進めて行きます。具体的

には、図７に示すように、設計書の検証対象箇所ごとにコメント機能を利用し、

テスト仕様を挿入していきます。設計仕様とテスト項目の対応は、コメント ID

で関連付けられます。この同時並行作業を進める中で、設計書の抜けや不備に気

付いたなら設計書を改訂し、併わせて改訂内容に合致したテスト項目を、リンク

を明確にした上でテスト設計用のフレームに追記、訂正します。

ステップ２ トレーサビリティおよびテストボリュームの検証

次に、Wordに埋め込んだマクロを用いて、設計したテスト項目の総数を確認し

ます。設計者は、テスト項目ごとに設計されたテスト件数の十分性を確認し、件

数の不足している機能仕様に対するテスト項目の追加をのステップ１に戻って実

施します。

ステップ３ テストの実施

テストの局面に至ったなら、テスト仕様に沿ってテストを実施し、コメント欄

のテスト仕様にテスト結果を記述して、仕様の検証状況を確認します。

２．２．７ F２T導入によって得られた効果

F２Tは、現場のかかえる問題を解決すべく、小集団活動の一環として創出され

たテスト方式です。この組織の強みは、現場主導のプロセス改善を組織的かつ継

続的に展開している点にあります。F２Tの展開にあたっては、実施方針、手順、

事例等を整備した上で、その方式を組織標準プロセスに組み込んでいます。また、

開発者全員を対象にした教育を実施して、普及開始から６ヵ月で８０％のプロジェ

クトに展開しています。

F２Tをうまく活用しているプロジェクトでは、トラブルシューティングの頻度

が確実に減っています。表３は、あるプロジェクトの F２T適用前後の適用効果を

示しています。

表３から、テスト項目設計漏れによる不具合の見逃しが１１件から０件と大幅に

改善されていることがわかります。

また、他の F２T適用プロジェクトメンバに対してオピニオンサーベイを実施し

たところ、F２Tがテスト項目の設計漏れの防止に効果があるとの答えが６７％、テ

スト項目と仕様とのトレーサビリティの明確化に効果があるとの答えが７６％を占

め、現場からの支持の高さがわかります。

表３ F２T導入前後のテストプロセスに起因した不具合件数の比較

(a)
仕様に記述あり
だがテスト項目
なし

(b)
仕様記述不備に
よるテスト項目
抜け

(c)
仕様変更に伴う
テスト項目不十
分

(d)
その他

合計

適用前 １１ ９ ３ ３ ２６

適用後 ０ ８ ２ １ １１

図７ F２Tによるドキュメント作成
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２．２．８ 組織文化

日立 HTの組織文化は、日立グループの特色が出ています。具体的な取り組みと

しては、日立グループの有名な「落穂拾い」、品質に対する徹底した議論、小集団

活動等が挙げられます。「落穂拾い」の真髄は、技術者の驕りを指摘し、クレーム

に対して真摯に対応することです。これが、生産活動の精神的な根源になってい

ます。また、小集団活動が活発で、事業所内発表にも必ず社長が参加することで、

メンバのモチベーション向上に繋がっています。今回の F２Tも、小集団活動の１

つとして日立 HT全体に発表された結果、高く評価されたため、外部への発表を決

断しました。

日立HT那珂事業所の日常の改善活動は小集団活動で実行し、品質向上活動はトッ

プダウンで方針を考え、実行されています。トップダウンとボトムアップの融合

を見事に実施しています。

２．３ 活用しているツール、技法

日立 HT那珂事業所で使用している F２Tの基本機能をまとめると次のようにな

ります。

・Wordのコメント機能を活用して機能仕様とテスト仕様のリンク付けを行う

・コメント欄に記述されたテスト項目を一まとまりのテスト仕様として抽出する

・ファイル単位で、テスト項目数を抽出する

２．４ 人材育成

日立 HT那珂事業所では、F２Tの教育を開発者全員に実施し、普及率は１００％に

達しています。教材には、F２Tを実施するにあたっての方針と手順、並びに事例

が盛り込まれています。教育担当者の言によれば、「従来方式のままでは自分たち

が無駄をやっている」という認識を与えることを重視しているとのことです。

３．学ぶべき点

日立グループで定着している落穂拾いの考え方に基づいて過去のバグ見逃しの

実績データ分析から検証プロセスの改善に取り組んだ事例です。本組織では、モ

デルベースの改善と本例に見られるような課題ベースの改善の利点を融合しなが

ら組織的なプロセス改善に取り組んでいて、F２Tという課題解決の方式だけでな

く、課題抽出から施策展開までの一連のアプローチが参考になります。また、検

証方式の改善をWordの機能を用いて実装することで費用対効果を高めているとと

もに、現場への普及促進をしやすくしている点も見習うべきところがあります。

参考文献

株式会社日立ハイテクノロジーズ ナノテクノロジー製品事業本部：S－open &

QuaSTom 共同イベント資料，２００５年

株式会社日立ハイテクノロジーズ ナノテクノロジー製品事業本部：第３回世界

ソフトウェア品質会議，発表資料，２００５年
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株式会社富士通ソフトウェアテクノロジーズ

富士通ソフトウェアテクノロジーズは、その前身である富士通プライムソフトテクノロ

ジ時代の２００３年に「５年後に生産性を２．５倍にする！」という狙いを掲げ、全社規模のNPS

活動※１に取り組みました。

NPS活動は、トヨタ自動車の強みは何であるのかを既存のプロセスモデルに捉われず

に考え、改善によりムダを徹底的に排除する「トヨタ生産方式（Toyota Production Sys-

tem）」に学び、現場をよくしようとする文化・風土を作り、生産性を改善していく活動

です。また、当初約２年で「ムダ取り」を基本とするNPS活動を全社に展開するという

方針を掲げています。

現場の身近な問題を洗い出し、自律的に改善していく問題解決手法により、全員参加型

の改善活動を展開しています。しかし、改善を一過性で終わらせることなく、継続させる

ためには自律的な改善を実施できる人を育成し、改善に取り組む仲間、すなわち理解者を

増やしていくことが大切です。また、改善の成果を経営層に見えるようにするためにも組

織的な取り組みが重要です。そこで、改善を全社に浸透させるため、核となる人材（伝道

師）の育成を目指し、「KAIZEN塾」と呼ぶ社内トレーニングを行い、KAIZENリーダの

育成に邁進しました。

KAIZEN塾では、自分達の仕事のやり方、価値観、方向性のばらつき等から生ずる問題

に気付き、課題として取り上げて改善できる現場の KAIZENリーダを組織的に育成して

います。このように、改善し続ける組織を構築するために「人」という観点に着目し、NPS

活動実践の核となる人材を育成することにより、改善を継続しています。

その結果、NPS活動は全社の理解を得ることに成功しました。この経験は、何年かの

後に KAIZEN塾出身者が同社の経営者になったときに、本当の成果として大きく花開く

ものであり、地道な改善活動を支える仕組みを維持する行為が、組織の文化、体質を作り

出していくものでしょう。また、現場でのボトムアップによる改善活動が、経営者として

トップダウンで改善に取り組まなくてはならなくなったときに、本当に必要な仕組みを生

み出す可能性があります。この KAIZEN塾を作り出した力も、先輩経営者に、生産性向

上のための強い意志があったために実現したものであることが推測できます。

プロセスモデルを組織の改善活動に当てはめて、モデルベースで取り組む改善手法では

なく、改善のための人材を育成し、現場にあった問題解決に集中しようとする姿勢は、現

場でのやらされ感も少ないものです。また、改善は、いつでも、どこでもできる小さな改

善と、組織だって大規模に行うことの両方が必要ですが、現場での小さな改善と、組織的

な KAIZEN塾という両方の取り組みをしていることが同社の特徴です。

キーワード

・トヨタ生産方式

・人材育成

・KAIZEN塾

NPS活動の推進役である伝道師を育成する機関

・ムダ取り

・NPS活動

あらゆるムダを徹底的に排除し、他の国々に真似のできない日本独自のソフトウェアの

モノ作り標準を確立する運動

※１ NPS : Nagare Kaizen Profit System

■株式会社富士通ソフトウェアテクノロジー

ズ

(本書で用いる略称：FST)

●ビジネスゴール

顧客への深い理解と共感をベースとして、

顧客の期待を超えるサービス／ソリュー

ション／プロダクトを提供し続け、信頼

されるパートナーとなります。とくに、

スピードを重視します。

●製品・サービスの概要

・TRIOLEサービス ＆ サポート

・Windowsプラットフォームソリューショ

ン

・PI サービス、受託サービス

・BI コンサルティング

・アプリケーションソフトの開発

・情報アプライアンス（携帯電話、PDA、

情報家電等）、組込みOS、ソフトの開発

／サポート

・COBOL再構築サービス

・ソフトウェアパッケージ開発、販売

・Webサイト診断／構築／運営

・eラーニング教材の作成／販売、eラーニ

ングの運用代行サービス

・インターネットサービスプロバイダー

(Webしずおか）

URL http : //jp.fujitsu.com/group/fst/

生生産産性性をを５５年年でで２２．．５５倍倍にに！！
～一人ひとりを改善の主役にする KAIZEN塾の設置～事事例例２２
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１．プロセス改善活動の背景

１．１ 改善方針

改善の方針は、次のとおりです。

・IT分野でトヨタ生産方式を参考に現場の改善を進める

１．２ 達成目標

達成目標は、次のとおりです。

・超過勤務の低減とコスト低減（１人工単位での削減と新たな投資）

・最終ゴール…自律的に改善活動を推進する組織を形成して、生産性を上げる

１．３ プロセス改善推進体制

プロセス改善推進体制は、次のとおりです。

・経営企画室 NPS推進室（専任７名）

１．４ プロセス改善対象組織の規模

プロセス改善対象組織の規模は、次のとおりです。

・全社（従業員数１，０５４名：２００５年１１月３０日現在）

１．５ 改善活動の経緯

富士通ソフトウェアテクノロジーズは、富士通インフォソフトテクノロジ、富

士通プライムソフトテクノロジ、富士通ハイパーソフトテクノロジの一部を母体

として３社が合併し、２００５年６月に設立されました。

合併直前の２００３年に、株式会社富士通プライムソフトテクノロジの当時の社長

がトヨタ生産方式を参考にした新しい生産方式の確立を提唱し、トヨタグループ

出身の改善コンサルタントを招いてトヨタ生産方式を学ぶことになりました。こ

れが同社の改善活動の原点となっています。

あらゆるムダを徹底的に排除し、他の国々に真似のできない日本独自のソフト

ウェアのモノ作り標準を確立する運動を NPS活動と名付け、その運動の推進役で

ある伝道師を育成する機関として KAIZEN塾がスタートしたのは、２００４年４月の

ことです。

１．６ 主要な課題と改善のフォーカス

５S（整理、整頓、清潔、清掃、躾）、ムダ取りを基本にし、改善ボードやタス

クの見える化、一列待ち方式の導入により平準化を実現しています。

１．７ 顕在化した改善効果

初年度の改善効果は、営業利益が前年度比１８％増加しました（目標は年率１７％）。

２．ベストプラクティス

２．１ 参照モデル上でのカバレッジ

① 当該ベストプラクティスに対応する ISO/IEC１５５０４第５部のプロセス

・人的資源の管理（RIN．１ Human resource management）

・訓練（RIN．２ Training）

② 当該ベストプラクティスに対応するCMMI のプロセス領域

・組織トレーニング（OT : Organizational Training）

・組織改革と展開（OID : Organizational Innovation and Deployment）

③ 当該ベストプラクティスに対応する共通フレーム２００７のプロセス／アクティビティ

・改善プロセス

・人的資源プロセス

２．２ プラクティスの説明

２．２．１ トヨタ生産方式

トヨタ生産方式は豊田喜一郎氏らが提唱し、大野耐一氏らによって体系化され

た工場における生産活動の仕組みであり、ジャストインタイム、自働化、７つの

ムダが柱となっています。トヨタ自動車では製造現場およびそれに付随するスタッ

フ部門だけでなく、間接部門や非製造業へも適用させており、トヨタ自動車を支

第３章 ベストプラクティス編 事例２：生産性を５年で２．５倍に！
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える１つの要因とされています。

トヨタ生産方式のソフトウェアへの応用は、名古屋地区では古くから取り組ま

れているようです。しかし、これまで必ずしも上手くいったわけではなく、理由

としてはソフトウェアの品質の測定方法や、また測定値の利用方法を具体的に体

系化できなかったことと、１０年程度実践してきたベストプラクティスも、仕事の

急激な増加や、開発環境の大幅な変更により、維持できなくなることがしばしば

あったこと等が原因として挙げられます。

富士通ソフトウェアテクノロジーズでは取り組みをはじめたばかりですが、継

続した改善を実践する意思は KAIZEN塾によって継続され、今後とも品質を継続

して測定することで何を測ればよいか、何をすればよいかの解が生み出されてい

くことでしょう。

２．２．２ ジャストインタイム

ジャストインタイムとは工程間の仕掛在庫を最少に抑えることを目的として、

必要なものを、必要なときに、必要なだけタイムリーに生産する生産方式のこと

であり、カンバン方式ともいわれています。

ソフトウェア開発では、物による在庫がなく、必要なソフトウェアはネットワー

クで即時に提供可能であるため、ジャストインタイムは当たり前と考えることも

できます。しかし、まだまだソフトウェア開発では、ジャストインタイムで試験

プログラム、試験結果の提供はできておらず、改善の余地があります。

２．２．３ 自働化

異常発見時には自ら停止する機能を備えた異常検知の仕組みと、徹底的なムダ

の排除を求められつつも現場で働く人の労働意欲を損なわないように配慮された

自動化を、トヨタ自動車では自働化と呼んでいます。

KAIZEN塾の塾生は、現場の異常について、プロジェクトで活用されている改善

ボードやタスク管理ボードに記されている内容をよく理解し発見する力を身に付

ける努力を行っています。これにより、現場の反感をかうことなく改善を進める

ことができます。

２．２．４ ７つのムダ

付加価値を高めない活動をムダと定義しており、「作り過ぎのムダ」、「手待ちの

ムダ」、「運搬のムダ」、「加工のムダ」、「在庫のムダ」、「動作のムダ」、「不良をつく

るムダ」を代表的な７つのムダとして挙げています。

FSTでは、個人、グループの作業を見える化し、「手待ちのムダ」、「動作のムダ」

を排除する取り組みを行っています。

２．２．５ プラクティス推進者の横顔

NPS活動の推進者である高木氏は、「改善活動は人づくりからはじめることが肝

要です」との信念を持っています。また、NPS活動の中で進められている伝道師

育成による「人づくり」は、ソフトウェア技術者協会の SPIN―Meetingや、

「実践� IT屋のトヨタ生産方式」（風媒社）等で紹介されています。

２．２．６ NPS活動

NPSの組織の目的は、次のとおりです。

・現場の価値観、向かうべき方向性の共有

・トヨタ生産方式を参考にして、仕事の流れを整え利益を生む方式の確立

・NPS推進室の新設、KAIZEN塾の新設により組織体制の整備

NPSの活動は、次のとおりです。

・具体的な原価低減目標値の達成を目指す

・改善を進めながらの「人づくり」

・現場からのボトムアップによる組織変革への取り組み

NPS活動で求められる人材とは、「小集団活動」、「現地・現物主義」、「実践主義」

等のトヨタ生産方式の行動原則に基づき、ソフトウェア開発現場で改善の実践を

持続・継続できる人です。
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２．２．７ トヨタ生産方式採用の理由

FSTでは、人によって生産性に差がある要因として、次のものが考えられまし

た。

・人の価値観、目指す方向性のばらつき

・プロセスのばらつき

・方法論やツールのばらつき

・現状否定における改善能力の欠如

・当たり前のことができていない

そして、これらの要因１つひとつを改善して現場を良くしようとする風土作り

そのものが、トヨタ生産方式であると気付いたのです。

FSTでは、組織として力を発揮するため、世の中の流れに対して対応力を持つ

ため、楽に仕事をするための組織文化・風土の再構築への取り組みに、トヨタ生

産方式を採用にすることにしたのです。

２．２．８ KAIZEN塾とは

KAIZEN塾の目的は、NPS活動推進のための NPS伝道師の育成であり、特徴は

以下のとおりです。

・信念と情熱と忍耐をもって改善に取り組める人材育成

・異常を検知し、知恵を出し、実践し、周りを巻き込んで活動できる人材育成

・失敗を宝と捉え、二度と同じことを繰り返さないための解決策を考えることが

できる人材育成

・事例に対して「なぜ？」を５回繰り返し、真因が判明するまでとことん疑問を

持つことができる人材育成

・後輩に対して動機付けをしてあげることができる人材育成

・物事の変化に敏感になり、小さな変化に気付くことができる人材育成

・実践主義、３現（現地・現物・現認）主義、人間尊重等の原理・原則に沿った

人材育成

・KAIZEN塾を卒業しないと幹部社員に昇格できない人事制度

KAIZEN塾は、開発部門と事務部門に分かれ、さらにムダ取りと平準化のテーマ

に分かれて、半年間で現場の改善（開発のムダ、事務のムダ、開発の平準化、事

務の平準化）に取り組んでいます。KAIZEN塾は毎週金曜日に実施され、活動状況

の報告とそれに対するフォローがあります。

２．２．９ 改善に重要なこと

改善に最も重要なことは、改善しようとする人の「思い」だと高木氏は述べて

います。改善の必要を感じ取る能力(＝改善しようという思い）がなければ、改善

の行動は起こせるはずがないとまで言い切ることもあります。確かに、人から言

われたことをその場だけの改善として取り組んでも、それは組織にとって一過性

の処置でしかありません。組織(＝企業）の発展の原動力は改善の持続力・継続力

にあるので、組織に属する全員が改善しようという「思い」を常に持てるよう、

育成していくことが大切です。高木氏は、人の価値観や夢等も変わりつつある中

で、企業にとって必要な人材を確保するために、企業が自ら人を育てる以外に誰

も育ててくれないと述べています。CMMI等のモデルベースによる改善は、どち

らかというと標準化に注力されがちであり、「人づくり」が後回しになる傾向があ

るようです。

２．２．１０ 改善の効果

改善の効果としては、主に間接部門のムダ取りが効き、営業利益が前年度比で

１８％増加しました。

２．２．１１ KAIZEN塾の変遷

表１に KAIZEN塾の発足以来の主要な出来事をまとめます。

２．２．１２ KAIZEN塾の今後の発展

高木氏は、KAIZEN塾の卒業生（現場の改善リーダ含む）が組織の半数以上にな

る数年後には、企業の文化、風土となる土台ができ、組織の中で幹部社員や先輩

が部下の指導をしていることを期待しています。そうなれば KAIZEN塾に必要性

はなくなるため、解散の方向です。
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しかしながら、ソフトウェア開発のムダは一時的な活動で取り切れるものでは

なく、全社に跨る継続的な取り組みが必要であり、KAIZEN塾を改良した、次世代

の活動も必要となることでしょう。

２．２．１３ 伝道師の現場での苦労話

NPS活動開始当初には、現場より「なぜ朝礼をするのか？」、「なぜ作業実績を

入力するのか？」といった疑問視の声がかなりありました。そこで、作業の押し

付けをするのではなく、目指すところはどこなのかを時間をかけて何度も繰り返

して皆で話し合うことによって、「改善にはまず風土作り」の意識がメンバに浸透

しました。

また、状況や成果が見えないと達成感がなく、負担だけが増えたように感じる

ので、NPS活動の「見える化」にも取り組み、スキルマップや星取表等を壁に貼

る等の工夫を凝らしています。

２．２．１４ NPS活動の事例

（１）実験室設備改善の事例

実験室のあるべき姿について、以下の点に留意し、図１のようにレイアウト図

を作成しました。

・スーパーマーケットのような陳列形式

・CD、DVDにはラベルを貼る

・小物収納のダンボール箱にもラベルを貼る

・足元のスペースには何も置かない

☆レイアウトのポイントと効果

・どの棚に何が置いてあるか

・ロッカーには何が入っているか

・机は誰が使用しているか

効果 ⇒ 見える化により捜索時間短縮

図１ レイアウト図

表１ KAIZEN塾史

時期 出来事

第１期
２００４年４月～２００４年９月

KAIZEN塾を発足（名古屋）。
伝道師１６名で発足。
・TPSの思想理解
・現地・現物の実践
・KAIZEN塾への参加を管理職昇格の条件化

第２期
２００４年１０月～２００５年３月

伝道師８名、所属長８名。
前期の活動内容を継承し、以下を改善。
・所属長もKAIZEN塾に参加
・伝道師育成制度の導入
・TPS実践コンサルタントを導入
・改善のモデル作り（ムダ取り、平準化）
・改善の見える化（KAIZENボード）
・運営モデル作り
・人材育成の重要性
・効果と成果のモギトリ（原価低減）認識

第３期
２００５年４月～２００５年９月

伝道師２３名、所属長２３名。
前期の活動内容を継承し、以下を改善。
・指標管理方法の導入
・分校（松本校／東京校）開校
・交流会の定例化

第４期
２００５年１０月～２００６年３月

伝道師２４名、所属長２４名。
前期の活動内容を継承し、以下を改善。
・伝道師資格維持制度の導入
・分校（本社／静岡校／神戸校）開校
・NPSルーム設置
・部門KAIZENボードの導入
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☆５Sのポイントと効果

・ハンガーフックを棚ごとに配置

・ケーブルは１本ずつ束ねて管理

効果 ⇒ 機材準備時間短縮

収納スペースに清潔感

図２ ５S

（２）能力改善の事例

スキルマップ重点項目を明確にするためにスキルマップ（図３）を作成しました。

・スキルマップを人材育成のコンテンツとして活用

・勉強会の実施だけではスキルアップを実感できないので、スキルマップで見え

る化

図３ スキルマップ

☆スキルマップ作成のポイントと効果

・前回とのスキル差の上昇／下降を明示

・スキルが下降した項目は原因分析してケア

効果 ⇒ スキルの見える化、スキルアップ実感

（３）マネジメント改善の事例

作業者の作業状況を把握するために作業日報（図４）を作成し、作業実績を分

析（図５）して作業比率を明確にするとともに全体作業を把握することで、グルー

プミーティングを廃止しました。

図４ 作業日報

図５ 分析結果

第３章 ベストプラクティス編 事例２：生産性を５年で２．５倍に！
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２．２．１５ ムダ取りカードによる改善（現場での小さな改善）

FSTでは、間接部門、直接部門を問わず全員に、毎日２件のムダを発見し、「ム

ダ取りカード」（図６、７）に記載することを義務付けられています。これは毎日

休まず身の回りのムダを取り除くことで小さな改善を積み重ねて行き、大きな改

善効果を得ようとするものです。

各人から出されたムダの解決は、チームで役割（発見者、対策者、実施者）を

分担して対処します。

高木氏は、「毎日２件のムダを出し続けることはできないのでは？」と尋ねられ

たことがあるのですが、そのとき「２件のムダが出せない原因は、ムダ取りカー

ドの仕組に問題があるのかもしれない。」と答えています。ムダ取りカードそのも

のへの改善の可能性を考えることに、改善の真骨頂があるのでしょう。

図６ ムダ取りカード

図７ 掲示されているムダ取りカード

２．２．１６ ソフトウェアかんばん手法

ソフトウェアかんばんとは、トヨタの工場内における仕掛りかんばんを参考に、

仕事（タスク）を紙に書き作業指示をホワイトボード等に貼って仕事をコントロー

ルする手法です。このソフトウェアかんばんに、以下の４つのコンセプトを抽象

化し、一般的な業務プロセスの改善に適合させた手法を、FSTではソフトウェア

かんばん手法と呼んでいます。

（１）見える化

プロジェクトのどんな異常でも検出できることがプロセスを良くすることにつ

ながると考えます。したがって、良い報告のみをサマライズされたものは、安心

はできても本質的にプロジェクトのプロセス改善のトリガーにはなりません。

見える化は、複数の人間に事実を表示することにより、異常の検出やリスクの

共有化を図り、改善活動のニーズを引き出します。計画通りに進行している状態

を見るためのデータだけではなく、異常を検出できるデータを見えるようにし、

メンバ全員で異常が一目でわかるように工夫することが見える化の重要なポイン

トです（図８）。

図８ 見える化の例
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（２）平準化

指示管理を集約し、担当間の能力と負荷のばらつきを最小化して、作業滞留時

間のムダを省き、納期を短縮化して全体の処理能力を向上させます（図９）。

a

b b

c

b b

b

b

a a

a

a a a a a a

図９ 平準化

（３）一個流し

一個流しとは、ある単位（モジュール等）で品質を確保し、後工程の作業者が

変わっても平準化を可能とするための考え方です。一個流しができていない場合

は、部品、製品を製造するために必要となる規模見積りの基準（タクトタイムや

サイクルタイム）が計れなくなる等、後工程に不良品質を送らないための予防（個々

の部品、製品の品質を確保するためのテスト等）がしづらくなります。

（４）一列待ち

作業が不規則に発生する場合、作業者に等配分して処理するよりも一列にして

先頭から処理するほうが、納期が短くなるという待ち行列理論に基づき、作業を

ストア内（作業指示の保管場所のこと）に一列待ちキューとして管理する仕組み

です。

２．２．１７ 正味作業と付帯作業の分類基準

正味作業とは、付加価値として顧客に対価を請求できる作業です。付帯作業は

正味作業を行うために必要な作業で、会議はその１例です。NPS活動では、この

付帯作業をムダ取りとして削減することを目指しています。

２．３ 活用しているツール、技法

ホワイトカラーの業務は「見えない」、「管理できない」という視点に立って、

FSTではツールづくりと運用を行っています。また FSTでいう管理は、一般的に

言われている管理とは少し違っています。

例えば、ホワイトカラーの改善目標や進捗状況を紙に書いて壁に貼ることによ

り、見える化し現場の異常検知を実現しています。普通紙を壁に貼るときに使う

「はってはがせるスティックのり」も効果的なツールとして活用しています。

２．４ 人材育成

FSTでは組織の文化・風土の形成を目的とした「KAIZEN塾」における教育の他、

組織の技術・知識領域の形成を目的とした「業務ノウハウ」、「ITスキル」、「基本

的な仕事のやり方」を教育する全社教育があります。

３．学ぶべき点

FSTの事例は、改善を継続するために、改善を実践する人の育成に着目し、改

善活動の定着化に対する１つの答えです。プロセス改善を推進できる組織の構築

を目指す上で、少なからず参考となるでしょう。

また、プロセスモデルを組織の改善活動に当てはめてのモデルベースでの改善

手法ではなく、改善のための人材を育成し、現場にあった問題解決に集中しよう

とする姿勢は、現場の理解を得やすく、やらされ感が少ないのも良いことでしょ

う。
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独立行政法人 宇宙航空研究開発機構（JAXA）

SW IV&Vと SQAの組み合わせにより、信頼性の高いソフトウェア構築を実施してい

る、宇宙航空研究開発機構（JAXA）を取り上げます。

SQAは開発部門から独立した組織が、開発プロセス規定に則って成果物が作成された

ことを保証する活動です。一方 SW IV&Vは、開発部門から独立した組織が、成果物の安

全および品質（記述内容の論理性、一貫性、妥当性等）の検証および妥当性確認を行うた

めの技術および枠組みです。

SW IV&V活動は、アメリカのNASAが１９９３年から実施しています。JAXAでは１９９６年、

NASAとの宇宙ステーション共同開発でNASAから要請があり、はじめて実施しました。

その後、１９９８年より JAXA内の他のプロジェクト（例：人工衛星、ロケット等）にも展開

がはじまりました。

JAXAにおける SW IV&V担当者（実施者）は１０名弱（外部支援含む）であり、衛星開

発、ロケット開発、宇宙ステーション開発プロジェクトのソフトウェア開発上の成果物を

技術的側面から論理性、一貫性、妥当性を検証しており、非常に過酷な業務となっていま

す。ちなみに、ご本家 NASAでは１５０人の SW IV&V専門家と米国内各宇宙センター等

（例：ケネディ宇宙センター、等）に常駐する SW IV&V技術者が数１００名規模で存在し

ています。

現在 JAXAでは、上記実用衛星関連だけではなく、研究プロジェクトの一部にも SW

IV&Vの適用を試行するところまできています。費用・技術面を考えると、業種によって

はこれらすべてを実装・展開することは不可能な場合もありますが、それぞれの組織で活

用できそうな事項を積極的に利用されることをお勧めします。

キーワード
・IV&V

Independent Verification and Validation（独立検証および妥当性確認）

開発とは独立した機関や組織が検証および妥当性確認を実施する「方法」「体制」「枠組

み」。ソフトウェアに焦点をあてた IV&Vを SW IV&Vと呼ぶ

・SQA :

Software Quality Assurance（ソフトウェア品質保証）

・高信頼性

・モデル検証

・形式記述

厳密であいまいさのない規則を用いた記述言語による仕様記述(JIS X ７００１参照）

・EM/PFM

PFMはProto Flight Model の略で，実際に飛翔する人工衛星あるいはその搭載機器の

ことを作る前に試験的に作る衛星あるいはその搭載機器のことをいう。その前にEM(En-

gineering Model)を作って基礎的な試験をすることもある

・MISRA－C

Guidelines for the use of C language in critical systemsで、当初は自動車向

けに作られたコーディング標準であり、他の高信頼性が必要な領域にも適用が広がって

いる

■独立行政法人 宇宙航空研究開発機構

(本書で用いる略称：JAXA）

●ビジネスゴール

ビジネスゴールは、国際協力に基づく高

信頼性・高安全性システムの提供です。

SW開発を含む全体の目標を、JAXA

としての平成１８年度の方針として次に示

します。

『平成１８年度においては、予定されたロ

ケット・衛星の打上げを確実に成功させ、

信頼性の確立に一層努めることはもとよ

り、現中期目標期間が残すところあと２

年となったことから、宇宙航空に関する

科学の発展と技術基盤の拡充に努める等、

中期計画の確実な達成に向け業務を遂行

するとともに、管理業務改革を促進し一

層の効率的経営に努めることとする。ま

た、第３期科学技術基本計画に基づき新

たに実施すべき事業の検討や、アジア太

平洋地域との連携強化等、次期中期計画

に向けた取組みを図る。さらには、国民

の理解が一層得られるよう情報発信やコ

ミュニケーションの充実を図ることによっ

て、社会からの信頼の維持・向上を目指す。』

原文は http : //www.jaxa.jp/missions

/plan/pdf／１８th－year_plan.pdf。

●製品・サービスの概要

製品・サービスの領域としては、

・ロケット・輸送システム

H－IIA、H－IIB、HTV＊等

・人工衛星・探査機

地球観測、通信・測位・技術試験、月・

惑星探査、天文観測等

・国際宇宙ステーション・有人宇宙開発

究究極極のの高高品品質質ソソフフトトウウェェアア開開発発ププロロセセススをを目目指指ししてて
～ソフトウェア独立検証および妥当性確認 Software IV&V～事事例例３３
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１．プロセス改善活動の背景

１．１ 改善方針

改善方針は、次のとおりです。

失敗のないソフトウェア開発組織

１．２ 達成目標

宇宙関係の開発でも、「コスト低減」「開発期間短縮」は必須です。これを達成

するために、以下の具体的活動を実施しています。

① 実施すべき事柄の明確化

暗黙知を形式知にします。

② 個人のノウハウのプロセスへのリンク

失敗事例等、個人に集積しがちな知識を外在化させ、開発プロセスの中に組み

込みます。欧州宇宙開発機構(ESA)が失敗事例をデータベースに収集し、細かく更

新しています。JAXAとしてこの方式の活用を検討しています。

③ プロセス性能の向上

JAXA全体として開発工程能力の向上を進めます。種々の新しい手法・技術・ツー

ルを、定量的な評価に基づき選択し、開発プロセスに組み込み、プロセス性能を

向上させていきます。

ほとんどが委託開発であることから、委託先でのプロセス改善を推進する必要

があります。

１．３ プロセス改善推進体制、SW IV&V推進体制

図１に示しますが、推進の中心的組織は情報・計算工学センターです。実際の

開発プロセスの中で安全・ミッション保証室、安全・信頼性推進部、有人システ

ム安全・ミッション保証室（宇宙ステーションは特別）と協力して、品質・信頼

性の確認等を実施していきます。

国際宇宙ステーション(ISS)、スペース

シャトル等

・宇宙科学研究

天文研究、惑星科学、大気・宇宙プラズ

マ、宇宙情報システム工学等

・宇宙航空基盤技術研究

宇宙機技術研究（将来の宇宙機技術研究、

人工衛星技術、…）等

・航空プログラム（Aviation Program）＊＊

将来の航空機技術、安全技術、環境技術

等

＊H－IIA、H－IIBは、国産のN－１、N－２、

H－I、H－II ロケットの後継ロケット。

HTVは、「宇宙ステーション補給機(H

－II Transfer Vehicle）」。
＊＊航空プログラムとは、宇宙・航空機およ

びその構成要素に関わる研究開発、試験、

施設設備運用および計算・解析を指す。

このプログラムはソフトウェア用語では

なく一般用語。

●製品・サービス製品の特徴

常温常圧ではない環境での挙動の保証（動

作してはいけない機能と動作しなければ

いけない機能、故障許容性の明確化、）、

自動化・自律化の実現、および組み込み

ソフトウェアであるという特徴がありま

す。

原文は http : //www.jaxa.jp/missions

/index_j.html

●４つの主要領域

① 人工衛星

・組込み系ソフト：姿勢制御（バス系）、

データ処理系、ミッション系＊＊＊、スター

トラッカ(Star Tracker)/GPSR、センサ

系

・Fail Safe から Fail Operative

・FDIR : Failure Detection Isolation

and Recovery

・書き換え可能（バージョンアップ）

・放射能の影響

・言語：アセンブリ／C
＊＊＊ミッション系は、衛星に搭載する機器で、

衛星の打ち上げ目的である各種実験ある

いは運用を行う構成要素。バス系は、衛

星に搭載するミッション機器に電源を供

給し、地上と交信を行う等の、衛星の基

本的な機能を有する構成要素。

② 宇宙ステーション

・管制システム、マニュピュレータ、実験

装置

・２故障でも安全に！ 高い安全要求

・コマンド、データ、処理の独立性

・複雑で膨大なFDIR（Failure Detection

Isolation and Recovery）

・システム構成に人間要素（クルー）を組

込む

・言語：C/Ada

③ ロケット

・航行誘導制御系

・高信頼性／多数決

・ハードリアルタイム

・言語：アセンブリ／C

④ 地上管制システム

・管制システム

・安全性

URL http : //www.jaxa.jp/
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出典：JAXA

図１ JAXAのソフトウェア開発体制

プロセス改善の推進は、３名が担当しています。内訳は、プロセス改善全般担

当１名、SW IV&Vを兼ねたプロセス改善担当が２名です。

プロセス改善的体制としては、部門ごと／プロジェクトごとに推進担当者を置

くということはなく、上記３名が必要に応じてプロジェクトと直接話し合いを持

ち、個々のプロジェクトでの改善活動を推進しています。プロセス改善の対象組

織としては、JAXA内部はもちろん、委託先も含まれています。複数の委託先が一

同に会した改善検討会のような活動もはじまっています。

SW IV&Vの推進体制も上記プロセス改善推進体制と同じように、部門ごと／プ

ロジェクトごとに推進担当者を置くということはなく、人員はプロセス改善推進

と兼務２名に加えて、専任担当者７～８名（外部含む）で実施しています。

１．４ プロセス改善対象、SW IV&V対象組織

JAXA全体が対象ですが、先行・先端・萠芽的研究は除いています。

１．５ 改善活動の経緯

SW IV&V活動は、１９９６年 NASAとの宇宙ステーション共同開発の取り組みに際

し、その実施が NASAから義務付けられ、活動を開始しました。それ以降１９９８年

からはロケット、人工衛星の開発への JAXA内での横展開がはじまり、１９９８年の

H―Ⅱ A事故を期に、より強固な SW IV&Vの体制が確立しました。また欧州宇宙

開発機構で利用されている SPICE for Space（S４S）という ISO/IEC１５５０４に基づ

いたアセスメントモデルには、SW IV&V関係のプラクティスが含まれているので、

JAXAとしてもプロセス改善とSW IV&Vを融合させて推進していく必要があります。

モデルに基づいたプロセス改善への取り組みの歴史は新しく、２００２年頃からの

実施です。標準類（STD ―２４／NDC１―９―１等）、プロセスの課題、CMMによる

ギャップ分析結果と ISO/IEC１２２０７、SPICE for Space、SA―CMM等を参考にし

た統合プロセスの検討・実装を行っています。

組織文化的な特徴としては、前身が国の機関であり、また対象ドメインが、簡

単に手が届かない宇宙空間という特性からか、「壊れないものを作り上げるために

はなんでもする」「決められた方法をきっちり守る」という精神力があります。た

だし、現在では JAXAの規模は拡大し、分業化、委託先との協業が進みその精神力

も次第に薄まりつつあるようです。

１．６ 主要な課題と改善の焦点

「より効率的な SW IV&Vプロセスの実施」「SW IV&Vを含めた開発プロセス

全体の明確化」に焦点をあてています。つまり開発者のスキル、プロジェクトの

難易度を考慮した、もっとも効率的な SW IV&Vのプロセスを決定する枠組みがで

きています。この枠組みにより開発プロセス上で、開発側と SW IV&V側との相互

作用点とその深さが明確になります。JAXAではこの枠組みをさらに効率的にする

ために、詳細化・具体化する部分、一般化する部分、等々の見極めとその実施を

行っています。
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１．７ SW IV&Vでの顕在化した改善効果

定性的な効果の例としては、以下のような項目があります。

① 技術的欠陥の抽出

・通常の試験技術では発見が困難な上流工程の欠陥（開発担当者の思い違い等に

より混入したシステム挙動の矛盾や重要機能の欠落等）の発見の可能性。とく

に、システム欠陥、異常・故障時の動作不成立等を発見。

・主開発プロセスにおいて未導入の新規検証技術（モデル検査、フォールトイン

ジェクションによる網羅試験等）により、複雑な欠陥を点検可能。

・コードレベルでは、故障耐性不足（エラー処理等）、タイミング競合等の問題が

解析により発見可能。

② 開発作業品質の向上

・ピアレビューと同様で、「他人が成果物を見る・検証する」ということで、開発

担当者へ「ちゃんと作ろう」という気持ちを与える。これは重要な最初の一歩。

・IV&Vにより発見された問題が引き金となり、開発担当者による自己点検の観点

に取り込まれ、他の重要課題の抽出に繋がる。

・開発組織、対象製品の特性に合わせて、重要な工程、観点に焦点をあてた検証

を行うことができ、信頼性向上のための効率的コスト配分の実現が可能。

・新規技術を IV&V技術として実証（シャドウプロセス）を進め、開発プロセスの

飛躍的ステップアップに貢献（基礎体力としての信頼性向上、品質向上）。

③ 管理者への品質の可視化

・管理者に対して、客観的な立場での製品の評価報告を実施することにより、経

営判断への重要な入力。

２．ベストプラクティス

２．１ 参照モデル上でのカバレッジ

① 当該ベストプラクティスに対応する ISO/IEC１５５０４第５部のプロセス

・システム要求事項分析（ENG．２ System requirements analysis）

・品質保証（SUP．１ Quality assurance）

・検証（SUP．２ Verification）

・妥当性確認（SUP．３ Validation）

② 当該ベストプラクティスに対応するCMMI のプロセス領域

・要件開発（RD : Requirements Development）

・技術解（TS : Technical Solution）

・プロセスと成果物の品質保証（PPQA : Process and Product Quality Assurance）

・検証（VER : Verification）

・妥当性確認（VAL : Validation）

③ 当該ベストプラクティスに対応する共通フレーム２００７のプロセス／アクティビティ

・開発プロセス／システム要件定義

・検証プロセス

・妥当性確認プロセス

２．２ プラクティスの説明

２．２．１ 概要

JAXAで実施している SW IV&V活動について、開発者・評価者および技術支援

者の視点に基づいた説明をします。これまでにも述べたように JAXAでは、大規模

で複雑なシステム（ロケット、衛星、宇宙ステーション）を開発しています。費

用・人命という視点から、いかに効率よく、信頼性が高く、安全なシステムを作

るかに１つの焦点があてられ、そこには国の威信がかかっています。そのため、

Independent Verification and Validation（IV&V）という開発組織とはまったく独

立した組織が「検証および妥当性確認」を行う仕組みを作り、実践しています。

２．２．２ SW IV&Vとは

SW IV&Vは、米国 NASAで１９９３年より本格的に実施された、ソフトウェアに対

して最高の安全性・良好な費用効果を達成するために、開発とは独立した機関や

組織が検証および妥当性確認を実施する「方法」「体制」「枠組み」を表していま

す。また、SW IV&Vはソフトウェア製品の正しさ（妥当性確認）および品質（検

証）を、ソフトウェア開発ライフサイクル中で評価するために厳密な方法を用い
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IV&V

/るシステム工学プロセスです。そして、ソフトウェアライフサイクル全体を通じ

てソフトウェア製品の品質・正確さを評価する厳格な手法を利用します。

SW IV&Vの特徴としては、以下の３点が挙げられます(http : //www.ivv.nasa.

gov/ivvservices/whativv.php参照）。

① リスク特定・リスク対応技法を含む

② 検証と妥当性確認に対して、独立した評価・査定を提供する（検証組織が開発

組織とは独自に検証技術を開発・獲得する）。

・検証

正しく製品を構築しているか？ 検証はソフトウェアの開発サイクルでの各フェー

ズで確立している（フェーズに対する）要求を満たしているか否かを決定するプ

ロセスです。

・妥当性確認

正しい製品を構築しているか？ 妥当性確認はソフトウェアの開発サイクル全

体を通じて、ソフトウェア製品が使命と顧客ニーズを満たしているかを評価する

ことです。

③ 開発組織に対して、リスク特定・対応策、品質・安全性の向上、適時性・信頼

性の改良、手戻りの低減という事項に対する支援を実現する

また独立性（IV&Vの I）について、IEEE１０１２ Software Verification and Vali-

dation－Descriptionでは、技術的独立、管理的独立、財政的独立の３つ視点で規定

しています。

① 技術的独立

開発プロセスや製品の査定をする SW IV&V担当者の専門技術は、開発者のそれ

とは独立です。

② 管理的独立

SW IV&V実施工数はシステム実装に責任を持つ組織から分離されていることが

要求されます。SW IV&Vは、解析・テストするソフトウェアおよびシステムのセ

グメント（部分）を独立して選択し、SW IV&V手法を選定し、IV&V実施スケジュー

ルを立案し、取り組むべき特定の技術課題・問題を選択します。

③ 財政的独立

SW IV&Vは、開発組織より別で上位（通常は本社組織等）の組織から資金提供

（予算立案）されるべきものです。通常の開発プロジェクトは SW IV&Vサービス

を受けたことに対して、費用を支払います。

JAXAでは、上記②、③の独立性が維持される組織体制になっています。また、

上記①「技術の独立性」に則って、図２のような SW IV&Vプロセスを構築し、新

規検証技術・手法の研究、プロジェクトへの SW IV&Vサービスの提供、検証手法

の評価のサイクルを回しています。

２．２．３ SW IV&Vへの取り組み理由

ソフトウェアの高信頼化を開発プロセス上で実現するために、１９９６年に NASA

との宇宙ステーション共同開発で、NASAからの要請があり、JAXAで初めて IV

&Vが取り入れられました。それ以降１９９８年からはロケット、人工衛星の開発にも

適用しています。

出典：JAXA

図２ JAXA SW IV&V 独立性

第３章 ベストプラクティス編 事例３：究極の高品質ソフトウェア開発プロセスをめざして

６２ ６３



２．２．４ SW IV&Vの推進方法

前述の様に、最初は１９９６年 NASAとの宇宙ステーション共同開発で NASAから

要請があり、SW IV&V担当者２名（宇宙ステーション専用）で開始しました。NASA

の SW IV&Vの作業内容を参考にして、JAXAでの実施内容を検討しましたが、「設

計レビュー」「コード検査」という一般的なことが多く、それを第三者が実施する

ことに“どのような特別な意味”があるのかという疑問を当時感じました。また、

NASAの SW IV&Vは開発プロセス全体と整合された SW IV&Vプロセスは構築さ

れておらず、個別検証作業項目の羅列のような状態で、そのような状況の中、NASA

との協力、学会等の調査（例：ICSE京都、等）を経て、２０００年には現在のような

検証メニューの体系化が完了しています。

２０００年当時は、既に対象は宇宙ステーションだけではなく、ロケット・人工衛

星にも広がっていましたが、専任担当者は相変らず２名のままでした。それ以降、

新しい技術を選択的に取り入れながら、継続的に検証メニューの改善を実施し、

現在の体制は１０名前後（外部支援含む）となっています。

JAXAのプロジェクトへの SW IV&V推進方法としては、「プロジェクトの理解

を得る」「プロジェクトの方々に SW IV&Vの利点を感じていただく」ということ

を基本としており、６割程度のプロジェクトに対して SW IV&Vサービスを提供し

ています。ただし、担当者の不足ですべての要望に応えることができているわけ

ではありません。

２．２．５ SW IV&V高品質ソフトウェアのための組織体制

JAXAでのソフトウェア開発は企業への開発委託によって実施しています。委託

会社は、人工衛星２社、宇宙ステーション７社、ロケット２社が代表的な主契約

会社です。主契約会社～２次契約会社の関係は平均的には１～５ぐらいとなって

います。委託内容は機能システム全体の開発委託の形態であり、ソフトウェア単

体での開発委託の割合は非常に低くなります。

JAXA内部には開発チーム（プロジェクト推進部門）とは独立した SQA ／ SW

IV&Vがあり、各主委託会社内でも同様の体制確立（SQA ／V&V）が原則必須になっ

ています。JAXA自身は主委託会社の体制確認は実施しますが、２次契約会社での

◆そもそも、NASAはなぜ IV&Vをはじめた？◆

①１９９６年以前、NASAは V&V体制、つまり開発組織で Verification/Validation

作業実施体制を確立しており、それなりの効果も上げていた。しかし、１９８７

年のスペースシャトル（チャレンジャー号）の爆破事故が発生し、原因究明

が強力な体制で実施された。最終的な真の原因は固体ロケットブースター

（SRB）のオーリングの不具合※
で、ソフトウェアの不具合ではありませんで

した。

しかし、原因究明の過程でソフトウェア成果物についても専門家による再

チェックが実施され、膨大な数の不具合（候補）が発見され、それらの中に

はシャトル運用に甚大な被害をもたらす可能性のあるものも多く含まれてい

ました。ロジャー委員会のソフトウェア部会報告書にあるように、これらソ

フトウェア不具合（候補）の中には「第三者がチェックすることで事前に取

り除ける不具合」もたくさんあり、このことから、NASAでは IV&Vという検

証プロセス確立に向けた作業が進められました。

※シャトルのSRBはいくつかのセグメントをつないで作られており、そのつなぎ目
にゴム製のOリングと呼ばれるもので密着させています。そのゴムが当時の寒波
による異常低温で弾性を失い内部の圧力を遮蔽できなくなりそこから炎が漏れ、
その炎によって外部燃料タンクが爆発したとことです。http : //history.nasa.
gov/rogersrep／５１lcover.htmに詳細な報告があります。また、http : //sun-
nyday.mit.edu/accidents/index.htmlにNASAの宇宙事故等に関する情報が
あります。

② 「人の死に至ったあの飛行の安全性を損なう潜在的な危険を指摘していた

エンジニアが何人もいたにもかかわらず、スケジュール通りに打ち上げを行

うというプレッシャーのかかった管理者は、彼らの訴えを却下していたので

す。」というお話もあるようです（ピート・マクブリーン：ソフトウェア職人

気質，P．３９，ピアソン・エデュケーション，２００２年より）。
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*1:
FDIR

*2:

*1

V&Vの実装状況は、主委託会社が管理していることを前提に、直接 JAXAが関与

することはありません。JAXAの SQA/SW IV&Vと委託先の SQA ／ V&Vがそれぞ

れ協力をして、検証・妥当性確認作業を実施しています。

SQAは開発部門から独立した組織が、所定の開発プロセスに則って成果物が作

成されたことを保証する活動です(＝検証）。一方 SW IV&Vは、開発部門から独立

した組織が、成果物の安全および品質（記述内容の論理性、一貫性、妥当性等）

を検証する活動です。次節で述べる検証実施項目の詳細が規定されています。

JAXAにおける SW IV&V担当者（実施者）は、衛星開発、ロケット開発、宇宙

ステーション開発プロジェクトの SW開発上の成果物を技術的側面から論理性、

一貫性、妥当性を検証しています。

図１で示している情報・計算工学センターの役割は、

・民間 IT技術の宇宙開発への適用 ・SW IV&V技術

・SW工学の新技術獲得 ・プロセス改善

・SW基盤技術獲得 ・標準類の整備

となっており、SPI（ソフトウェアプロセス改善）推進、SW IV&V推進の他に SW

工学分野の技術開発・技術獲得も行っています。

２．２．６ SW IV&V開発工程上の実施事項

まず、開発プロセス上での実施事項の概要を図３に示します。

SW IV&Vでは開発プロセス上の成果物（例：設計書、コード、等々）に対して、

プロジェクトの特徴に応じて、そのやり方（厳格さ、詳細さ等）を調整しながら、

検証・妥当性確認を実施します（図４）。JAXAでは EM/PFMという実機モデルで

の検証をしていますが、そのモデルを使ってソフトウェア関連機能の検証できる

部分はハードウェアとの整合性等、非常に限定されています。このような中、高

品質・高安全性ソフトウェアを実現するため、仕様自体の一貫性や完全性の検証、

また仕様と各工程での成果物の検証を着実に実施するための体制および開発プロ

セスが存在しています。その中心が SW IV&Vなのです。

次に SW IV&V実施項目を決定する具体的な方法を示します。開発フェーズごと

に実施すべき項目、実施が好ましい項目を大まかに決定します。プロジェクトの

出典：JAXA

図３ 開発工程とSW IV&V

出典：JAXA

図４ 開発プロセスとSW IV&V
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特徴によって実際に実施すべき解析項目とその実施レベル（手順）を調整します。

手法選択とそのレベル設定の概要を図５に示します。例えば、完全性・一貫性解

析という手法を例にとると、軽レベルではチェックリストの活用となりますが、

重レベルではモデル化・モデル検査からシミュレーションの活用となります。

手順レベルで調整の例として、「コーディングに対する SW IV&V」では、以下

のようなレベル分けによって手順が変わってくることになります。

① レベル－軽（Light）

開発側で、標準解析ツールを使用してコードチェックして、その結果を SW IV

&V担当者に報告。当該担当者はその報告をチェックし、不足・疑問等を指摘します。

② レベル－重（Full set）

コードを SW IV&V担当者に提供。当該担当者は、複数のツール・複数の視点か

らコードチェックを実施し、その結果を分析し、修正箇所・疑問等を指摘します。

なお、レベルは非常に細かく分けており、多いものになると数十にもなります。

出典：JAXA

図５ 検証手法とその達成度選択

２．２．７ SW IV&Vの費用

SW IV&Vへの取り組みにかかった費用は、非常に興味のあるところですが、個々

の額は公表されていません。ただし、NASAからガイドラインが公表されおり、ソ

フトウェア開発費の１０％が SW IV&Vの標準的な費用とされています。

JAXAでの状況は、そのガイドラインに対して格段に少なく、また、新しい検証

技術獲得の経費は研究開発予算を確保しており、個々のプロジェクトからの提供

は行っていません。

２．３ 活用しているツール・技法

JAXAで SW IV&Vのために使用しているツールには、

・各種シミュレータ（Matlab、…）

・テストケース生成

・静的コード解析（MISRA－C）等

・モデル作成／モデル検証ツール等

等があり、JAXA内部で様々な改良を行っています。

手法・技法としては、主要なものとして、表１に記載したように２３種類ほどあ

ります。

また開発プロセスを規定する標準書としては、

・搭載ソフトウェア品質保証プログラム標準（JMR－００９A），平成１６年１０月１日，

A改訂

・プロセス定義文書目次（NDC－１－９－１）

・ソフトウェア設計基準（JERG－０－０２６），平成１６年４月１日，（NDC－１－９－１）

・標準プロセス（案）

等があり、さらなる改良・拡充作業を予定しています。

第３章 ベストプラクティス編 事例３：究極の高品質ソフトウェア開発プロセスをめざして

６８ ６９



２．４ 人材育成

SW IV&V担当者を育成する組織的な活動はこれまでなく、要望に応じて現場の

技術者に SW IV&Vトレーニング（OJT）を実施等、個々の状況の中でOJTをして

いました。今後は、組織的に SW IV&V専門家育成ができるようなシステムにして

いくことが予定されつつあります。

具体的には、下記の取り組みです。

・開発者のスキル標準の制定

・SW IV&Vスキル要件の検討（NASA、欧州との共通化を目指す）

・教育プログラムの共有化（NASA、欧州、大学）

・大学・研究機関との協調（NASAでは、米国の２０大学と協調関係を構築。JAXA

では、奈良先端科学技術大学院大学、大阪大学等との協調を進めています）

３．学ぶべき点

SW IV&Vを適用するか、しないかを判断するための定量的・一般的基準はない

ようです。JAXAでは、「製品がユーザにリスクを与える」ものを開発している場

合には SW IV&Vは効果があると考えています。例えば医療機器関係、運輸関係

（車・列車・飛行機）、社会インフラ関係（金融、電気、ガス、水、通信…）のシ

ステム開発では、この事例が参考になると考えます。

参考文献

ピート・マクブリーン：ソフトウェア職人気質，P．３９，ピアソン・エデュケーショ

ン，２００２年

表１ 検証手法と工程
（凡例 ○：フェーズで活用が推奨される手法 △：開発進捗状況により活用が推奨される手法）

工 程

解析評価手法名

要
求
分
析

基
本
設
計

詳
細
設
計

コ
ー
デ
ィ
ン

グ 結
合
試
験

総
合
試
験

実
地
検
証

運
用

１ モード遷移解析 ○ ○ ○ ○

２ 完全性解析 ○ ○ ○ ○

３ ノミナルシミュレーション ○ ○ ○

４ FDIR（１故障時）網羅性解析 ○ ○ ○ ○

５ ソフトウェア逸脱解析 ○ ○ ○ ○

６ 単一故障シミュレーション ○ ○ ○ ○

７ FDIR階層分析 ○ ○ ○ ○

８ 複数 FDIR並列実行解析 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

９ 安全モード遷移解析(FMEA, FTA) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

１０ 二重故障シミュレーション ○ ○ ○

１１ HAZOP（Hazard andOperabil-
ity）解析

○ ○ ○

１２ 一貫性解析 ○ ○ ○

１３ 共有変数解析 ○ ○

１４ コードクローン解析 ○ ○

１５ 階層モデルによる事故事例解析 △ △ △ △ △ △ △

１６ 自然言語仕様によるモデルの自動
生成

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

１７ トレーサビリティ解析 ○ ○ ○ ○ ○

１８ リーチャビリティ解析 ○ ○ ○ ○

１９ 運用制約識別 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

２０ インタフェイス解析 ○ ○ ○ ○

２１ タイミング解析 ○ ○ ○

２２ 二重故障安全網羅テストケース解
析

△ ○ ○ ○ ○

２３ 姿勢制御系搭載ソフトウェアチェッ
クリスト

○ ○ ○ ○ ○
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株式会社ジャステック

ジャステックは、ソフトウェア開発の生産管理システム「ACTUM」を構築し、プロセ

ス改善を前提とした生産性原理の具現化（生産性向上度合を評価し社員の給与へ反映する

こと、および生産性向上度合を評価し価格へ反映すること）を図り、見積りからプロジェ

クト管理まで一貫した指標（開発量、生産性および環境変数）を持ち、プロセス改善の

「計る化（定量化）」を目指しています。

ジャステックのプロセス改善事例は、開発量（生産物量）および生産性に関わる開発環

境の違いや品質要求の多寡による変動を吸収する「環境変数」を使用して、リスク低減お

よびコスト低減を可能としています。

環境変数を使用して、ジャステック独自の考え方に基づいた予実差異分析を行うことで、

開発局面ごとのプロセス改善機会の創出を促しています。また、環境変数の差異を分析し

て改善策を導き出すとともに、改善策を講じた結果どの程度の改善効果があったかを改善

率として算出しています。

組織プロセス改善として開発部門の各階層（部門、課、チーム）ごとに環境変数を統計

処理し変動幅の是正や安定性の確保に取り組んでいます。

ジャステックでは、創業以来、個人および集団の定量的なパフォーマンス評価（生産性、

品質）に基づく能力主義を標榜し、その精錬に挑戦しています。技術者の生産性について

は、顧客の特質やプロジェクトの特性に左右されないように、環境変数を使用して評価値

の補正を行い、生産管理システム「ACTUM」と評価システムとを連動させて、相互の運

用精度を高めています。

また、顧客に提示する見積価格に関しては、ジャステックで設定した外部環境変数を顧

客に公開し、調整を行うことで、リスク低減や価格低減の機会を創出しています。

さらに、組織マネジメントの観点からは、開発部門を中心に全社的なプロセス改善の支

援体制を整え、経営者によるマネジメントレビューで承認された組織プロセス改善目標を

予算化（年度ごとに全部門合計で約１３０の改善に関わる指標を持つ）し、達成度合を監視

しています。

キーワード
・開発計画

・定量的管理

・見える化

・計る化

・生産物量環境変数

基準生産物量に対して品質要求の多寡による変動を吸収する変数

・生産性環境変数

基準生産性に対して開発環境の違いや品質要求の多寡による変動を吸収する変数

・ACTUM

ジャステックで開発されたソフトウェア開発の生産管理システム

■株式会社ジャステック

●経営理念

①生産性原理の導入を図る。つまり生産性

向上度合を評価し社員の給与へ反映する

こと、および生産性向上度合を評価し価

格へ反映することである。

②独立系のソフトウェアハウスとしてソフ

トウェア開発・販売専業を堅持する。と

くに、開発関連業務の多角化ではなく、

開発分野の総合化と流通化を図る。

②知識集約産業であるシステムインテグレー

タとしてのあるべき姿を、物真似せず独

自に追及し情報社会に貢献する。

●製品・サービス概要

・ソフトウェア開発

業務系・情報系ビジネスオートメーショ

ン、プロセスオートメーション、基本ソ

フト等。

・システム販売

ソフトウェア生産管理システム、画像・

映像類似検索パッケージ等。

・仕入商品販売

顧客との共同開発パッケージ（SAINTS、

DBIR、MUSE等）、販売提携パッケージ、

導入コンサルテーション、カスタマイズ、

アドオン開発等。

・その他

これまでに蓄積した開発技術および開発

管理技術のシステム構築への適用コンサ

ルテーション、情報システムの企画提案

および要件定義に関するコンサルテーショ

ン、ならびに米国子会社を中心とした世

界に通用するパッケージ（画像・映像類

似検索パッケージ：仏 `LTU Technolo-

gies' 社の全株式取得済）の開発と販売。

URL http : //www.jastec.co.jp/

生生産産性性原原理理をを具具現現化化すするるププロロセセスス改改善善
～生産管理システム「ACTUM」の活用～事事例例４４
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１．プロセス改善活動の背景

１．１ 改善方針

ジャステックでは、見積りからプロジェクト管理まで一貫した指標（開発量、

生産性および環境変数）を持ち、プロセス改善の「計る化」を目指します。

１．２ 達成目標

本書で紹介するプロセス改善は、開発量（生産物量）および生産性に関わる開

発環境の違いや品質要求の多寡による変動を吸収する「環境変数」を使用したリ

スクおよびコストの低減を目的としています。

１．３ プロセス改善推進体制

ソフトウェア開発に関わるプロセス改善は、製造本部長のプロセス改善方針に

基づき製造部長および製造課長が中心的な役割を担います。また、製造本部管轄

の製造統括部および製造本部管轄外の品質／環境委員会、検査課、技術課、教育

課、監査委員会は、プロセス改善推進を支援する役割として位置づけています（図

１）。各組織の役割に関しては「２．２．７ 支援環境と支援体制」で紹介します。

１．４ 改善活動の経緯

ジャステックでは、創業以来、労働集約型ではなく知識集約型のソフトウェア

開発専業企業を標榜してきました。ソフトウェア開発における生産管理の取り組

みは、労働集約型の派遣契約ではソフトウェア開発の生産性向上の努力を社員も

経営者もしなくなる、といった危機感からジャステック独自のソフトウェア開発

における生産管理への取り組みがはじまりました。

１９８３年に労働者派遣法成立の機運が高まる一方で、脱マンパワーリースを率先

垂範すべく、創業以来培ってきたプロジェクトマネジメント技術を集大成し、ソ

フトウェア開発の生産管理システム「ACTUM」を構築しました。

生産管理システムの導入はプロセス改善を前提とした生産性原理の具現化を促

しました。そして、見積りと連携した開発計画および出来高管理の定量化は、「見

える化」にとどまらず「計る化」を標榜したプロセス改善の第一歩でした。

さらに、１９９６年には独自の生産管理システムを基軸に、品質保証の国際標準で

ある ISO９００１を取り入れ組織レベルでの規程を整備し、運用を徹底しました。２００２

年１月に SEI（ソフトウエアエンジニアリング研究所）から、ソフトウェアプロセ

ス改善の国際標準的なモデルである CMMI（能力成熟度モデル統合）「V１．１」が、

公開評価版として発表されました。CMMI レベル５は、ジャステックの生産管理

システムのコンセプトと符合することを知り、CMMI レベル５（２００３年「CMMI

－SE/SW/IPPD/SS Version１．１連続表現」にて達成）を融合した独創的なプロセ

ス改善体系を確立し、運用の徹底を図り、今日に至っています。

１．５ 主要な課題と改善のフォーカス

ジャステックでは CMMI レベル５（V１．１）の達成に引き続き、CMMI レベル

５（V１．２）の達成を目指し、全部門（営業部門含め）において約１３０の改善指標の

導入を図る等、全社的な取り組みを実践しています。

とくに、開発部門（製造本部）では、品質系およびコスト系へのプロジェクト

図１ 製造本部を中心としたプロセス改善推進体制
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定量分析・測定・監視にフォーカスし、新たな定量的な生産管理を基軸としたプ

ロセス改善の挑戦がはじまっています。

そのプロジェクト定量分析運用フローの概要を図２に示します。

図２ プロジェクト定量分析運用フロー

１．６ 顕在化した改善効果

ジャステック独自でのソフトウェア開発の生産管理を基軸にしたプロセス改善

の取り組みは、結果として業界屈指の高収益の達成を可能とした（過去３ヵ年平

均の単独売上高経常利益率１７．５％）。また、プロセス改善等の取り組み、および健

全経営の評価を得て、平成１６年度情報化促進貢献企業として経済産業大臣賞を受

賞しています。

２．ベストプラクティス

２．１ 参照モデル上でのカバレッジ

① 当該ベストプラクティスに対する ISO/IEC１５５０４第５部のプロセス

・プロジェクト管理（MAN．３ Project management）

・リスク管理（MAN．５ Risk management）

・測定（MAN．６ Measurement）

② 当該ベストプラクティスに対応するCMMI のプロセス領域

・プロジェクト計画策定（PP : Project Planning）

・プロジェクトの監視と制御（PMC : Project Monitoring and Control）

・測定と分析（MA : Measurement and Analysis）

・統合プロジェクト管理（IPM : Integrated Project Management）

・リスク管理（RSKM : Risk Management）

・組織プロセス実績（OPP : Organizational Process Performance）

③ 当該ベストプラクティスに対応する共通フレーム２００７のプロセス／アクティビティ

・開発プロセス／システム要件定義

・保守プロセス

・管理プロセス

２．２ プラクティスの説明

２．２．１ プロセス改善に関わる指標

ジャステックでは、年度ごとに下記（①～⑧）のプロセス改善への契機から発

生するプロセス改善実績を収集・分析し、経営者によるマネジメントレビューを

通して各部門の改善項目および指標値を設定しています。

① 経営者によるマネジメントレビュー

② ISO９００１定期検査

③ CMMI レベル５の外部および内部アプレイザル

④ 内部品質監査

⑤ 製品検査
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⑥ 予算提案および業務改善提案

⑦ 生産性向上事例発表会

⑧ 見積りおよびプロジェクト管理

毎年、全部門合計で約１３０（そのうち製造本部は約１００）のプロセス改善に関わ

る指標が予算目標として上がっています。例えば、開発部門（製造本部）では、

納品検査合格率、納期達成率、出荷後のバグ密度および改善成功率等があります。

本書で紹介するプロセス改善の指標は、プロジェクトのコストに関わる要素と

して、開発量（生産物量）および生産性に関する指標、ならびに、それらの要素

において開発環境の違いや品質要求の多寡による変動を吸収する指標（環境変数）

にフォーカスしています。その基本アルゴリズムを「２．２．２ 生産管理方式に基づ

く見積りモデル」に示します。

２．２．２ 生産管理方式に基づく見積りモデル

ジャステックの生産管理方式に基づく見積りモデルを紹介します。加えて新規

開発におけるコスト見積りモデルの基本アルゴリズムを示します。

ある開発工程 i の基準生産物量を V B
i 、基準生産性を P B

i（以下「基準値」）で

表現すると、生産物量 Vi 、生産性 Piおよび開発コスト Ciは次式で求めることがで

きます。

Vi＝V B
i×（１＋ai） （ai＝Σαij）

Pi＝P B
i×（１＋bi） （bi＝Σβij）

Ci＝Vi×Pi

aiは生産物量環境変数と呼ぶパラメータであり、V B
iに対して品質要求の多寡に

よる変動を吸収する変数です。また biは、生産性環境変数と呼ぶパラメータであ

り、P B
iに対して開発環境の違いや品質要求の多寡による変動を吸収する変数です。

aiおよび biは品質特性と環境特性から影響される独立した変動要素（αij, βij）から構

成されています。生産物量環境変数 aiは表１に、生産性環境変数 biは表３、表４

に示します。さらに、環境変数には改造型開発特有の環境変数があります。改造型

開発特有の生産物量環境変数 a′iは表２に、生産性環境変数 b′iは表５に示します。

なお、環境変数には、外部環境変数と内部環境変数（外部環境変数と同じ特性項

目で構成されるが変動要因および変動率は異なる）があります。外部環境変数には

「顧客の特性による変動」および「プロジェクトの特性による変動」があり、価格

に反映されます。内部環境変数は「開発ベンダの能力による変動」であり、ソフ

トウェアの価格に反映されませんが、プロジェクトの実行計画には反映されます。

表１ 品質特性変動要素評価表（生産物量に影響する外部環境変数）(ai=Σαij)

主特性 副特性 変動要素
基準値からの変動率(%)

要件
定義

設計 製作 テスト

機能性

合目的性
利用者／利害関係者の広がり、
コンテンジェンシー対応、不正
移行データ対応等の該当事象数

０～５００～５００～５００～５０

正確性
正確性（検証）に関わる標準テ
スト密度を基準にしたテスト項
目量への要求水準

－ － ０～２００～５０

接続性
他システムとの接続によるコー
ド変換、フォーマット変換数

０～５ ０～２００～２００～２０

セキュリティ
対応が必要なセキュリティ実現
機能数、ただし機能要件に定義
されている部分は除く

０～２００～２００～２００～２０

信頼性

成熟性 故障低減に必要な実現機能数 ０～５ ０～１００～１００～１０

障害許容性 異常検知に必要な機能数 ０～５ ０～１００～１００～１０

回復性 再開処理に必要な実現機能数 ０～５ ０～１００～１００～１０

使用姓

理解性
理解性向上（機能等）のための
プレゼンツール等の作成対象数

－ ０～１０ － －

習得性
習得性向上（使い方等）のため
のマニュアル等作成対象数

－ ０～１０ － －

操作性
操作性向上（心理的／肉体的配
慮、運用やインストール容易性
等）のための実現機能数

０～１００～２００～２００～２０

保守性

解析性 解析に必要な実現機能数 － ０～１００～１００～１０

変更作業性 作成する保守用ドキュメントの数 － ０～１０ － －

試験性 試験に必要な機能数 － ０～５ ０～１５０～２０
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表２ 現行資産特性変動要素評価表（生産物量に影響する外部環境変数）(a 'i=Σα'ij)
（改造型開発特有の環境変数）

主特性 副特性 変動要素
ベースラインからの変動率(%)

要件
定義

設計 製作 テスト

機能性 正確性（既
存母体）

改造／流用母体が正しく動作し
ない場合のテスト量（現行保証）
に及ぼす影響

－ ０～５ ０～１５０～２０

表３ 環境特性変動要素評価表（生産性に影響する外部環境変数） (bi=Σβij)

主特性 副特性 変動要素
基準値からの変動率(%)

要件
定義

設計 製作 テスト

業務
特性

業務ナレッ
ジ

顧客の開発対象業務に対する業
務ナレッジが生産性に及ぼす影
響

－１０
～５０

－１０
～１０

－
－１０
～１０

ハード
ウェア
特性

安定度／信
頼度／使用
度

システムもしくは製品となる
ハードウェアの安定度・信頼度

－
－５
～５

－
－５
～５

ソフト
ウェア
特性

安定度／信
頼度／使用
度

システム／製品に組み込む他社
作成ソフトウェアもしくは
COTSの安定度・信頼度

－
－５
～５

－
－５
～５

コミュ
ニケー
ション
特性

顧客窓口特
性

意思決定能力（期限遵守、決定
事項の覆る度合）

－１０
～２０

－１０
～１０

－
－７
～７

工期の厳し
さ

基準工期（月）＝２．７×（人月）
１／３に対し▲３０％限度とした
短期化度合

０～１００～１００～５ ０～７

コ ミ ュ ニ
ケーション
基盤

開発拠点分散、資料等情報共有、
電子媒体・システム具備等物理
的基盤充実度

－１０
～１０

－５
～５

－３
～３

－３
～３

レビュー体
制

無駄なレビュー（重複多段階等）
の排除およびレビュー効率向上
への工夫度合

－５
～５

－５
～５

－３
～５

－５
～５

開発環
境特性

開発手法／
開発環境

開発手法・環境（ソフト／ハー
ド／ツール）の信頼性、占有率
等を考慮した使用実績

－３
～３

－３
～３

－５
～５

－５
～５

テスト手順
書水準

テスト手順の具体化度（操作手
順＆入出力の具体化の要求水準）

－ －
－３
～３

－３
～３

（つづく）

工程入
力情報
特性

業務関連資
料

必要資料の具備状況（正確性、
信頼性を含む）および使いやす
さ（検索性、理解性）

－１０
～１０

－７
～７

－３
～３

－３
～３

他システム
関連資料

必要資料の具備状況（正確性、
信頼性を含む）および使いやす
さ（検索性、理解性）

－１０
～１０

規約・標準
化関連資料

必要資料の具備状況（正確性、
信頼性を含む）および使いやす
さ（検索性、理解性）

－７
～７

（前頁より）

表４ 品質特性変動要素評価表（生産性に影響する外部環境変数） (bi=Σβij)

主特性 副特性 変動要素
基準値からの変動率(%)

要件
定義

設計 製作 テスト

機能性

合目的性
（要求仕様
の網羅性）

要求の記述水準および網羅性。
要件定義については新規性、方
針明確性、ステークホルダの多
様性等を考慮

０～１０００～３０ － ０～１０

正確性
正確性（検証）に関わる標準レ
ビュー工数（各工程８％）を基
準にした要求水準

０～５ ０～５ ０～３ ０～５

接続性
基準単位（１００ks)に対する社内
／社外システムとのインタ
フェース先の数

－１０
～１０

－５
～１０

－
－５
～５

整合性
整合をとる社内／社外の規格・
基準の数、全体適合性やグロー
バル化対応も含む

－１０
～１０

－５
～１０

－３
～５

－３
～５

効率性

実行効率性
実行効率に対する一般的要求水
準（既知）の標準事例を基準に
した要求水準

０～５ ０～１００～５ ０～１０

資源効率性
資源効率に対する一般的要求水
準（既知）の標準事例を基準に
した要求水準

０～５ ０～１００～５ ０～１０

保守性 解析性
ソースコードの解析性をコード
化規約に定めるコメントに対す
る要求水準により評価

－ － ０～５ －

（つづく）
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（前頁より）

安定性

ソフトウェア変更に対しシステ
ム品質維持可能とする水準をラ
イフサイクル目標年数の長さに
より評価

０～５
－３
～７

－３
～５

－

移植性

環境適用性
移植作業性
規格準拠性
置換性

ソフトウェアをどの程度、多様
な環境に移すことができるかに
対する要求の水準

０～２８０～２８０～１２０～２５

表５ 現行資産特性変動要素評価表（生産性に影響する外部環境変数）（b 'i=Σβ'ij）
（改造型開発特有の環境変数）

主特性 副特性 変動要素
ベースラインからの変動率(%)

要件
定義

設計 製作 テスト

改造・
再構築
特性

母 体 調 査
ツールの機
能水準

調査ツールの機能の数
・絞込み
・モニタリング（ルート解析）
・ドキュメント生成（リバース）
・実機での稼動確認
・データディクショナリ
・その他調査ツール

－
－２０
～１５

－１０
～５

－２０
～１０

既存設計書
具備状態

改造／流用母体の設計書有無お
よび設計書が存在した場合のメ
ンテナンス状態

０～１００～３００～３００～２５

既存のテス
ト環境流用
水準

既存のドキュメントおよびテス
トデータ（テスト環境を含む）
の流用可能度合

－ －
－２０
～０

－３０
～０

リソース管
理水準

ソースとロードモジュールの
バージョン管理水準

－ － ０～１５０～１５

既存母体品
質
（正確性）

既存システムが正しく動作しな
い場合の生産性に及ぼす影響度

０～８ ０～１００～１００～１０

既存母体品
質
（解析性）

既存システムの改造箇所特定
（改造設計）における標準化項
目の遵守度合によるソースコー
ドの解析容易性

０～１００～２５０～２５０～１５

（つづく）

（前頁より）

・ソースコメント
・修正履歴
・モジュールサイズ
・規約
・その他顧客規約事項

既存母体品
質
（環境適用
性）

現行システム資産を別環境へ移
植し改造する開発における、別
環境への適用容易性（適用可能
な環境の個数）
・ハードウェア
・OS
・ネットワーク
・フレームワーク（ミドル）
・DB/DC
・バッチ運用システム

０～１００～２５０～２５０～１５

改造・
再構築
特性

既存母体品
質（環境適
用性）

現行システム資産を別環境へ移
植し改造する開発における、別
環境への適用容易性（適用可能
な環境の個数）
・ハードウェア
・OS
・ネットワーク
・フレームワーク（ミドル）
・DB/DC
・バッチ運用システム

０～１００～２５０～２５０～１５

２．２．３ 見積りからプロジェクト管理まで指標を統一

見積りは単独の活動として扱うものではなく、プロジェクト管理と一体として

扱うことにより開発計画の精度を高め、開発計画達成へのコントロールを可能に

し、さらには開発プロセス改善の機会を創出します。

ジャステックには、契約への入力となる標準見積書以外に、プロジェクト開始

時に作成する標準開発計画書および開発工程着手時に作成するプロジェクト実行

計画書が存在します。プロジェクト実行計画書は実行体制の確立が前提になりま

す。開発進行中にはプロジェクトの監視と制御に関する各種分析書および報告書

があり、代表的なものとしてプロジェクト実績報告書があります。さらに、完了
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時点ではプロジェクト完了報告書が存在します。

プロジェクト実績報告書は、図３のプロジェクト実行計画書と同一項目となっ

ており、予実対比を可能にしています。プロジェクト完了報告書はプロジェクト

実績報告書に基づき、次プロジェクトまたは他プロジェクトへのプロセス改善に

結び付いた是正処置を明記しています。

とくに、見積りからプロジェクトの計画、出来高管理および実績評価まで、コ

ストに関わる要素「開発量、生産性および環境変数」を、同一指標で取り扱うこ

とにより、見積りとプロジェクト管理の一体化が可能となります。

図３に標準見積書、標準開発計画書およびプロジェクト実行計画書における指

標の連携を示します。

２．２．４ 環境変数を利用したプロセス改善

（１）見積りとプロジェクト計画段階

見積りとプロジェクト計画段階では、顧客の見積要求仕様書に基づき標準開発

計画書および顧客見積書を作成し、価格（開発量、生産性および環境変数）およ

び納期等を顧客と合意します。なお、顧客からの品質要求は開発量および生産性

の環境変数に反映されます。

この段階の見積りコスト「Cli」を次式に示します（「２．２．２ 生産管理方式に基

づく見積りモデル」参照）。

Cli＝V Bli×（１＋ali）×P Bli×（１＋bli）

aliは生産物量環境変数、bliは生産性環境変数です。

この外部環境変数 aliおよび bliを利用したプロセス改善について以下に説明します。

ジャステックでは外部環境変数ごとに開発量および生産性への影響度を評価し、

見積価格に反映するとともに、その影響度を顧客へ公開することを原則としてい

ます。顧客とジャステックは影響度の認識を摺り合わせた上で、相互に協力して

外部環境変数ごとにプロセス改善が可能な点を議論し、具体的なリスク低減また

は改善策を講じる機会を創出しています。表１～表５の外部環境変数表は概要を

示しました。実運用上は副特性，変動要素および工程ごとに基準値からの変動率

（変動要因ごとに５段階に定義）を評価し見積価格（開発量、生産性）に反映し

ています。顧客との見積り（契約）段階で、５段階の中から、どの変動率を適用する

かがポイントです。ジャステックが提示した外部環境変数（変動率）に対し開発量

の削減や生産性の向上につながる具体的な工夫改善が提起され、顧客とジャステッ

クの相互合意に基づき見積価格を低減することが可能となります。ただし、既に

紹介しましたが外部環境変数は「顧客の特性による変動」および「プロジェクト

の特性による変動」を対象としています。さらに、顧客とジャステックが是々非々

な関係を維持しつつ相互に協力する信頼関係を構築することが前提となります。

なお、日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）のシステム・リファレンス・

マニュアル（SRM）では、この外部環境変数をリスク評価表として取り上げ、使

用する手順を紹介しています。図４にその手順を示します。

図３ ジャステックにおける見積りとプロジェクト計画との指標連携
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（２）プロジェクトの開発進行段階

プロジェクトの進行段階は、プロジェクト実行計画書に基づき、「測定→状態監

視（問題発生）→問題調査および分析→対策立案および実施」といった監視と制

御サイクルが一般的な手順です。

この監視と制御サイクルにおいて、プロセス改善の契機となるのが予実差異分

析です。コストに関わる要素「開発量、生産性および環境変数」は「見積りとプ

ロジェクトの計画段階」（以下「見積り段階」）において評価し目標を指標化して

いるので、「見積り段階」と「開発進行段階」との予実差異分析により改善の効果

を定量的に確認できます。しかし、「見積り段階」の開発コストには不確実性が内

在するので、プロジェクトの「開発進行段階」では以下の方法を適用しています。

「開発進行段階」の予実差異分析は、「予」を妥当コスト Cmiに関わる外部環境変

数（ami「生産物量環境変数」、bmi「生産性環境変数」）および内部環境変数（a′mi、

b′mi）、および「実」を成行コスト Cniに関わる外部環境変数(ani、bni)および内部

環境変数(a′ni、b′ni)を対象にすることで定量的な改善目標を定めています。

妥当コスト Cmiは「開発進行段階」での改善を配慮した場合の想定実績コスト

に改善を配慮した残期間の「予測コスト」を加算したコストです。

成行コスト Cniは、「開発進行段階」での実績コストに改善を配慮しない残期間

の「予測コスト」を加算したコストです。

プロジェクトの「開発進行段階」のコスト削減目標 Csiは次式となります。

Csi＝Cni－ Cmi （Cni>Cmi）

コスト削減目標 Csiに対応する外部環境変数（asi、bsi）および内部環境変数（a′si、

b′si）は、以下のとおりです。

asi ＝ ani － ami （ani>ami）

bsi ＝ bni － bmi （bni>bmi）

a′si＝ a′ni－ a′mi （a′ni>a′mi）

b′si＝ b′ni － b′mi （b′ni>b′mi）

よって、外部環境変数の削減目標（asi、bsi）および内部環境変数の削減目標（a′si、

b′si）に対応するプロセス改善を対策します。

なお、改善によるコストを成行改善コスト Ckiといいます。実運用では妥当コス

ト Cmiと成行改善コスト Ckiを管理指標として扱っています。

成行改善コスト Ckiは「開発進行段階」での実績コストに改善を配慮した残期間

の「予測コスト」を加算したコストです。

（３）プロジェクトの開発完了時

「開発完了時」における環境変数を利用した予実差異分析は、次案件および他

案件の「見積り段階」でのコスト削減への契機となり、また、顧客との客観的な

精算行為を促します。

コストに関わる要素「開発量、生産性および環境変数」は「見積り段階」にて

評価し目標を指標化しているので、「開発完了時」においても、予実差異分析によ

（出展）システム・リファレンス・マニュアル(SRM : JUAS)
図４ リスク評価表（外部環境変数）を使用する手順
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り改善の効果を定量的に確認できます。さらに、次案件向けの継続的なプロセス

改善を推進するため、以下の方法を適用しています。

「開発完了時」の予実差異分析は、「予」を妥当コスト Cpiに関わる外部環境変

数（api、bpi）および内部環境変数（a′pi、b′pi）および「実」を実績コスト Cqi

に関わる外部環境変数（aqi、bqi）および内部環境変数（a′qi、b′qi）を対象にする

ことで、改善目標を定めています。

妥当コスト Cpiは、「開発完了時」での改善を配慮した場合の想定実績コストです。

実績コスト Cqiは、「開発完了時」での実績コストです。

以下に改善目標値（コスト削減目標）に関する設定方法を紹介します。

プロジェクトの「開発完了時」のコスト削減目標 Criは次式となります。

Cri＝Cqi－Cpi （Cqi>Cpi）

コスト削減目標 Criに対応する外部環境変数（ari、bri）および内部環境変数（a′ri、

b′ri）は、以下のとおりです。

ari ＝ aqi － api （aqi>api）

bri ＝ bqi － bpi （bqi>bpi）

a′ri＝ a′qi－ a′pi （a′qi>a′pi）

b′ri＝ b′qi － b′pi （b′qi>b′pi）

この外部環境変数の削減目標（ari、bri）および内部環境変数の削減目標（a′ri、

b′ri）に対応するプロセス改善を、ジャステックでは製造統括部（SEPG）等の支

援を得てチームで対策します。その対策は組織プロセス改善の資産として蓄積し

ていきます。

２．２．５ 組織プロセスの改善への契機

環境変数の基準値は年度ごとに蓄積された全プロジェクトの環境変数実績値を

分析し、全社一本で一意的に設定しています。

全プロジェクトの環境変数は外部環境変数および内部環境変数ごとに、統計処

理し全社平均値と変動幅を求めています。現在の外部環境変数の変動幅を表６に

示します。

この全社平均値の低減による生産性向上、および変動幅の是正による安定性の

確保が定量的な組織プロセス改善の目標となります。

表６ 外部環境変数のとり得る値の範囲（特異点を排除した値）

種別 特性 副特性

設

計

基

本

設

計

パ
ッ
ケ
ー
ジ

作

成

プ
ロ
グ
ラ
ム

テ

ス

ト

統

合

テ

ス

ト

シ
ス
テ
ム

生
産
物
量
環
境
変
数

品
質
特
性

機能性 正確性、他２項目

－２０
～
＋２０

－２０
～
＋２０

－１５
～
＋１５

－３０
～
＋３０

－３０
～
＋３０

信頼性 成熟性、他２項目

使用性 操作性、他２項目

効率性 実行効率性

保守性 解析性、他２項目

仕様変更

変更棄却対象率 －５
～
＋２５

－５
～
＋２０

－５
～
＋１５

－５
～
＋１０

－５
～
＋１０

変更正味棄却率

変更追加率

生
産
性
環
境
変
数

品
質
特
性

機能性 合目的性、他３項目
－３０
～
＋３０

－２０
～
＋２０

－１０
～
＋１０

－１０
～
＋１０

－２０
～
＋２０

効率性 実行効率性、他１項目

保守性 解析性、他１項目

移植性 環境適用性、他３項目

環
境
特
性

業務特性 業務ナレッジ

－４０
～
＋４０

－３０
～
＋３０

－１０
～
＋１０

－２０
～
＋２０

－３０
～
＋３０

ハードウェア特性 使用実績度

ソフトウェア特性 使用実績度

コミュニケーション特性 組織複合度、他４項目

入力情報特性 業務関連資料、他２項目

開発環境特性 開発手法・開発環境、他１項目

（注１）ジャステック標準工程定義と乖離がある場合、環境変数影響度が限界値を超える
ことがある。

（注２）ジャステックは環境変数影響度が上記範囲内に収まるよう作業改善を推進する。
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さらに、組織プロセス改善目標は年度予算にて開発部門の階層ごと（本部レベル、

部レベル、課レベル、チームレベル）に努力目標を設定し、予算執行を行います。

環境変数を利用した組織プロセス改善への契機となった事例を次に示します。

・環境変数がベストプラクティス（基準値からの変動率が生産性向上および規模

の削減に著しく寄与している）となっているプロジェクトを参考に他のプロジェ

クトへの横展開を図ります。

・組織の階層ごとにプロジェクトに共通する弱みを発見し改善を図ります。

・環境変数が突出して悪化しているプロジェクトを発見し是正を図ります。

２．２．６ プロセス改善効果の還元

プロセス改善は生産性向上と密接に繋がっています。また、向上した生産性向

上は、技術者へのインセンティブおよび顧客への還元を配慮することで、プロセ

ス改善活動を活性化することを期待しています。

ジャステックでは創業以来、個人および集団の評価（生産性および品質）を定

量的に捉えた能力主義を標榜し、その精錬に挑戦しています。

（１）技術者の生産性と品質を定量的に捉えるための２つの工夫

１つ目の工夫は、ジャステックの生産管理方式（見積りモデル含む）のプロジェ

クト固有の変動パラメータ（環境変数）を可視化することで、プロジェクトの特

異性に左右されない技術者個人の生産性を定量的に捉えることを可能としている

ことです。

２つ目は、生産管理システムと評価システムとが連動することで相互の運用精

度を高めていることです。ただし、評価システムはオープン（評価基準および評

価結果）な能力主義と全社員参加型による社内民主主義に基づいていることが大

前提となります。

（２）実施局面の留意事項

相互に享受可能な関係を維持するには、顧客とジャステックが是々非々な関係

を維持しつつ相互に協力する信頼関係を構築することが前提となります。また、

効果の還元は業界標準（ベースライン）等の配慮や相互の工夫度合に対応する効

果を客観的に捉えておく必要があります。

その他のプロセス改善効果を促す取り組みについては、年度予算策定への参加

を可能とする予算提案制度、全社員参加の年度予算発表会および生産性向上事例

発表会があります。生産性向上事例発表会に関しては「２．２．８ 環境変数を使用し

た改善事例」にまとめます。社員モチベーションの高揚は、独立系ソフトウェア・

ハウスとして社内民主主義を維持していくこと、および社員の自立や自律を醸成

させる考え方が基本にあります。

２．２．７ 支援環境と支援体制

プロセス改善を推進するには、支援環境および支援体制を整える必要がありま

す。

（１）支援環境

支援環境としては、ソフトウェア開発における独自の生産管理システム「AC-

TUM」を使用しています。「ACTUM」の中心となるのがソフトウェア開発の見積

りモデルです。

（２）支援体制

環境変数を利用した組織プロセスの改善に関係する支援体制について図４に示

します。標準見積りおよび標準開発計画は顧客の RFP（提案依頼書）に基づき、

営業部門と開発部門（ジャステックでは製造部と呼ばれています）とが共同でサー

ベイ作業を行い生産物量、生産性および環境変数等を見積もっています。標準開

発計画は開発部門の達成責任になります。

営業部門の責任は価格折衝責任以外に、生産物量、生産性および変動パラメー

タの外部環境変数を顧客に公開し、相互共有と協力関係を構築することです。

（３）開発部門の牽制と支援する３つの組織

１つ目の組織は製造統括部（SEPG）です。プロジェクトの計画と実績との乖離
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を統計分析し、開発部門での是正処置の動機付けを促しています。とくに、見積

りの基礎となる生産性のベースラインおよび環境変数は本組織で統計分析し、開

発部門にフィードバックしています。製造統括部（SEPG）は開発現場と密接に関

係するため、製造本部内に設置しています。

２つ目は品質／環境委員会です。品質／環境委員会は品質マニュアル等の組織

標準、プロセス資産の管理および環境マネジメントシステムの維持・改善をする

組織です。プロセス改善に関してはプロセス実績管理規程を定めています。

３つ目は監査委員会です。各部門のプロセスに関わる監査を行う専門組織です。

環境変数を利用したプロセス改善に関する執行監査は、製造本部の各開発プロジェ

クトおよび製造統括部（SEPG）、ならびに品質／環境委員会を対象にしています。

最後に、環境変数指標値を含む各部門の組織プロセスの改善目標（１３０指標）は、

経営者のマネジメントレビューに基づき予算化し、達成度合を監視しています。

図５ プロジェクト支援体制

２．２．８ 環境変数を使用した改善事例

プロセス改善の支援活動の１つに生産性向上事例発表会があり、製造本部が主

催し、毎年１回、各チームでのプロセス改善事例を発表しています。本年度は教

育課との連携および報酬制度の見直し（賞金の向上等）を図っています。

本事例は生産性向上事例発表会にて発表されたもので、プロジェクトの標準的

な生産性環境変数と改善対象プロジェクト（Aプロジェクト）の生産性環境変数と

を比較して、改善点を見出した事例です。その比較結果を表７、改善策を表８お

よび実現手段の事例を図６に示します。

表７から、Aプロジェクトは標準的なプロジェクトに比較して、コミュニケーショ

ン主特性、開発環境主特性、機能性主特性、改造・再構築主特性（母体調査ツー

ルの機能水準副特性、既存のテスト環境流用水準副特性）に差異が見られます。

Aプロジェクトの生産性環境変数が高い（つまり生産性が低い）。表８では、この

うち開発環境主特性（開発手法開発環境副特性）、改造・再構築主特性（母体調査

ツールの機能水準副特性、既存のテスト環境流用水準副特性）に関しての改善策

を紹介しています。改善率は工程およびアクティビティ（作業）ごとの環境変数

の変動率をもとに、工程およびアクティビティ間の出来高バランス等から求めて

います。

表７ 標準的な生産性環境変数との比較事例

副 特 性 基本設計
パッケー
ジ設計

プログラ
ム作成

統合
テスト

システム
テスト

標
準
的
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

環
境
特
性
（
共
通
）

業務特性 ８ ６ ０ ０ １

ハードウェア特性 ０ ０ ０ ０ ２

ソフトウェア特性 ０ ０ ０ ０ ０

コミュニケーション特性 ５ ２ ０ ０ ０

開発環境特性 ０ ０ ０ ０ ０

工程入力情報特性 ３ ０ ０ ０ ０

顧客の協力特性 ５ ０ ０ ０ ０

小計 ２１ ８ ０ ０ ３

（つづく）
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図６の「事例１：リグレッションテストの自動化」は表８の「既存のテスト環

境流用水準副特性」改善事例に対応した実現手段で、「事例２：要件追跡管理の充実」

は表８の「母体調査ツールの機能水準副特性」改善事例に対応した実現手段です。

…

…

図６ 実現手段の事例

表８ 差異分析による改善事例

差異分析結果 改善策および環境変数の改善率(%)

A
プロジェクト

【開発環境特性】
・ライブラリー管理機能不備のた
め、ミスによる再作業の増加

・ライブラリー管理機能の充実
（基本機能にEDIT 履歴採取、
操作ミス破損防止対応、復元機
能等を追加）

６％

【既存のテスト環境流用水準】
・保守案件が発生する都度、現行
機能を保証するためのテスト
ケース作成、テストデータ作成
およびテストオペレーションの
負荷が増大

・利用ユーザを巻き込んで、保守
用テストリソースを保全し維持
管理する
（リソース：テストケースおよ
びテストデータ）
・オンラインテスト（リグレッ
ションテスト）での人手入力を
自動打鍵・コンペアツールにて
テスト負荷を軽減

１０％

【母体調査ツールの機能水準】
・改造母体が大規模で、ドキュメ
ント（仕様書・設計書等）のメ
ンテナンスが不備の状況下、不
慣れな要員が改良を行うと、調
査段階から工数が増加する

・要件とソフトウェア・アイテム
との関係図を作成し、改造影響
範囲の見極め効率を向上させ、
かつテスト漏れを防止する

８％

標
準
的
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

品
質
特
性
（
共
通
）

機能性 １０ ５ ０ ０ ２

効率性 ０ ５ ０ ０ ０

保守性 ０ ０ ０ ０ ０

移植性 ０ ０ ０ ０ ０

小計 １０ １０ ０ ０ ２

環
境
特
性（改

造
型
）

母体調査ツールの機能水準 ０ ０ ０ ０ ０

既存設計書具備状態 ５ １０ ０ ０ ０

既存のテスト環境流用水準 ０ ０ ０ －５ －５

既存母体品質（正確性） ０ ０ ０ ０ ０

小計 ５ １０ ０ －５ －５

Ａ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

環
境
特
性
（
共
通
）

業務特性 １０ ６ ０ ０ ８

ハードウェア特性 ０ ０ ０ ０ ２

ソフトウェア特性 ０ ０ ０ ０ ０

コミュニケーション特性 １０ ６ ０ ３ ７

開発環境特性 ３ ３ ５ ５ ５

工程入力情報特性 ３ ０ ０ ０ ０

顧客の協力特性 ５ ０ ０ ０ ０

小計 ３１ １５ ５ ８ ２２
品
質
特
性
（
共
通
）

機能性 １５ ５ ０ ０ ８

効率性 ０ ５ ０ ０ ０

保守性 ０ ０ ０ ０ ０

移植性 ０ ０ ０ ０ ０

小計 １５ １０ ０ ０ ８

環
境
特
性

（
改
造
型
）

母体調査ツールの機能水準 ０ １０ ５ ５ ７

既存設計書具備状態 ５ １０ ０ ０ ０

既存のテスト環境流用水準 ０ ０ ０ ０ ０

既存母体品質（正確性） ０ ０ ０ ０ ０

小計 ５ ２０ ５ ５ ７

（前頁より）
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２．３ 活用しているツール・技法

ジャステックでは、ソフトウェア開発の見積りモデルを中心とした独自の生産

管理システム「ACTUM」を使用しています。

２．４ 人材育成

ジャステックでは、３つの教育方針を基軸とした人材育成教育体系（表９）に

基づき、人材育成を実践しています。

・技術偏重でなく全人格を重んじた教育

・ライフサイクルに根ざした教育体系

・義務でなく自主性と自助努力を前提とした教育

●プロセス改善の視点から見た人材育成に関わる３つの特徴

・新入社員教育から創造性開発として創意工夫等の体験学習を行っており、生産

管理システム「ACTUM」や CMMI レベル５の基礎素養の取得に配慮しています。

・教育そのもののプロセス改善を指標化しています。例えば、受講レポート、講

師実施報告および要望調査表による効果改善度合い、および ITSSレベル６～７

までの人材育成像ごとの達成人数等があります。

・経営層がソフトウェア開発に傾注し、プロセス改善を自ら率先垂範しています。

３．学ぶべき点

ジャステックでは、創立以来ソフトウェア開発技術・管理技術の改善・向上に

むけた努力の集大成として「プロセス改善を前提とした生産性原理の具現化」が

達成されています。過去実績のベースとした組織能力ベースの見積り（成果物・

生産性）と定量的進捗管理が全社的に展開されている数少ない会社であると考え

ています。このレベルに達するにはかなりハードルは高いと思われますが、長期

的な目標の達成イメージとして大変参考になる事例です。

参考文献

独立行政法人 情報処理推進機構 ソフトウェア・エンジニアリング・センター：

ソフトウェア開発見積りガイドブック，オーム社，２００６年

独立行政法人 情報処理推進機構 ソフトウェア・エンジニアリング・センター：

ソフトウェア改良開発見積りガイドブック，オーム社，２００７年

社団法人 日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）：システム・リファレンス・

マニュアル，２００６年

表９ 人材育成教育体系

基礎教育

躾・エチケット
ビジネスマンとしての心構え、基本的素養の
習得

基礎技術
ソフトウェア開発に関する基礎技術および基
礎知識の修得

マネジメント基礎
プロジェクトリーダの能力およびマネジメン
ト基礎能力の育成

経営感覚 経営参加に合意した社員による経営への理解

教養（１）
偏りのない幅広い知識の習得（講座により選
択）

応用教育

専門技術教育
最新技術の理解および新技術の発見ならびに
開発への応用

マネージメント
プロジェクトリーダとしての部下の育成方法
および管理技法の開発と実践能力の開拓

創造性開発
既存の技法、知識を超えて、かつ技術者自身
が意識改革を通じて、新しい分野に挑戦する
中で創造力を開発

教養（２）
各界の著名人（学者、文化人、教育者、宗教
家、科学者等）の主張または考え方に触れる
ことにより専門的素養の習得と意識の改革

キャリア開発教育

脱ソフトウェア事業家
教育

ソフトウェア開発技術者から事業起業家とし
て新しい分野への挑戦

転職技術教育
ソフトウェア開発以外の事業に転身する技術
者へ、その事業に携わるに必要な知識の教育
および能力の開拓
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日本電気株式会社

システムソフトウェア事業本部

日本電気株式会社システムソフトウェア事業本部では、オープンミッションクリティカ

ルシステムの基盤となるミドルウェアソフトの開発を行っています。しかし、品質の良い

製品やそうでもない製品のばらつきが大きいことが１つの問題となっており、その対策と

して、組織的にプロセス改善活動を進める取り組みを実施しました。

具体的には、CMMI レベル５のプロセスを土台に、データを収集するための仕組みと収

集されたデータを管理部門だけでなく、現場も含めて分析するための仕組み、分析された

結果をもとに組織的な改善を推進するための仕組みを構築し、日常的に対応を行うことで

高品質なソフトウェアを確保しています。この方式の基本的アプローチは次のとおりです。

・ソフトウェア開発に関わるプロセスを組織全体の共通プロセスとして定義する

・各プロセスのインプット／アウトプットの定量的および定性的指標を定義する

・とくに品質関連については、「品質会計制度」という定量的品質管理の仕組みを全員に

周知徹底し、品質の作り込みを推進する

・定義されたデータは、開発計画書をベースに自動的に組織データとして収集する仕組み

を構築する

・組織データや計画書内データをもとに、開発を立案時もしくは計画立案後の早い段階で、

キーワード

・定量的プロジェクト管理

・品質保証

・高信頼性

・QMTX

Quality Metrics expatiate systemの略で、品質を定量的に把握し、かつその詳細を

明示できる品質システムの内部名称。定量的な品質および生産性情報の他、品質システ

ムに関わる各種規程、是正処置や予防処置実施状況等定性的な情報も含めて維持・管理

される

■日本電気株式会社 システムソフトウェ

ア事業本部

（本書で用いる略称：NEC－SS）

●ビジネスゴール

・高信頼性システムの提供

「継続的改善を図り、顧客が安心して使っ

ていただける品質を確保し提供する」

●製品・サービスの概要

システムソフトウェア事業本部は、ミド

ルウェア製品の開発と ITプロフェッショ

ナルサービスを行っています。主な開発

製品／サービスとして以下のような領域

を担当しています。

① 統合基盤ソフトウェア、セキュリティ

ソフトウェアの企画／開発／販売

ハードウェア／ソフトウェア障害を自

動的に監視し、復旧する自律コンピュー

ティング技術を用いた“統合運用管理ソ

フトウェア「WebSAM」”や、企業秘密

および個人情報を社外に漏らさないよう

にする情報漏えい対策、サイバーアタッ

ク対策等をトータルなセキュリティとし

て実現する“協調型セキュリティ「Info-

Cage」”等が主力の製品となります。

② ユビキタスソフトウェア、Webサービ

スソフトウェアの企画／開発／販売

人と人とがリアルタイムに、しかもお

互いの場所や状態に応じて最適な方法で

コミュニケーションできる「StarOffice

２１」や安全かつスピーディにインターネッ

ト・イントラネット対応の業務システム

を構築する「WebOTX」等が主力の製品

となります。

③ 業務構築運用基盤ソフトウェアの企画

／開発／販売

アプリケーションの保守性、運用性、

可用性を高めるための基盤コンポーネン

トである「MCOne」、オープン基盤業務

システムを安く、早く、安全に構築する

ための“システム構築基盤製品「AP-

BASE」”等が主力の製品となります。

④ IT基盤に関するプロフェッショナルサー

ビスの提供

業種・業務を問わず、顧客のビジネス

戦略を支えるためのサービスとして、顧

客の課題を引き出し、解決に向けた技術

適用提案「IT基盤コンサル」や、要件を

確実に満たす個別システムの設計／導入

支援「個別プロフェッショナルサービス」

等が主力の製品となります。

⑤ システムマネジメントサービスの提供

障害を起こさないようにするために、

定期的および必要に応じて運用保守作業

を実施する「プロアクティブサービス

（予防保守）」と障害が発生した場合は迅

速に対応し、システムの他の部分やサー

ビスへの影響範囲を最小限に抑える「リ

アクティブサポート（障害復旧）」を合わ

せ持った「ハイアベイラビリティサポー

ト(HAサポート）」等ミッションクリティ

カルシステムの運用をサポートするサー

ビスが主力の製品となります。

URL http : //www.nec.co.jp/

高高品品質質ソソフフトトウウェェアア開開発発管管理理ププロロセセススのの実実現現
～QMTXによる品質メトリクスの活用～事事例例５５
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１．プロセス改善活動の背景

１．１ 改善方針

NEC－SSにおけるプロセス改善活動は、CMMI レベル５（２００３年３月達成）の

プロセスをベースに継続的に取り組んでいます。本取り組みは、顧客／市場の理

解、組織能力の理解や最新の設計技法・ツールの動向等をインプットとし、プロ

セス設計に組込み、さらなる組織能力成熟度の向上、顧客満足度の向上、および

個人の技術力向上を目指すといった活動です。

ここでは主に、組織能力の理解に基づくプロセス改善活動を紹介します。組織

能力の理解に基づくプロセス改善は、具体的には次の方針で活動を推進していま

す。

① 開発手順、開発手法、ツール、開発管理方法等を組織として標準化し、組織の

全員が、これに基づき開発を進めること

② 開発の状況を、データに基づいて定量的に評価し、問題点の把握と適切なフィー

ドバックを行い、ユーザニーズを満たした製品開発を行うこと

③ 顧客の要望・期待や市場環境の変化に応えるために、あらゆる機会を捉えて課

題を収集し、真の原因分析と改善策の実施を継続的に進めること

１．２ 達成目標

達成目標は、次のとおりです。

・ソフトウェア品質向上「リリース後のバグ０件」

１．３ プロセス改善推進体制

NEC－SSでの改善推進体制は、複数の事業部（開発／サービス提供部門）と、そ

れらを横断して支援する事業本部直属部門（スタッフ部門）に分かれています。

開発体制は、東京地区を中心とし、神戸、広島、北陸、静岡、岡山等の開発拠点

の他、最新の技術動向を調査研究するための NECアメリカ駐在やインド、中国を

第二開発拠点とする海外開発拠点があります。事業本部直属部門には、経営管理

機能を行う計画グループと、組織全体のプロセス管理と改善を行う品質保証＆CS

推進グループがあります。

開発部門は、開発する製品ごとにマネージャを置き、製品責任者として該当製

品の企画、設計、開発、保守を担当しています。各事業部には、開発グループの

他に支援スタッフとして製品企画グループ、販売推進グループがあります。開発

グループ内には、プロセスおよび品質改善推進を担当する品質保証委員がそれぞ

れ１～２名配置しています。

事業本部直属部門である品質保証＆CS推進グループの主な役割は、プロセス改

善を推進するための品質システムの構築、維持／改善、開発部門への教育と定着

化等があり、開発グループ内に設置した品質保証委員と共同し活動を実施してい

ます。

品質保証＆CS推進グループでは、具体的に次の業務と責任を担っています。

① プロセス改善推進のための品質システムの構築、改善（品質マニュアル含む事

業本部共通の規程類や手順書類作成）

② 内部監査計画の立案と実施

③ 設計審査（開発計画審査、テスト計画審査、出荷判定）

④ フィールド品質／CS情報管理

⑤ 是正／予防処置（事業本部共通事項）計画立案、実施および状況フォロー

⑥ 組織トレーニング計画の立案、とりまとめ、状況フォロー

１．４ プロセス改善対象組織の規模

プロセス改善対象組織の規模は、次のとおりです。

・システムソフトウェア事業本部内の全開発プロジェクトへ展開

記載項目の不整合、不適合もしくはリスクに該当する内容を自動的に抽出できるように

する

・数値データだけでなく、仕様書や分析結果等の成果物も情報共有化する仕組みを構築する
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１．５ 改善活動の経緯

NEC－SSでは、プロセス改善は２０数年来実施していますが、ISO９００１の２０００年

版（２０００年１２月取得）および CMMI レベル５（２００３年３月達成）をきっかけに、

より体系的にプロセスを継続的に改善し、顧客満足の向上を推進しています。

１．６ 主な課題と改善のフォーカス

組織およびプロセス全体の状況を把握し、是正処置や予防処置を確実に実施し

ていくことで、大きな改善というよりも小さな改善を積み重ね、後から見れば大

きな改革となっているよう、日常的で着実な改善活動の推進をテーマに実施して

います。

１．７ 顕在化した改善効果

表１に改善効果を示します。

表１ 改善効果

項 目 改善効果

定量効果

・プロセス実績データに基づく定量管理の定着
・現場および協力会社における過去データを活用した目標管理や
分析力の向上
・目標／実績差分に対する適切なプロセス制御
・組織全体のプロセス品質と能力評価の実施と改善

定性効果
・出荷後品質：年間バグ受付数が５年間で約４０％減少
・納期 ：納期遅れ（１日遅れ含む）が３年間で約３０％改善
・生産性 ：全体生産性(Line／人時）が３年間で約２０％改善

２．ベストプラクティス

２．１ 参照モデル上でのカバレッジ

① 当該ベストプラクティスに対応する ISO/IEC１５５０４第５部のプロセス

・組織管理（MAN．２ Organizational management）

・品質管理（MAN．４ Quality management)

・測定（MAN．６ Measurement)

・知識管理（RIN．３ Knowledge management）

② 当該ベストプラクティスに対応するCMMI のプロセス領域

・測定と分析（MA : Measurement and Analysis）

・組織プロセス定義（OPD : Organizational Process Definition）

・統合プロジェクト管理（IPM : Integrated Project Management）

・定量的プロジェクト管理（QPM : Quantitative Project Management）

③ 当該ベストプラクティスに対応する共通フレーム２００７のプロセス／アクティビティ

・管理プロセス

２．２ プラクティスの説明

２．２．１ プロセス改善への取り組みの背景

データが収集されていても、データ分析、活用が十分でない場合が多くありま

す。そのため、定量管理の規範を整備するためには、データの収集、蓄積、分析、

図１ 品質会計制度概要（定量的品質管理（品質会計制度））
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活用をサイクリックに展開していく必要があります。この計量管理を効果的かつ

効率的に展開するための施策として、品質会計制度と QMTXを基盤とした定量管

理活動の支援環境整備を行っています。

品質会計制度では、過去の実績データおよび当該ソフトウェアの規模や難易度

を考慮して各工程で摘出すべきバグ数の目標値を設定し、実績との対比を行い、

都度品質を制御します。品質会計制度の概要を図１に示します。

この品質会計制度に基づく品質管理を拡張して、組織ごと、プロジェクトごと

に制定したプロセスおよびプロダクトの品質目標（規模、スケジュール等を含む）

をフェーズ単位に展開し、多角的な観点からの定量管理を実施しています。

２．２．２ QMTXとは

QMTXとは、品質を定量的に把握し、かつその詳細を明示できる品質システム

の実現のために設定した NEC－SSでの内部名称です。プロセスの実施状況を監視

するためには、定義されたプロセスからのアウトプットや統計データを吸い上げ、

組織実績として整備し、改善を推進していく方法が課題となります。

この組織では、これらの課題を解決するために、次の方法を取ることとしまし

た。その運用イメージを図２に示します。

・規程や標準類および品質記録の全面電子化、電子化データ活用機会の増大

・ワークフローを用いた情報の収集

・開発計画書による情報管理（統計データ／記録）と組織 DBへの自動収集

・収集されたデータを品質システムホームページで一元管理

QMTXでは、定量的な品質および生産性情報のほか、品質システムに関わる各

種規程、是正処置や予防処置実施状況等定性的な情報も含めて維持・管理されま

す。QMTXで中核としている情報の１つに開発計画書があります。開発計画書に

は、当該開発における開発の狙いや目的、機能性、信頼性、操作性、効率性、そ

の他品質目標、開発日程計画、体制、品質計画（バグ摘出目標、レビュー予定工

数）、タスク管理計画等の定量的な目標および定性的な計画の概略も含めてプロジェ

クトの目標および全体像が記されます。

この開発計画書は、これ以降に発生する設計審査、開発作業の実績管理、出荷

判定、製品（媒体）の出荷に至る基本帳票として利用します。そしてデータだけ

ではなく、計画書に対応した品質記録を参照することが可能です。つまり、現物

（成果物）による確認が可能です。開発計画書は、Excelで作成し、１ファイル１７

シートで構成されています。その一部を図３に示します。

開発計画書では、未入力チェックの他にデータ間の整合性や組織ベースライン

と差が大きい場合のチェック、実績が目標値からの基準値（管理限界値）を超え

た場合の抽出等が自動的に行われ、計画立案および工程管理が効率よく実施でき

るよう工夫しています。その概要を図４に示しますが、具体的には、開発計画書

で記載された様々な目標に対して実績データを同開発計画書に入力します。する

と、目標との差分（相対誤差）の管理限界値を超えた場合には、自動的に開発計

画書（理由見解シート）内で該当項目にアラーム記号（×）の文字が表示されま

図２ 統計情報の収集と活用(品質情報（統計データ／記録）の収集と管理)
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Excel
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す。それを不適合（データ分析／計画見直しタイミング）とし、該当項目に対し

て理由／見解（分析結果）を開発側が記載します。該当項目に対し、理由／見解が

記載されていない場合には、開発計画書承認時にアラームが表示される等、各工

程完了時に、状況把握と今後の見通しが確実に実施されるように工夫しています。

工数の見積りは、規模と開発の難易度およびスキルレベルにより、組織DBに蓄

積された過去実績データからの回帰モデルを利用して算出されます。ただし、こ

の値をそのまま利用するのではなく、該当算出値をベースに＋αで考えられる要因

を考慮し決定します。

各開発工程別の工数は、組織 DBの過去実績情報をもとにした全体工数の割合か

ら得ることができます。なお、工程別工数検討時には、工程に応じ工数をドラフ

ト作成工数、レビュー工数、レビュー対応工数の３つに分け算出します。ドラフ

ト作成工数は、ある程度安定した値を求めることができますが、レビュー工数お

よびレビュー対応工数はドラフト版の品質状況やレビュー者数等の変動要因を考

慮して見積る必要があります。

より合理的な見積りができるように、開発計画書内において、仮に設定した値

からドラフト版に関する生産性（ページ／人時）、全体開発生産性（Line／人時、

レビュー等含む）および工程別生産性、工数配分、レビュー工数比率（当該レビュー

工数／当該工程工数：％）、文書化率（ページ／規模）等複数の指標が自動計算さ

れ、その情報をもとに妥当性の確認を行えるようになっています（図５）。

NEC―SSの個々のプロジェクトでは、前述の方式を整備し、定量的情報をもとに

した改善を進めています。また並行して、それらの開発計画書情報を収集し、組

織全体としての効果を管理し、改善していく仕組みも整備しています。具体的に

は、図６に示すように組織のプロセス実績情報を掲示し、四半期ごとおよび半期、

年度での組織全体の状況、プロセスごとの状況、あるいは事業部ごとや事業部比

較等の定量データを組織全メンバに公開し、現状認識を正しく行うための仕組み

としています。そして、四半期ごとの定期的な品質システム改定に合わせ、前回

の改善施策で期待通りの効果が出ていない場合の原因分析や追加施策検討、次に

図４ 統計データを活用したプロジェクト管理(データによるプロジェクト管理（工程管理）の実施)

図３ 開発計画書（一部）
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Line

実施すべき弱点領域の施策検討等、それぞれ効果を確認しながらの改善サイクル

を回し、組織全体のプロセス改善を実施しています。

２．２．３ QMTXの生まれた背景

NEC―SSでは、品質およびプロセスを改善する上でこれまでに示した方針で活動

を実施し、顧客ニーズに的確に応え、安心して使えるソフトウェア製品およびサー

ビスを継続的に提供できる組織にすることを推進しています。規程や手順書類の

電子化および一元管理は、一般的なことであり、ホームページ等での掲示も容易

です。しかし品質記録は、定義されたプロセスから生じる文書や記録類であり多

種多様で、数の多さからも文書の管理として一番やっかいな部類のもので管理工

数もかかるため、品質記録も含めてすべて電子化し、シンプルに一元管理する必

要がありました。また、日常的な記録類を随時確認するだけでは、プロジェクト

の状態の判断結果が属人的になってしまうため、プロジェクトの状況を判断する

基準を構築する必要がありました。

２．２．４ QMTXによって変わるプロジェクト管理の位置付け

内部監査および外部監査実施の際、品質記録確認はすべてディスプレイ（電子

プロジェクタ）で確認します。日常での設計審査時も同様に電子キャビネット内

の記録を確認する仕組みをとっています。すなわち、何かあったら関連資料を開

発部門から提示し確認するというのではなく、日常的に第三者がプロジェクトの

実施状況を現物確認しながら監視ができるということです。

また、工程の制御は、QCDに到る様々な定量的目標値が存在します。データを

人手で確認する際の漏れを防ぐために、自動チェックという仕組みを構築するこ

とで、プロジェクトがうまくいっているのかどうかを目標との差として明確にし、

判断基準が確立され、適切なタイミングでのデータ分析および計画の見直しも含

めた対策が確実に行えるようになります。

２．２．５ QMTXによって変わる開発監査体制と役割

開発計画審査により、開発計画書の内容について、プロジェクトが計画通りに

遂行できる内容か、とくに品質面に関して適切な考慮が払われているかを品質保

証部や企画審査部門等の第三者も含めた審査が可能となります。そのため、品質

図６ 組織プロセス能力の確認（組織プロセス実績情報）

図５ 組織データの活用（組織ベースライン値および計画値との比較）
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目標値（摘出バグ目標値やレビュー予定工数等）の設定が妥当か、また設計段階

とテスト段階の完了予定日程、工数計画は適切か等を主体に自動チェック結果を

ガイドとして利用し、より適切な確認を効率的に行うことができます。

２．２．６ QMTX導入によって得られた効果

QMTXにより、プロセス実績データがソフトウェアメトリクスとして、ソフト

ウェア開発プロセスまたはソフトウェア製品の定量的な特徴付けが可能となりま

した。

例えば、開発計画立案時には、完了済みプロジェクトのデータを参考に新規の

開発計画の立案、目標設定が可能となります。これによりプロジェクトのプロセス

制御が、計画値と実績値の比較によるプロジェクトの状態確認、または差分による

適切なアクションの実施等の方法により、適切に実施できるようになりました。

また、組織全体のプロセス品質と能力等の評価や改善を行う際、メトリクスデー

タを用いることで、経年変化の傾向や強みや弱み等を定量的に把握でき、改善に

結び付くようになりました。

これらの結果、定量的には表２に示す効果が現れています。

表２ QMTXによる効果（定量）

対 象 効 果

①出荷後品質 年間バグ受付数が５年間で約４０％減少

②納期 納期遅れ（１日遅れ含む）が３年間で約３０％改善

③生産性 全体生産性(Line／人時）が３年間で約２０％改善

２．２．７ 組織文化－不具合から組織が学ぶ

NEC―SSは、１件のバグでも大切に考える文化があります。その一例をバグの事

前摘出という観点と出荷後のバグ発生という２つの観点で取り上げます。

（１）バグの事前摘出

プロジェクトで設定したバグ摘出目標は、コミットメントとして捉え、１件の

誤差も許さないという考え方が浸透しています。例えば１００件のバグ摘出目標値を

設定していた場合、９９件の摘出実績があっても、まだ１件はあるはずと考え、再

レビュー／追加テストを行い、バグを見つけようとします。その結果、どうして

も見つけきれなかった場合には、はじめに設定した目標値の妥当性を再検証し、

目標の見直しが必要と判断した場合には、そう判断した理由と目標値を９９件と下

方修正し潜在バグはないと再宣言を行います。

実際には、残存するバグが０ということはなく、出荷後にバグが発見されるこ

とはあります。その際、バグ０と思ったにも関わらず発生した事実に対し、なぜ

なぜ分析を実施します。出荷時に０と思って分析するのと、「バグはあるに決まっ

ている」と思って出荷するのでは、その後のバグ分析に大きく影響します。もう

ないと判断したからこそ、なぜなぜ分析が生きてくるという考え方があります。

「１件のバグであっても出荷先にとっては１００％起きる障害」という認識のもと、

バグ１件ごとに行うなぜなぜ分析は、品質グループと開発グループで相当数の工

数をかけ、何度も分析結果を議論し、次のプロセス改善へとインプットしていま

す。なぜなぜ分析結果は、当該プロジェクトのノウハウとするだけでなく、組織

関係者が全員参加の品質分析会議（毎月）で紹介され、他プロジェクトでもノウ

ハウとして横展開されています。

（２）出荷後のバグ発生

横展開することによって、他のプロジェクトでも改善が進んだ１例として、「レ

ビュー体制の確認強化」を取り上げます。NEC－SSでのレビュー体制は、インス

ペクション方式および品質会計制度を採用しています。通常の開発であれば、こ

の併用方式で問題はないのですが、スケジュールがかなりシビアなプロジェクト

で、かつ遅れが生じはじめたような場合に様々な対策を打つことになります。そ

の対策の中で、通常は各人の旗振り役、つまり制御や成果物のレビュー等を実施

しているリーダが QCD確保の中心役となっていました。しかし、上記状態となっ

たことで、該当リーダも多くの実作業を受け持つことになり、その結果生じた遅

れを取り戻すことを挽回の施策の１つとして実施しました。該当リーダは、通常

の管理作業もこなし、実作業にも十分対応できたのですが、そこに１つの落とし

穴がありました。その落とし穴とは、該当リーダが作成した成果物レビューの体
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制でした。

該当リーダが作成した成果物をレビューする際、該当リーダと同等以上の力を

持つ担当者が当たらなかったため、該当リーダ自身が該当成果物をレビューする

レビューリーダも兼務しました。レビューは実施したものの、各レビューアの気

持ちが、該当リーダ自らが作成した成果物なのだから大丈夫という思い込みが発

生し、さらにはレビューアのスキル不足から致命的な障害を見逃すといったこと

が発生したのです。それを契機に、レビューリーダと成果物作成者が同じになる

ことを不適切な体制とし、「上位管理者が実施責任を持つ」という改善を実施する

ようになりました。そして品質システムも改定され、上記状態抽出と上位管理者

の対応状況が第三者にもわかるようになりました。

２．２．８ 活用しているツール、技法

開発計画書は、Excelとマクロ機能を活用しています。マクロによるチェックや

計算式は２，０００個以上設定され、マクロには、Excelで設定されたデータを自動的

に組織 DBへ格納する機能や、工程途中でのバグ見直し予測モデルによる推奨値提

示等があります。ユーザインタフェースは、Excel帳票画面のため、特別な環境が

なくとも誰もが本機能を活用しプロジェクト管理を実施することが可能です。

２．３ 人材育成

QMTX含む品質システムの改善は、四半期ごとに実施しています。その際は、

開発グループ内の各品質保証委員向けに説明会をその都度実施し、組織内の定着

／改善を図っています。個別には開発計画立案技術、レビュー技術、テスト技術

等体系的な集合教育の定期的な実施や、計画登録時に開発計画書個別教育必要と

チェックしたプロジェクトに対する個別説明等を実施し、適切な利用促進を図っ

ています。

また、新人教育や異動者教育の一環として、品質システム概説教育（初級教育）

や、新たに異動されてきた開発者に対する個別説明会を実施し、品質システムに

関する一般的な知識教育を行っています。

３．学ぶべき点

データを用いて改善するという方法は、誰もが理解し取り組んでいることです

が、それを組織的に徹底して実施するというのが NEC―SSの事例です。本事例で

のプロジェクトと組織をうまく連携させ、組織的なプロセス改善に取り組むアプ

ローチは参考になります。また、開発計画書を Excelの機能を用いて実装すること

で、費用対効果や保守性を高めており、現場への普及促進をしやすくしている点

も見習うべきところがあります。
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情報技術開発株式会社

情報技術開発株式会社は、プロセス改善のモデルとして SW―CMMを採用し、tdiソフ

トウェアプロセス標準（以下、「tdi－SPS」）を構築、２００４年２月には SW―CMMレベル３

を請負開発の全部門で達成しました。当時 CMMのレベル達成は、各社で取り組まれて

いましたが、全社規模でのレベル３の達成は、数少ない事例です。

しかし、「tdi－SPS」のプロセスを構築し、SW―CMMレベル３を達成しても、時には、

トラブル（赤字）プロジェクトが発生してしまうことがあり、このことが経営面で大きな

課題と認識され、その原因が分析されました。その分析の結果、トラブルプロジェクトの

予兆は、案件引合い段階から受注までの間に確認できることがわかりました。そこで、SW

―CMMレベル３のキープラクティスを中心に、受注後のプロジェクト計画からプロジェ

クト完了までのプロセスを中心に構築された「tdi－SPS」に、案件引合い段階までのプロ

セスを追加することで対応することとしました。

その結果、「案件会議」（※１）、「リソース会議」（※２）、「提案レビュー」（※３）を追

加する等、案件引合い～プロジェクト計画の承認までのプロセスを強化し、このプロセス

の遵守を徹底することで、その期に受注した一定規模のプロジェクト全てが黒字に転換し

たのです。

これら一連のプロセス改善活動は、開発部門と営業部門がトップダウンで取り組んだも

のです。２つの関連する組織の上位マネジメントが参加した取り組みであったことが大き

な特徴であり、その後の TDIのプロセス遵守の継続性に大きく影響を及ぼしました。ま

た、印象に残るシンプルなキーワード「Preventive Management」を掲げることにより、

「問題が起こらないように、マネジメント自らが予防のための行動を取り、チームで取り

組む」思想が各部門へ展開され、継続できたという事例です。

※１～※３のプロセスは、「２．２．２ TDIのプロセスの概要」を参照願います。

キーワード

・Preventive Management

英語のPrevent、「起こらないようにする、予防する、防止する」という意味にMan-

agementを付加した言葉。つまり、トラブルが起こらないように日常からのマネジメン

トが重要であり、これらをチームで解決することが重要であるとTDIでは社内に指導し

ている

・tdi－SPS

TDI Software Process Standard

・MAGMA

TDI Order Management and Resource Matching System

■情報技術開発株式会社（T.D.I. CO., LTD.）

（本書で用いる略称：TDI）

●ビジネスゴール

・サービス価値の向上

・顧客満足度の向上

・利益率の向上

・生産性の向上

●TDI の製品・サービスの概要

・認証システム「＠Face シリーズ」

・統合IT資産管理ソフトウェア「LANDesk

Management Solutions」

・ウイルス・スパム対策とセキュリティの

PandaGateDefender「Panda」

・メール暗号化ソリューション「PGP」

・企業内データアクセスソリューションの

「Intellisync Mobile Suite」

・データ持ち出しによる情報漏えい防止・

監視システム「４thEye」

・検 疫 ソ リ ュ ー シ ョ ン「LANDesk

Apresia 連携 検疫システム」

・組込ソリューションサービス＆CASE

ツール 「ZIPC」

・コールセンターサポートシステム「おて

がるコールセンター」

●TDI のサービス

・ソフトウェア開発

・情報処理サービス

・エンベデッド・ユビキタス／半導体関連

URL http : //www.tdi.co.jp/index.htm
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QCD
//１．プロセス改善活動の背景

１．１ 改善方針

改善方針は、次のとおりです

・請負ビジネスの拡大に向けた活動の推進

・ラインスタッフの主導、製販協業による確実な提案プロセスの構築

１．２ 達成目標

達成目標は、次のとおりです。

・プロセス遵守率９０％以上の徹底

遵守率＝（実施した会議、レビュー回数／計画されている会議、レビュー回数）

・案件会議、提案レビュー、SQAレビュー開催それぞれの開催率９０％以上

・プロジェクト課題のトラッキング（トラッキング率９０％以上、期限内達成率８０％

以上）

１．３ プロセス改善推進体制

コンピテンシー部が中心となり、開発部門との兼任メンバーからなる SQA担当

者、SEPG担当者と共に、活動を推進しています。

① SQAメンバ （開発部門の約７％弱）

SQAメンバには、コンピテンシー部と部長推薦の開発部門の社員を登録し、必

要時に SQAレビューに参加しています。また SQA担当者は、毎年見直します。

② SEPGメンバ （開発部門の約２％弱）

SEPGメンバには、コンピテンシー部と開発部門の社員（兼任）がプロセス改善

に従事しています。

１．４ プロセス改善対象組織の規模

プロセス改善の対象組織は、営業本部、開発本部および EUL事業本部の３組織

です（図２）。

図１ プロセス改善推進体制

図２ プロセス改善対象組織
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１．５ 改善活動の経緯

TDIはソフトウェアの品質管理の向上に着目し、２０００年に開発現場とは独立した

「品質管理部」を設置しました。この品質管理部は、主に問題プロジェクトが発

生した場合に、該当するプロジェクト関連ドキュメントを中心に調査、原因分析

を行い、社内に改善提案を行っていました。

その後「プロジェクト監理部」と改名され、プロジェクトの順調な進行に向け

た監督・指導、およびプロジェクトへの支援機能を組織のミッションに加え、本

格的なプロセス改善を開始しました。

その結果、２００４年２月には SW―CMMレベル３を請負開発の全部門で達成しま

した。さらに、２００５年には過去の失敗プロジェクトの教訓をもとに、「案件引合い」

から「プロジェクト計画の承認」までのプロセスを見直し、全社一丸となってプ

ロセス遵守に取り組んだ結果、期中の赤字プロジェクト撲滅という成果を得るこ

とができました。 ２００７年４月以降「プロジェクト監理部」を「コンピテンシー

部」として改名し、機能拡充とともに「Preventive Management」をキーワードと

したプロセス改善活動を推進しています。

１．６ 主要な課題と改善のフォーカス

TDIでの主要な課題と改善のフォーカスを表１に示します。

１．７ 顕在化した改善効果

「１．２ 達成目標」に示した目標を達成したことにより以下に記述する改善効果

が得られました。

（１）案件の早い段階からの提案方針の検討やリスク、課題のチェックとその対

策の完遂

① 案件会議では、どのような方針で提案するかを迷っている段階から、各部門の

上位マネジメントからの提案方針に関する意見やアドバイスが得られるため、

提案作成段階での手戻りが減少しました。さらに案件会議以降のプロセスへ課

題トラッキングが引き継がれ、発見された課題は、すべて期限内に解決されて

次工程に進むことが可能となりました。

② 提案レビュー時の見積内容の検証、TDIに発注していただく価値が盛り込まれ

た提案であるか、等の確認段階において適切なアドバイスが多く出されるよう

になり、リスク回避につながりました。

●指摘事項の主な分野

・見積り根拠の曖昧さ

・工程比率の是正

・テスト計画の曖昧さ

・工数見積りの甘さ、漏れ是正

・標準、適正単価の検証

・受入検査、レビュー等の工数漏れ是正、WBS検証

・開発工程の重なり（要件定義、外部設計、内部設計等）

・規模感とスケジュールの乖離是正

（２）課題解決方針決定のスピードアップと首尾一貫性の確保

各会議やレビューの場に開発本部長（開発の意思決定者）と営業本部長（営業

表１ 主要な課題と改善のフォーカス

主な課題 改善のフォーカス

案件の早い段階での
・提案方針の検討
・リスク、課題のチェックと
その対策の完遂

・案件会議、提案レビュー、リソース会議、プロジェ
クト計画レビュー等でのリスクや課題の洗い出し
と継続的なトラッキング

課題解決方針決定のスピード
アップと首尾一貫性の確保

・各会議、レビュー等に開発本部長（開発の意思決
定者）と営業本部長（営業の意思決定者）が参加

課題に対する具体的な指示
・対応スピード向上
・対策の有効性向上等

・SQAレビューア育成と有識者の参加

全社的な経営資源の活用
・開発本部を横断的な組織に変更して開発要員のタ
イムリーな異動を実現

SQAレビュー結果(QCDの○
△×評価）の社内共有化、見
える化

・SQAレビュー結果を経営層の会議で報告、また社
内サーバによる共有化
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の意思決定者）が参加することにより、首尾一貫した指示が出されるようになり、

速やかな課題解決につながるようになりました。

（３）課題に対する具体的な指示

各会議やレビューの場に開発本部長（開発の意思決定者）と営業本部長（営業

の意思決定者）が参加することにより、その場で解決方針が得られるため、事後

のネゴが不要となり、決定が速くなりました。

また、その場での指摘内容は具体的なものとなるよう努めたため、指摘を受け

た人が「どのように対処すればいいかが理解できる」ようになりました。

・指示が具体的なので課題対応内容も効果的である

・意思決定者からの指示なので手戻りがほとんどない

・担当者の課題対応スピードが向上する

（４）全社的な経営資源の活用

開発本部をリソースの有効活用を考慮した横断的な組織に変更したことにより、

全社的な開発力、ノウハウ、リソース等が有効に活用できるようになりました。

・部署、部門の壁を越えた横串のプロジェクトマネージャのアサインやプロジェ

クト支援

・開発要員のタイムリーな異動

・プロジェクトマネージャ、プロジェクトリーダクラスのタイムリーな異動

・全社共有サーバに蓄積された社内事例の共有化

（５）SQAレビュー結果（QCDの○△×評価）の社内共有化、見える化

SQAレビューの結果は毎月○△×で評価され、社長・取締役等が参加する会議

で、プロセス品質やソフトウェエア品質に関するよい点や改善点が報告されます。

このことにより、「レビューされ、評価されることは、効果がある」という認識が

社員に浸透し、良い状態になっています。また共有サーバに情報が格納されるこ

とで「見える化」にもつながってきています。

２．ベストプラクティス

２．１ 参照モデル上でのカバレッジ

① 当該ベストプラクティスに対応する ISO/IEC１５５０４第５部のプロセス

・プロジェクト管理（MAN．３ Project management）

・品質保証（SUP．１ Quality assurance）

・検証（SUP．２ Verification）

② 当該ベストプラクティスに対応するCMMI のプロセス領域

・組織プロセス定義（OPD : Organizational Process Definition）

・要件管理（REQM : Requirements Management）

・プロジェクト計画策定（PP : Project Planning）

・プロジェクトの監視と制御（PMC : Project Monitoring and Control）

・検証（VER : Verification）

・プロセスと成果物の品質保証（PPQA : Process and Product Quality Assurance）

③ 当該ベストプラクティスに対応する共通フレーム２００７のプロセス／アクティビティ

・管理プロセス

・品質保証プロセス

・検証プロセス

２．２ プラクティスの説明

２．２．１ Preventive Management

失敗プロジェクトの原因として、以下の２つに着目しました。

① ソフトウェア開発部門のほとんどに開発および管理プロセス記述が存在しない

② 開発および管理プロセス記述が存在していても、実行していない

TDIは、SW―CMMをもとに①のプロセス記述として「tdi－SPS」を構築しまし

たが、TDIのビジネスゴールを達成するためには、さらなるプロセス改善が必要で

した。

その改善ポイントとしては、過去のトラブルプロジェクトの教訓をもとに「案
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件引合い」～「プロジェクト計画」の承認までのプロセスを見直し、追加すると

ともに三権分立を目指した組織化（営業、製造、プロジェクト管理）を行ったこ

とが挙げられます。これにより、客観的なチェック機能が働き、プロセス遵守に

つながりました。

次に②のプロセスの実行を「Preventive Management」の方針の下で予防管理を

徹底指導して、プロジェクトマネージャだけに負荷をかけるのではなく、関係者

全員でプロセスを遵守することにより赤字撲滅の成果を得ることができました。

実行したプロセスおよび活動の一例を表２に示します。これらの活動には、開

発部門および営業部門の上位マネジメントが参加し、課題やリスクへの指摘等を

徹底指導しています。

表２ 実行プロセスと活動の一例

プロセス 活 動 ポイント プロセスオーナー

見積提案プロセス

案件会議
良いソリューション提案に
つなげるための検討会議

開発本部

提案会議
見積提案内容のレビュー、
見積り根拠の確認、等

営業本部

リソース会議
（必要時）

リソースの最適化 開発本部

プロジェクト計画
プロセス

プロジェクト計画
レビュー

実現可能な計画策定のレ
ビュー

開発本部

＜以下、省略＞ 詳細は、「２．２．２ TDI のプロセスの概要」を参照

連
続
し
た
課
題
ト
ラ
ッ
キ
ン
グ

プロセスを作り過ぎるとその弊害として、現場スタッフに「そのとおりにやれ

ば良い」という気持ちが蔓延しがちとなり、改善しよう、問題はないか、等の意

識が薄れることが想定されます。プロセスが存在し、ただ実行しているだけでは、

間違いなくトラブルは起きてしまいます。「Preventive Management」こそ、トラ

ブルの予兆に早く気付き、早期に対策を打つための、最も重要なアクションなの

です。

作業は、部下やメンバにまかせられたとしても、「今のやり方で問題はないか？」

という問題意識は、マネージャ自らの自意識によらないと発見できません。また、

プロジェクトマネージャに指示してもすべてが解決するというものではなく、起

きている事実を自ら確認するとともに、その対策をマネージャを含めたチーム全

員で解決することが大切です。

「開発および管理プロセスを確実に実行する」という当たり前のことを実行す

るのは、大変難しく、各社共に悩まれていることです。TDIの事例は、当たり前の

ことをマネジメント自らが行動で示すとともに「Preventive Management」を組織

に展開することで成果が得られ、組織力が向上した事例といえます。

２．２．２ TDI のプロセスの概要

以下に「Preventive Management」のもとで実施している TDIの品質保証活動の

概要を示します（図３）。なお SQAレビューは、品質保証活動の１つとして位置づ

けて実施しています。

SQA

Monthly Report PM

PJ

図３ TDI の品質保証活動

TDIでは、顧客満足を第一に考え、高品質の製品・サービスを将来にわたり提供

するために「tdi－SPS」を構築しています。

「tdi－SPS」は、以下の５つのプロセス群から構成されています。

・見積り提案プロセス

・プロジェクト計画プロセス

・設計・開発プロセス
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・プロジェクト完了プロセス

・購買管理プロセス

この「tdi－SPS」は、プロセス改善の専門部署であるコンピテンシー部により、

現場で実用可能なプロセスとなるよう留意して作成されました。実際には、「○○

手続き」というWord文書と Excelによるテンプレートから構成されています。

各開発プロジェクトにおいては、開発部門を兼任している SEPGにより、各プ

ロジェクトが円滑に進むようサポートしています。また、プロセスの構築と改善

活動の推進においては、「決まっているから実施する」ではなく、「今のやり方で

問題はないか？」という問題意識を常にマネージャを含む関係者が持ち続けると

いう雰囲気作りを心がけました。それが、「Preventive Management」というキー

ワードに現れており、またこのキーワードにより全社一丸となっての活動に発展

することができたと思います。

以下に、各プロセス群の概要を記述します。

● 見積提案プロセス

顧客の要求事項を早い段階から全社横断的に検討してシステム化の目的を達成

するために効果的な見積りを提案します。より良い提案に結び付けるための「案

件会議」、タイムリーな全社リソース活用のための「リソース会議」、営業本部、

開発本部および有識者により提案・見積内容を評価する「提案レビュー」、技術専

門家による「テクニカルレビュー」等により、提案品質を確保します。

● プロジェクト計画プロセス

システム化の目的、マスタースケジュールおよび製品品質確保のためのレビュー

計画、テスト計画等は、プロジェクト計画としてとりまとめられ、SQAおよび有

識者によるレビューを受けてプロジェクトが成功できる計画として立案されます。

必要な場合は、このプロジェクト計画を顧客にも説明し、安心して依頼されるよ

うにしています。

● 設計・開発プロセス

プロジェクト計画に従って、設計から顧客に納品するまでのプロセスを明確に

して設計・開発します。また社内標準が適用されたプロジェクトは、工程別また

は月次で SQAおよび有識者のレビューを受けて、品質、納期、コスト等が計画通

りにできているかを確認します。

主な管理局面には、以下のものがあります。

（要件管理、課題管理、変更管理、リスク管理、構成管理、品質保証管理、進捗

管理、プロジェクト管理）

● プロジェクト完了プロセス

プロジェクトが計画通りに実施され、顧客が満足できるような結果が出せたか

を SQAおよび有識者でレビューして確認します。またプロジェクトから得られた

各種実績データや教訓等は、次の見積提案やプロジェクト計画のためにソフトウェ

アプロセス資産として社内に蓄積され活用されます。

● 購買管理プロセス

TDIのプロジェクトにご協力いただく国内および海外のパートナー向けのプロセ

スと役割分担を明確にして双方ともにプロジェクトの成功を目指します。

２．２．３ 計画レビューチェック項目と様式

品質保証活動の具体例として、TDIが重要視しているSQA計画レビューでのチェッ

ク項目の一例を以下に示します（表３、図４および図５）。

これらのチェック項目に従い、SQAが中心となって、マネジメント同席のもと、

状況を確認していきます。

表３ SQA計画レビューでのチェック項目の例

計 画 チェック項目

①一般事項

・プロジェクト名称、期間、作業場所、ソフトウェア・ハー
ドウェア構成、ステークホルダ、プロジェクトの概要、主
要要求事項等（プロジェクト状況報告書）。
・上記について説明を受け、プロジェクト側の課題認識を共
有。
・また性能要求、検収基準、納品物、品質基準、開発標準等
の顧客要求に対応できる体制か否かを確認。

②見積り資料

・見積り額とその根拠を確認（提案レビュー時の資料で可）。
・見積り額には、開発体制はもとより開発ツール、利用ソフ
トウェア製品、通信費、開発場所、オフショア活用の有無
等のコストを含めて、見積り根拠の妥当性と採算性につい
て確認。

（つづく）
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③作業計画
（大日程計画、WBS)
と成果物

・プロジェクトのスケジュール管理方法と報告ルールの説明、
スケジュール変更等をする時の手順方法、WBS詳細化の時
期等について説明を受け、これらの妥当性を確認。
・粒度：直近フェーズは、１週間単位までWBSで詳細化さ
れていること。
・記載内容：担当者、期間、工数、成果物が網羅されている
こと。
・成果物：全工程の成果物、顧客提出の成果物と工程の完了
基準等が明確であること。

④開発体制
・プロジェクト状況報告書で説明を受けて、作業計画を実施
する上で要員割当の妥当性、未充当を確認。
・また再委託があれば当該企業の概要や契約内容も確認。

⑤会議体と報告

・プロジェクトの会議体と報告ルールについて以下の説明を
受け、確認。
・会議やレビューの種類、実施方法およびタイミング等の
確認。
・顧客のレビュー参加者の適切性の確認。
・顧客の承認者の適切性の確認。

⑥受入基準、検収，支
払いについて

・受入基準、承認者（顧客／TDI）、検収、支払いについての
説明を受け、納品物、納期、検収時期、支払い時期等の妥
当性を確認。

⑦変更管理

・要件、仕様等の変更管理手順と文書化（顧客の責任者との
合意）、証跡について以下の説明を受け、確認。
・変更要求の文書化は、定められた手続きをとられているか。
・変更要求には、契約範囲内か否かをTDIから遅滞なく文書
で回答をするように取り決められているか。
・証跡の管理方法。

⑧リスク管理

・プロジェクトが認識しているリスクと対策（回避策、緩和
策、コンティンジェンシープラン）についてプロジェクト
状況報告書で説明を受け、認識しているリスクの漏れや対
策、コンティンジェンシープラン発動タイミングの妥当性
について確認。
・コンティンジェンシープランとは、リスクが現実化する事
が確実になったときにプロジェクト目標を達成するために
実施する代替プラン（施策、コスト、期間，納期）のことです。

⑨品質管理

・開発の各工程の成果物の品質保証に関する手順の説明を受
け、工程の終了や成果物納品が妥当な手順になっているか
を確認。
・例：要件定義～システムテストのドキュメントのレビュー

（つづく）

（レビューア、承認者、等のルール）、単体テスト／結合テ
ストのテストケース数、バグ検出数。

⑩コスト管理 ・コスト管理方法について説明を受け、妥当性を確認。

（前頁より）

図４ チェック項目の一例と様式（１）

図５ チェック項目の一例と様式（２）

（前頁より）
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２．２．４ 「tdi－SPS」展開にあたって

TDIでは、「Preventive Management」というキーワードを掲げ、全社一丸となっ

て活動に取り組んでいます。しかしその活動は決して容易なものではなく、推進

者の多大な努力があってなされたものです。以下に、本活動を推進するにあたっ

て、苦労した点を記述します。

（１）モデル（SW－CMM）の理解

手続き作成者も SW－CMMをゼロから学ぶ必要があったため、まずモデルを理

解することに苦労しました。とくに、リスク管理、構成管理（ベースライン）、要

件管理（トレーサビリティ）といった概念の理解に苦労しました。

（２）「プロセス」の理解と定義

「プロセス」とよく耳にしますが、その概念を理解することに苦労しました。

さらに、SW－CMMの記述は、英語の訳であるため、日本語としてその概念を

よく理解できず、関係者での共通理解を得ることに苦労しました。

（３）手順の文書化

SW－CMMで記述されているプラクティスを現場が行う手順として手続き文書

を作成することに苦労しました。

モデルを解釈し、手順として文書化する活動は、当初の予想以上にスキルが必

要な作業でした。

（４）現場の理解を得ること

当初は、現場からの反発も少なからずありました。そこで、できる限り本活動

の意義、目的を関係者全員に理解していただくよう、説明に努めました。手続き

文書を作成した社員（５名）が講師を担当しました。１回あたり、１０人から２０人

程度を対象にした２時間ほどの集合教育を企画し、延べ１，０００人程度にむけて説明

会を実施しました。

２．２．５ 今後に向けた課題

① CMMI への対応

現在の「tdi－SPS」は、SW－CMM L３の領域をベースに作成してあります。現

在、CMMIを視野に入れた改善を計画中です。

② エンジニアリング領域の強化

現在の「tdi－SPS」は、プロジェクト管理面の強化を重点的に行ったものです。

今後は、品質の向上に向けて、エンジニアリング領域、とくに CMMIのプロセス

領域である要件開発、要件管理への対応が課題です。

③ 支援領域の強化

現在の「tdi－SPS」で対応したプロジェクト管理能力をより高めるために、「測

定と分析」の強化を計画しています。

２．３ 活用しているツール、技法

TDIでは、特別なツール等を使用せずに、現場レベルでの利便性を持たせるため

Excel等を使用しています（表４）。

表４ TDI で利用しているツール

ツール 用 途

TDI の基幹システム（MAGMA）
・社内開発したシステムで、売上／利益、
リソース等を全社一元管理

TDIの社内ウェブサイト（Project Man-
agement Office）および共有サーバ

・「tdi－SPS」の手続きや様式およびプ
ロセス資産等を全社で共有

各プロセスで使用する様式等

・「tdi－SPS」の手続きで指定または推
奨されている「プロジェクト計画書」、
「プロジェクト完了報告書」等は、大半
はExcel で作成
・マクロを活用しての入力の省力化

WBS、スケジュール
・市販パッケージのMicrosoft Project
やプロジェクトの特性に合わせてEx-
cel 等も活用
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２．４ 人材育成

TDIでは、人材の育成のため「人材開発センター」を設置し年間教育計画に従っ

て育成を行っています。また毎年 SQAレビューア育成コース等も開催し、レビュー

品質向上にも取り組んでいます。さらに実践型エンジニア育成として社内リアル

ケースを用いた手作りの研修も企画し、プロジェクトマネージャ、アプリケーショ

ンエンジニア等を中心に早期育成に努めています。

３．学ぶべき点

SW－CMMまたは CMMIのモデルを採用したプロセス改善は、多くの会社組織

で取り組んでいますが、トップの参加の管理面（マネジメント）等では、どのよ

うに取り組まれているでしょうか。本事例は、「Preventive Management」という

キーワードをもとにトップ参加の管理面（マネジメント）を重要視したプロセス

改善に取り組み、成果が得られた事例として参考になります。

参考文献

能力成熟度モデルのキープラクティス １．１版，１９９９年

開発のための CMMI １．２版，２００７年
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１．プロセス改善活動の背景

１．１ 改善方針

改善方針は次のとおりです。

・できることからはじめる

１．２ 達成目標

達成目標は次のとおりです。

・ソフトウェア品質向上、生産性向上

１．３ プロセス改善推進体制

TELSTにおけるプロセス改善推進体制は、開発グループの代表者で構成する委

員会です。ここでは、ソフトウェア品質向上のための情報共有活動、改善プロセ

スの導入活動支援を行っています。プロセス改善推進委員会を図１に示します。

東京エレクトロンソフトウェア・テクノロジーズ株式会社

札幌テクノロジーセンター

東京エレクトロン・ソフトウェアテクノロジーズは、１９９１年に東京エレクトロンから分

離した会社で、親会社ブランドの半導体製造装置、FPD製造装置、コンピュータシステ

ム関連機器のソフトウェア・制御システムの開発を行っています。本社は東京ですが、今

回の事例は九州、山梨、東北の製造拠点で製品を作り、札幌でソフトウェア開発を行って

いる分散開発事例です。ソフトウェア製品の開発は新規開発ではなく、適応保守が中心の

ソフトウェア保守であり、組込み系でよく派生開発と呼ばれているものです。

従来は製造拠点からの修正依頼が来ると、ソースコードを直し始めていました。母体の

ドキュメントがないこともあり、修正依頼→コード調査→コード修正→テストというプロ

セスを実施していました。その結果、修正漏れが起因となった不具合が発生し、修正コー

ドを納品してからも不具合対応に追われているという有様でした。このような状況を打破

するために、XDDPを取り入れ、手戻りの少ないソフトウェア保守を行うプロセスを実現

したのです。

XDDPを適用しても工数には変わりはないのですが、「開発への不安がなくなった」「仕

様漏れに早く気付くので計画が崩れにくくなった」と現場の声は導入効果そのものであり、

ソフトウェア保守の安心さを実現しました。

キーワード

・派生開発

「ソフトウェア保守」の定義を含み、社会や環境の変化に対応するための機能の追加・

削除・移植等の仕様の変更によって新たな製品を生み出したり、既存のソースコードの

流用を前提としたソフトウェア・システムの改造を伴う改変行為という（株）システム

クリエイツ清水吉男氏考案定義。

・適応保守

JIS X ０１６１：２００２（ISO/IEC１４７６４）ソフトウェア保守での保守タイプ、他には是正保

守、予防保守、完全化保守がある。

・ソフトウェア保守

JIS X ０１６１：２００２（ISO/IEC１４７６４）。

・XDDP

eXtreme Derivative Development Process、（株）システムクリエイツ清水吉男氏

考案の派生開発専用のプロセス。

・USDM

Universal Specification Description Manner、（株）システムクリエイツ清水吉男

氏考案の要求仕様を表現する方法。

■東京エレクトロンソフトウェア・テクノ

ロジーズ株式会社 札幌テクノロジーセ

ンター

（本書で用いる略称：TELST）

●ビジネスゴール

・高品質のソフトを、素早く市場に提供する

●製品・サービスの概要

半導体製造装置 FPD製造装置、コン

ピュータシステム関連機器のソフトウェ

ア・制御システムの開発

URL http : //www.tel.com/jpn/about

/japan/telst.htm

派派生生開開発発にによよるる品品質質おおよよびび開開発発効効率率のの向向上上
～XDDP・USDMの徹底～事事例例７７
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TELSTにおける USDMの導入は、牽引役のリーダと USDMに関心を示した１０

人の開発者ではじめました。リーダは外部コンサルタントとの窓口も行っていま

す。そのため、開発者からの質問、取り組み結果の検証依頼がリーダのところに

集まるようになり、自動的に情報が集約されます。

外部コンサルタントの役割は、開発者が作成した「変更要求仕様書」のデザイ

ンレビューであり、要求、仕様の粒度、仕様の階層化等に関する問題指摘を行っ

ています。

１．４ プロセス改善対象組織の規模

・２年間で TELSTの７０％の開発部門に展開（図２）。

１．５ 改善活動の経緯

ここで紹介するプロセス改善活動に取り組む前は、仕様の取り違い、仕様漏れ

がプロジェクトの後半になってから見つかり、計画通りの作業が困難になること

もありました。

２００４年秋には、グループ会社に向けて、ソフトウェアの要件開発に関する外部

コンサルタントを招き講演会を開きました。外部コンサルタントの提唱する派生

開発向けの要件定義手法は、それまでにも雑誌記事等でも取り上げられており、

プロセス改善推進委員会メンバがもともと関心を持っていたことも相まって、講

演内容の採用による改善効果が期待できるとの結論になり、プロセス改善推進委

員会が中心となって、USDM手法の導入開始となりました。

１．６ 主要な課題と改善のフォーカス

主要な課題と改善のフォーカスを表１に示します。

表１ 課題と改善のフォーカス

課 題 改善のフォーカス

分散開発でのソフトウェア
保守を行う際の情報不足

課題を補うコミュニケーション手段

仕様が複雑になっているな
かでの追加・変更による修
正漏れの発生

修正漏れを防止

１．７ 顕在化した改善効果

表２に改善効果（定性）を、表３に改善効果（定量）を示します。

表２ 改善効果（定性）

項 目 改善効果

要求仕様合意後の手戻り 減少

仕様漏れと分類されてい
た不具合

減少

計画遅延の機会 減少

要求仕様の明確化に伴い、
プログラム変更仕様設計
とテスト設計の並行進行

可能になり、納期短縮

図１ 推進体制図

図２ 社内での派生モデル開発の展開の様子
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表３ 改善効果（定量）

項 目 改善効果

保守工数と不具合修正工
数（手戻り工数）の比率

適用前は６：４
適用後は８：２
現状は９：１
（全体の工数は変わっていない）

工程内工数比率
適用前：要求定義：１、設計：２、実装：５、テスト：２
適用後：要求定義：４、設計：２、実装：１、テスト：３

要求定義を確実かつ正確に実施し、十分なテストを行うことで、不具合の削減

を実現しました。

２．ベストプラクティス

２．１ 参照モデル上でのカバレッジ

① 当該ベストプラクティスに対応する ISO/IEC１５５０４第５部のプロセス

・ソフトウェア要求事項分析（ENG．４ Software requirements analysis）

・ソフトウェア設計（ENG．５ Software design）

・ソフトウェア結合（ENG．７ Software integration）

② 当該ベストプラクティスに対応するCMMI プロセス

・要件開発（RD : Requirements Development）

・技術解（TS : Technical Solution）

・成果物統合（PI : Product Integration）

③ 当該ベストプラクティスに対応する共通フレーム２００７のプロセス／アクティビティ

・開発プロセス／ソフトウェア要件定義

・開発プロセス／ソフトウェア方式設計

・開発プロセス／ソフトウェア結合

・開発プロセス／ソフトウェア適格性確認テスト

・保守プロセス

２．２ プラクティスの説明

２．２．１ プロセス改善への取り組みの背景

TELSTでは、親会社ブランドの半導体製造装置、FPD製造装置、コンピュータ

システム関連機器のソフトウェア・制御システムの開発をしています。ミッショ

ンは、工場にいち早く高品質な製品ソフトウェアを提供し、工場から顧客に製品

を提供できるようにすることです。開発体制としては、ハードウェア製造とソフ

トウェア製造の両方を行っている拠点が、山梨、九州、東北であり、今回の事例

の組織である札幌は、ソフトウェア製造のみとなっており、上記の各拠点からソ

フトウェア製造依頼があります。東京は、ソフトウェア製造のみですが、基礎開

発的なことを行っています。このようにハードウェアとソフトウェア開発の拠点

が分かれた製品があり、ソフトウェアも拠点間での分散開発となっているため、

情報共有の不足、コミュニケーションの不足が起因となり仕様の取り違えが起き

ることがありました。USDMに取り組んだ背景には、分散開発によるコミュニケー

ション不足が起因となった失敗を少なくし、はじめから完成度の高いソフトウェ

アを納めることにより、納品後の手戻りの心配をすることなく、次の開発に全力

で取り組める環境を作ることにありました。

２．２．２ 派生モデル開発への取り組みの背景

TELSTでは、要求仕様に時間をかけず、「まずは動くものを作る」の精神で作業

を進めていました。そのため仕様の抽出が不十分であり、設計またはコーディン

グをしながら仕様を詰めていくという作業をしていました。その結果、「テスト工

程で要求の取り違い」や「仕様漏れが見つかって」、「計画が崩れる」ことがあり、

開発メンバ自身が作業を計画通りに進める自信をなくしていました。

この状況を打開するために、２００４年に USDM（「２．２．３ USDMとは」を参照）

を用いた要求の仕様化に取り組みました。USDMは XDDPのなかで紹介された要

求仕様を表現する方法で、派生開発の場合は「追加機能の要求仕様書」や「変更

要求仕様書」として活用します。「変更要求仕様書」は、変更に特化した要求仕様

書の記述方法を用いているので、開発メンバの理解した変更要求の範囲を表現し

やすくし、仕様の漏れが発見しやすくなる工夫がされています。

第３章 ベストプラクティス編 事例７：派生開発による品質および開発効率の向上

１３６ １３７



２．２．３ USDMとは

USDMは Universal Specification Description Mannerの略で要求仕様を表現す

る方法です。新規開発はもとより、追加機能の要求、仕様変更の要求を主とする

派生開発でも使える表現方法です。

その特徴は、以下のとおりです。

① 要求を“振る舞い”で表現する

要求とは、「実現して欲しいこと」。実現して欲しいことを操作やソフトの動き

がイメージできるように“振る舞い”で表現することで、要求提供者の要求を開

発者が理解しやすくなります。

②「理由」を付けて要求補強する

要求には「理由」や「背景」があります。

要求と理由を一緒に表現することで、要求の「履き違え」を押さえることがで

きます。

③ ４つの分割基準を提供し、要求を分割・階層化して要求の範囲を制御する

要求を実現する仕様を抽出しやすくするように要求の分割・階層化を行います。

要求を分割する際には、次の４つの基準を用います。

・「時系列（時間軸に着目）」

・「構成（機能や構成）」

・「状態（状態という概念で要求の階層化）」

・「共通（共通する機能を切り出し独立させる）」

といった基準で分割します。要求を分割することで、実現する範囲がしぼられる

ため、仕様抽出がしやすくなります。

④ 要求と仕様を階層構造で表現する

４つの基準で分割された要求の下に仕様を展開します。仕様は要求を実現する

うえでの具体的な記述です。具体的な記述とは、仕様からソースコードの変換が

イメージできる記述としています。

⑤ 範囲が制御された要求の中で仕様を抽出する

１つの要求が多数の仕様で実現される場合があります。仕様の数が多い場合は、

それらをいくつかのグループに分けて分類します。グループは、グループをあら

わす記号(＜ ＞)を使って適当なグループ名（グループ名は名詞形）を挟んで表現

します。

●要求仕様書の特徴部の例

要求を分割・階層化して仕様を抽出することで、実現して欲しい「要求仕様」

を関係者が認識することができるようになります。USDMで詳細に表現された要

求仕様書で合意がなされれば、それ以降は、安定した開発を進めることができる

ようになります。

以上の手順に沿って作成した要求仕様書の特徴部の例を図３に記します。

図３ 要求仕様書の特徴部の例

２．２．４ USDMによる要求定義以降の開発効率の改善

USDMを取り入れてから、最初のうちは、変更要求仕様書の完成までに全体開

発工数の約４割を投入していましたが、USDMでの表現方法が組織で安定すると、

変更要求仕様書の作成時間は短くなり、全体開発工数の約３割に落ち着きました。

変更要求仕様書作成作業の手順は次のとおりです。

① 要求に対する実現方法（仕様）を検討する
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② 既存資産（ソースコード、ドキュメント）を確認し、変更箇所を洗い出す

③ 変更要求仕様書の構成を検討する

④ 変更要求仕様書を関係者間でレビューする

ここで注目したい箇所は、「② 既存資産の確認作業」です。XDDPではソース

コードの変更箇所＝仕様変更と捉え、USDMの表記方法にしたがって、変更要求

仕様書上で仕様の分類と整理を行います。その後に設計～実装作業に移るため、

作業を確実に行えるようになっています。導入以前は、極端にいえば、手当たり

次第にソースを直し、テストしてから漏れが発見され、そして前に戻るという作

業を行っていました。

XDDPと USDMを取り入れる前は、ソースコード上で該当箇所を見つけしだい

修正し、動作を確認するといったことを行っていたため、変更箇所を記録した資

料が残っていませんでした。また、コーディング終了後にその資料を作成すると

いったことをしていましたが、この作業は効率的ではなく、記録上の漏れも起き

やすく、再利用されることも少ないものでした。

USDMを取り入れてから、開発効率の面で改善されたことは、

・設計～実装段階で“仕様漏れ（検討漏れ）”が減少

・テスト段階で“仕様漏れ（検討漏れ）”が減少

“仕様漏れ（検討漏れ）”が原因の手戻りが少なり、開発効率が改善

・USDMで表現した変更要求仕様書には具体的な変更内容が書かれているため、

変更点を狙い撃ちしたテストケースが考えやすい

２．２．５ USDMによる品質の向上

TELSTでの製品の品質の決定は「知見者が参加するレビュー」と「最終工程の

テスト」が大きな割合を占めています。

下記のように USDMによって、品質は向上しており、その品質は開発メンバに

自信を与えています。

（１）レビュープロセスの改善とその効果

① 関係者を交えたレビューが機能する

レビューは変更要求仕様書が書かれたところで、作成者、知見者、依頼元との

間で行います。

知見者は変更要求仕様書を通して“仕様漏れ（検討漏れ）”を検出します。

依頼元は依頼した内容が正しく伝わったことを要求と理由から確認します。ま

た、時系列で書かれた要求、仕様からは動きを確認することができます。

② レビューによる欠陥検出が向上

USDMで書かれた変更要求仕様書は仕様漏れが発見しやすい表現方法なので、

レビューで欠陥検出ができます。また、変更要求仕様書はテストケース作成時の

入力文書としても使っているので、テストケース作成時に仕様の誤り、仕様漏れ

に気が付くため、テスト工程に進む前に欠陥を除去することができます。

（２）テストプロセスの改善とその効果

① テスト段階での仕様漏れ不具合が減少

テストケースのレビューで仕様漏れを防ぐことができるので、スケジュールに

影響を与える作り込み不足はほぼ発生しません。

② テストケースが作りやすくなる

変更要求仕様書には変更点が Before/Afterの表現で書かれているため、変更点

を狙ったテストケースが作りやすくなります。また、変更要求仕様書には変更点

以外のことは扱いません。ここに書かれていないことの確認をテストケースで表

現し、これを作成者と確認することで“仕様漏れ（検討漏れ）”を防ぐことができ

ます。

③ 最終テストの目的が変化

最終テストは不具合を発見する工程から、期待する動作を確認する工程に変化

しています。

２．２．６ 変更要求仕様書の組織への展開

組織への展開は次のように進めました。

はじめに USDMの考案者である外部コンサルタントを招き、USDMの話をして

頂き、開発メンバ全員の知識と意識を合わせました。
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各開発グループは USDMを取り入れ、その取り組み結果を直接外部コンサルタ

ントに指導していただきました。

指導方法は、

① オープンコンサルティング

これは、個人または、開発チームと外部コンサルタントとのやりとりの様子を

聴衆にみせる方法です。開発者の工夫と外部コンサルタントからのアドバイスを

聴衆側も直接確認できるよさがあります。また、約４０名の聴衆を前にコンサルティ

ングが行われるので、発表者には発表の訓練にもなります。

② 夕食会を利用したコンサルティング

食事をしながら、コンサルティングをする方法です。食事会の参加者は１０名程

度、オープンコンサルティングに比べて少人数なのと、食事で気持ちが和らいで

いることで参加者からは質問しやすいと好評です。

③ メールを介したコンサルティング

電子メールは担当窓口を介して行います。担当窓口を介すことで、取り組む組

織が把握でき、質問事項が整理できるので、先に挙げた２つのコンサルティング

の対象を担当窓口がメールでの質問内容・量を観ながら、適切に選ぶことができ

ました。

上記のイベントは、USDM導入当初は１～２ヵ月おきに開催していました。定

着した現在は、半期に一度程度で行っています。

２．２．７ USDMによって得られた効果

ベースとなるソフトウェアに対する追加、変更を主とする派生開発を担当する

開発グループにおいて、USDMを使った変更要求仕様書は、「階層化された要求に

対して＜グループ＞で範囲を特定した中で仕様を展開する」、「変更されることが

らだけを記述する」、「ソースコード＝仕様ととらえる」をルールに仕様を表現す

るため、開発者がどこに変更を加えて、要求を実現しようとしているかを理解す

るのに適したものでした。

USDMを取り入れた効果として、開発メンバから次のような意見が上がってい

ます。

・各開発工程での手戻りが減った

・計画通りに作業を進めることができるようになった

・変更要求仕様書があれば、作業途中からの応援参加がしやすい

・テスト担当、設計担当を分けて並行開発が可能となった

・仕様の取り違え（未検討を含む）による不具合はほとんどなくなった

・出荷後の問い合わせが減った

・安心して開発ができるようになった

USDMで表現した変更要求仕様書は組織に定着しています。派生開発のため、

性質の似た機能要求が多くあります。性質の似た機能間で仕様漏れがおきにくい

ように、要求の階層化、仕様のグループ化をパターン化して、これを「テンプレー

ト」として活用する工夫も行われています。各グループの工夫を開発メンバで確

認できるように、年に一度、「要求仕様書グランプリ」と題して、参加者全員で講

評し合っています。

２．２．８ 組織文化

TELSTの組織文化は現場主導での実施です。各開発グループが改善したいこと

をそれぞれで実施します。各開発グループの改善活動は、開発グループの代表で

構成されるプロセス改善推進委員会で紹介されるので、改善活動を開発グループ

間で共有することができます。

共有したことは、開発グループの代表を通じて各開発グループに展開されます。

プロセス改善推進委員会に参加する代表者は開発経験が２～５年の若い社員です。

若い社員ほど、既存の開発スタイルにとらわれず、改善意欲が高いことも組織文

化であります。また、トップの品質への関心も高く、半期に一度、社員全員が集

まる全体会議では必ず品質に関わるテーマが扱われています。

２．３ 活用しているツール、技法

USDMでの要求仕様の階層化は Excelを使って表現されるため、Microsoft Of-

fice環境があれば、誰でも試すことができます。
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２．４ 人材育成

TELSTでは、XDDPと USDMで表現した要求仕様書を普及展開するための教育

を実施し、講師から要求仕様書の説明会を受けています。受講できなかったメン

バには、ビデオ教材を提供し、自習できる環境を用意しています。

また、開発者が書いた要求仕様書を講師がレビューし、コメントをフィードバッ

クして、要求仕様書の作成能力を高める機会も提供しています。

３．学ぶべき点

仕様漏れ、仕様の取り違いに気が付きやすい表現で要求仕様書を作成すること

で、高品質のソフトウェアを開発できるようになった事例です。要求に対する理

由付け、要求仕様の階層化を通して開発メンバが自分の思考を整理しながら開発

を進める姿勢に変化したことも注目すべきところです。

参考文献

清水吉男：要求を仕様化する技術・表現する技術－入門＋実践 仕様が書けてい

ますか？，技術評論社，２００５年

清水吉男：「派生開発」を成功させるプロセス改善の技術と極意，技術評論社，２００７年
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１．プロセス改善活動の背景

１．１ 改善方針

SEI/SISでは、システム開発の工業化をキーワードとして以下の３つを柱として

改善を進めています。

・属人性を排除する設計手法の導入

住友電気工業株式会社

情報システム部

＆

住友電工情報システム株式会社

システムソリューション事業本部

住友電気工業株式会社、住友電工情報システム株式会社ではエンタープライズ系システ

ム開発の工業化を目指して、（１）属人性を排除した設計手法の確立、（２）部品組立型シ

ステム開発、（３）統計的手法を使った品質管理を実践しています。

属人性を排除した設計手法は、T字形 ER手法の導入により実現されています。T字形

ER手法は少ないルールで作図でき、作成されたデータベース設計に差異が少ないという

特徴があります。仕様の不明確さや、不整合があると作図できないため、仕様書の品質が

一定以上であることを保証します。属人性を排除することにより SEの経験やスキルに左

右されない設計が可能となり、手戻りによるコストが削減されました。

部品組立型システム開発は、業務に特化した部分の再利用率を高め、生産性と保守性を

向上させることを目標として取り組まれたもので、受注番号や受注日等のデータ項目や、

画面、帳票等を含む約２，０００の部品が蓄積されています。また、適切な部品を選択し、利

用できるようにするため、トレーニングコースの整備、ネーミングルールの標準化、部品

や画面の自動選択ツールの開発を行っています。

統計的手法を使った品質管理は、部品組立型システム開発に対応した規模指数の導入、

u管理図による欠陥数の管理、プログラム中の if文の数を用いた欠陥数の予測により実現

しています。また、一連の工程での欠陥の作り込み数、除去数をグラフ化することで開発

チームの品質管理能力を明示しています。統計的品質管理に用いる管理図等の各種グラフ

は自社開発の構成管理ツールにより自動生成されるため、開発チームの手を煩わせること

なく状況を容易に確認できます。

品質向上を議題とした全社大会の定期開催、トレーニングの構築と実施、品質管理部門

による管理支援等も行われており、３つの取り組みを含めて、定着、改善が図られています。

キーワード
・組立型開発

住友電工（株）情報システム部、および住友電工情報システム（株）で実施されている

ソフトウェア部品化／再利用＋コードジェネレーションを活用したソフトウェア開発

・定量的プロジェクト管理

・統計的品質管理

・JaX

プログラムの規模を測定する指数

・組立型プログラミング

・サイクロマティック複雑度

if、while、for 等のプログラムの流れに基づいてプログラムがどれだけ複雑かを計測す

る指標。一般に管理上限値は２０とされています。Javaプログラムの場合、自動計測を行

うEclipse のプラグインがオープンソースで公開されている

■住友電気工業株式会社（Sumitomo Elec-

tric Ind., LTD）情報システム部

（本書で用いる略称：SEI）

■住友電工情報システム株式会社（Sumi-

tomo Electric Information Systems

Co., Ltd）システムソリューション事業

本部

（本書で用いる略称：略称SIS）

●ビジネスゴール

・統計的品質管理手法による継続的品質改善

・年率 ５～１０％ の継続的開発コスト削減

●製品・サービスの概要

・基幹系システムの開発

・パッケージ製品の開発、販売

楽々Framework II（基幹システム開発用

ソフトウェア部品、開発環境）

楽々Workflow II（楽々 Framework II

と連携するワークフロー・ソフト）

楽々Procurement(Web購買システム）

QuickSolution（全文検索システム）

URL http : //www.sei.co.jp/

URL http : //www.sei－info.co.jp/

ソソフフトトウウェェアア部部品品にによよるる組組立立型型開開発発とと品品質質保保証証
～基幹システムでのコードの再利用～

事事例例８８
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・部品組立型のシステム開発

・プロセス改善による QCDの向上

１．２ 達成目標

達成目標は、次の３点です。

・データ中心設計による２０％以上の工数削減

・再利用部品開発による開発コストの半減（対 COBOL比）

・定量的品質管理による出荷後欠陥数の半減

１．３ プロセス改善推進体制

SEIは、２０年以上前から新技術を評価し導入する部署が設置されており、新しい

開発手法や開発ツールの導入を伴う革新的なプロセス改善を推進しています。

SISは、主としてビジネスシステムの設計・開発・運用を担当し、２００３年には

CMMレベル３を達成、漸進的なプロセス改善を推進しています。

２００７年からは統計的手法を使った定量管理を実現するために SEI、SISの両社が

連携し、プロセス改善を推進しています。

① 新技術（ツール、手法）の評価・導入の担当

・SEI システム技術グループ

② プロセス改善の担当

・SIS

プロセス改善推進委員会（委員：社長、部長、課長および SEPG）

品質管理推進室

プログラム改善ワーキング・グループ（WGは必要に応じて結成）

１．４ プロセス改善対象組織の規模

・開発者約２００名（プロジェクト管理者、設計者、開発者等）

１．５ 改善活動の経緯

SEIでは約２０年以上前から技術の評価・導入のための組織を設置し、常に社内開

発チームのニーズや世間の動向を見ながら技術的な改善活動を続けています。２００６

年からはシステム開発の工業化に向け、CMMI レベル４、５達成を目指して、統

計的手法を使った開発手法の開発に取り組んでいます。

SEI/SISではシステム開発の工業化を実現するため、「属人性を排除した設計手

法」、「バイナリ部品の再利用」、「統計的品質管理」の３つの観点から継続的に改

善活動を行っています。表１に、これまでの取り組みを示します。

表１ SEI/SIS の主な取り組み

年 取り組み内容

１９８９年
プログラム開発の生産性向上を目指してソースコード・ジェネレータを
自社開発

１９９１年 ソースコード・ジェネレータを全社展開

１９９４年
生産性向上ワーキング・グループ活動結成
設計工程を含む開発生産性向上を目指してデータ中心設計を導入

１９９９年 組立型開発の実現を目指して Java によるフレームワークを開発

２００３年 ソフトウェア部品が充実し、組立型開発を開始

２００３年 CMMレベル３を達成

２００６年 品質大会開始

２００７年 品質向上を目指して統計的手法を使った品質管理を実施

１．６ 主要な課題と改善のフォーカス

・属人性を排除した設計手法の導入

・ソフトウェア部品の開発と利用技術の普及

・属人性を排除した品質コントロール手法の確立と普及

１．７ 顕在化した改善効果

SEI/SISにおける改善効果を表２に示します。
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表２ 改善効果

項 目 改善内容

データ中心設計によるシステム開発コスト ３０％削減

組立型開発導入 COBOL比で約３倍の生産性向上

統計的手法を使った品質管理の導入 出荷後欠陥数半減

２．ベストプラクティス

２．１ 参照モデル上でのカバレッジ

① 当該ベストプラクティスに対応する ISO/IEC１５５０４第５部のプロセス

・品質管理（MAN．４ Quality management）

・測定（MAN．６ Measurement）

・資産管理（REU．１ Asset management）

・再利用計画管理（REU．２ Reuse program management）

・知識管理（RIN．３ Knowledge management）

・ドメインエンジニアリング（REU．３）

② 当該ベストプラクティスに対応するCMMI のプロセス領域

・測定と分析（MA : Measurement and Analysis）

・技術解（TS : Technical Solution）

・組織プロセス定義（OPD : Organizational Process Difinition）

・定量的プロジェクト管理（QPM : Quantitative Project Management）

・組織プロセス実績（OPP : Organizatinal Process Performance）

③ 当該ベストプラクティスに対応する共通フレーム２００７のプロセス／アクティビティ

・開発プロセス／ソフトウェア要件定義

・開発プロセス／ソフトウェア方式設計

・再利用プログラム管理プロセス

・ドメイン技術プロセス

２．２ プラクティスの説明

２．２．１ ソースコード・ジェネレータ技術の確立

一般的にホストコンピュータ上でのプログラム開発は抽出、ソート、マージ、

帳票出力等に分類されたプログラムの雛形に必要なコードを追加することが主で

した。SEI/SISでは、オープンシステムの開発でもこの考え方を取り入れました。

当時は Informix―４GLで開発をしており、telnetベースの画面が中心でした。１本

のプログラムで照会・登録・変更・削除等の機能があり、COBOL利用時の雛形よ

りも、より高度な雛形が必要でした。雛形を使用する際のコピー後のプログラム

修正工数を削減するために、１９８９年にソースコード・ジェネレータを自社開発し、

雛形コピー時にはソースコード・ジェネレータにパラメータを入力するようにし、

ソースコードに必要なパラメータが自動的に埋め込まれるように工夫しました。

この機能によりプログラマは、使用する雛形の名前、受注番号や受注日といった

プログラム固有のデータ項目を指定するだけで、とりあえずは動作するプログラ

ムの自動生成が可能でした。そしてプログラマは自動生成されたソースコードに

必要なビジネスロジックを追加し、プログラムを完成させます。ソースコード・

ジェネレータが使用する雛形は簡単に追加・変更することができたため、プログ

ラムの自動生成が幅広くできるようになり、１９９１年にはソースコード・ジェネレー

タを使ったプログラム開発が SEI/SIS全社に定着しました。この取り組みにより

以下の技術基盤が確立し、ソフトウェア部品開発の基礎となりました。

・雛形の開発技術すなわち粒度の大きいソフトウェア部品の抽出技術の確立

・雛形利用を前提にした設計の定着

・プログラムの構造やコーディングスタイルは自動生成されたソースコードを真

似てプログラムを開発するため、プログラム構造等の標準化の進展

２．２．２ データ中心設計の導入と定着化

実装レベルでのソフトウェア部品を再利用するためには、システムのアーキテ

クチャや設計思想を統一する必要があります。ところがソフトウェア設計は非常

に自由度が高いものであるため、SEの経験やスキルによってさまざまに設計され、

結果的に、どの設計が正解であるかという客観的な判断基準を示すことができな
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いという課題があります。

１９９４年に結成した生産性向上ワーキンググループ活動を通じて、データベース

設計の品質がプログラム開発の生産性に大きな影響を与えることが判明し、デー

タベース設計手法の検討に着手しました。調査・検討の結果、属人性を排除しや

すい T字形 ER手法を採用し、そのサンプルとして図１に T字形 ER図を示します。

T字形 ER手法は少ないルールで作図できるため、教育が比較的容易です。また、

正解が１つであるためレビュー者によっての指導内容が差異が少なく、設計品質

を一定に保ちやすくなります。そして大阪、東京、横浜、名古屋等の各開発拠点

で T字形 ER手法の講習会を実施した後、実プロジェクトでの個別指導を実施した

結果、約２年間でデータ中心設計手法が SEI/SISに定着しました。これにより設

計思想が統一され、ソフトウェア部品の前提になるデータベース構造が安定し、

開発した部品が多くのプロジェクトで利用できる基盤が確立されました。

T字形 ER図は、仕様が不明確であったり、仕様間に不整合が生じていたりする

と作図（エンティティ間のリレーションシップの線の描画）ができません。その

ため T字形 ER図が完成した際には、外部仕様書の品質が一定以上になっているこ

とを示していることになります。SEI/SISでは T字形 ER手法の導入により、外部

設計から統合テストのそれぞれのフェーズで約３０％のコスト削減が実現できまし

た。外部設計を原因とする手戻りの減少が、コスト削減につながった例です。

２．２．３ 組立型開発への取り組み方針

ソースコード・ジェネレータ技術によってプログラム開発の生産性は約３０％改

善することができましたが、継続的に生産性を向上させるためにはソフトウェア

部品による組立型開発が不可欠でした。ジェネレータ方式では、次の２つの欠点

がありました。

・基本的にソースコードのコピーによる再利用であり、保守対象のコード量が増加

・改善により自動生成率は向上するものの、工数の削減効果のあるビジネスロジッ

クの自動生成が難しいため、工数効果は約３０％で頭打ち

組立型開発ではこれらの欠点を克服するため、次の方針で進めました。

・ソフトウェア部品はバイナリで提供し、保守性の向上を図る

・システム全体の８割程度が再利用できるよう、システムよりの部品から業務部

品まで広範囲にわたっての部品提供の実施

・部品の蓄積と部品の利用技術の改善により、継続的に生産性を向上できるよう

にする

２．２．４ ソフトウェア部品の開発

１９９９年、サーバ側で動作する Java Servletによる基幹系システム構築事例が雑誌

に掲載され、それに触発された SEI/SISでは Javaによる組立型開発を目指したソ

フトウェア部品の開発を開始しました。基幹システムのプログラムには日付チェッ

ク部品等のシステムよりのソースコードと、受注番号、受注日といった適用業務

に特化したソースコードが含まれていますが、従来の部品化技術では業務に特化

した部分の部品化は困難で、部品化の割合はせいぜい２～３割程度でした。その

ため、組立型開発実現のためには業務に特化した部分のソースコードを再利用で

きるようにすることが必要不可欠です。SEI/SISではソースコード・ジェネレータ

技術でプログラムを分割するノウハウがそれまでに蓄積されていたため、受注番

号、受注日といったデータ項目をプログラムのメインルーチンから分離した雛形

が多数あり、また、前述のとおり、データベース設計手法が全社レベルで標準化

されており、再利用の環境が整っていたのです。図１ T字形ER図のサンプル
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一般的には、オブジェクト指向言語を使ったシステム開発ではクラス図を使っ

た設計が行われます。クラス図を使った設計ではシステム内の共通的な処理を１

箇所にまとめることができるため、システム内の再利用を進めることができます。

しかし、このアプローチは異なるシステム間での再利用が難しく、再利用できる

のは、ログ管理といった汎用機能の部品に限定されます。

このため SEI/SISでは、再利用が難しい具体的なクラス（例えば、受注クラス）

の実装は行わず、受注クラスや出荷クラスを汎化したスーパークラスを実装して

います。部品化するのはエンティティ・クラスであり、受注や出荷はメモリ中に

存在するソースコードを持たないオブジェクトとして扱っています。同様に受注

番号や受注日等のデータ項目もデータ項目クラスのオブジェクトとして扱ってい

ます。受注画面や受注リスト等も画面クラスや帳票クラスのオブジェクトとして

扱えば、簡単に再利用できるようになります。受注番号や受注日の属性（桁数、

データ型、データラベル、入力方法、エラーチェック等）はリポジトリと呼ばれ

るメタデータのデータベースに格納しておき、オブジェクトをメモリ中に生成す

る際、リポジトリから属性を読み込むことで、業務に対応したプログラムがメモ

リ中で動作できるようになります。受注画面もメモリ中のオブジェクトとして実

装され、画面の入力項目、表示項目、対象となるデータベースのテーブル名等を

リポジトリから読み込むことで業務画面の表示が可能となります。

このように高度に抽象化された部品に対してメタデータを与えてやることで販

売管理や生産管理といった適用業務とは関係なく広範囲のプログラムで再利用が

可能になります。これらのソフトウェア部品群は体系化し、楽々 Framework IIと名

付け、全社展開しています。２００７年には、合計約２，０００のソフトウェア部品が登録さ

れ、このうち、約５００がメインルーチンに相当するパターンと呼ばれる部品です。

● 楽々 Framework II

図２に楽々 Framework IIで開発したシステムの内部構造を示します。ブラウザ

から画面表示の要求があると Servletが起動し、要求されたプログラムのメタ情報

をリポジトリ（XPD : XML Program Definition）から読み出します。このメタ情報

にはメインルーチンとなる部品の名前と画面やデータベースで使用する項目名等

が含まれています。Servletはメインルーチンになる部品に項目名等のメタ情報を

引き渡し、図中に Patternと示しているメインルーチンを起動します。データ項目

の各種属性は、DD（Data Dictionary）をオブジェクト化した項目オブジェクトが

メモリ中に格納されています。メインルーチンは必要に応じて項目オブジェクト

を呼び出すことで設定された桁数で画面表示を行うことができます。メインルー

チンや項目オブジェクトには、あらかじめ用意したインタフェースを使ってロジッ

クを追加することができます。この追加したロジックのプログラムをプラグイン

と呼んでいます。プログラマはプラグインを開発することで、例えば金額がマイ

ナスのデータを赤色で表示するプログラムを作成することができます。システム

全体で複数のプログラムから呼び出されるロジックは事前に開発しておきプラグ

インを通じて呼び出すことができます。例えば、在庫管理のロジックは入庫と出

庫のデータを扱うため、図中の Business Logicで示される部分に共用部品として

実装されるケースが多くあります。

楽々 Framework IIを構成している部品は、顧客や社内開発者の要望に応じて日々

機能拡張が行われており、完成度が向上しています。例えば画面用の部品は表３

のような機能が実装されていますが、開発工数はほとんど増やすことなく、ユー

ザーの操作性を大幅に向上させることが可能になっています。

図２ 楽々 Framework II で開発したシステムの内部構造
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表３ 楽々 Framework II の主な機能

項 目 機 能

ブラウザの入力項目の移動
一般にTABキーだが、カーソルキーやリターンキー
による移動が可能

コード入力時 対応する名称の自動表示

一覧表示画面
設定項目でページ切り替えが可能であり、また、デー
タ項目ごとに昇順、降順のソート可能

日付型項目への入力
３ヵ月分のカレンダーをポップアップすることが可
能であり、マウスで選択入力することが可能

２．２．５ 組立型開発の実践

組立型開発の１つの課題はソフトウェア部品の構築ですが、もう１つの課題は

ソフトウェア部品の利用技術です。多数の部品を用意しても適切な部品を選択し、

部品を利用する技術（可用性）がなければ生産性向上は困難です。そこで SEI/SIS

では以下のように再利用ができる体制を構築しました。

① プロジェクトの開発に合わせたタイムリーな人材養成

設計者向け、開発者向けのトレーニングを毎月実施し、プロジェクトの開発に

合わせてタイムリーに人材を養成できるようにしました。

トレーニングは演習を中心に行い、開発者は約３日間で簡単なプログラムの組

み立てが可能。その後、開発現場で２～３週間OJTによる指導後一人前のプログ

ラマにとして活躍。

② 部品のネーミングルールによる部品名からの機能類推

メインルーチンの部品は、照会、登録、変更、削除、帳票といった機能区分と

画面の構成（例えば、ヘッダー＆ディテール形式）で絞り込めるようにするため、

部品名の先頭３文字を機能区分、４文字目から画面構成およびオプション情報を

示す。

（例：EntFaは、登録機能（Ent）を持つヘッダー（F）＆ディテール（a）形式の

入力画面）

③ 画面の自動組立

データベースの設計情報から利用可能な部品を自動選択可能とし、自動組立を

実現することで複数の画面候補を自動的に設計者に示す。設計者は自分のイメー

ジに近い画面を選択できる。

④ 画面デザインツール

ブラウザ上で画面デザインを編集できるツールを提供し、容易な組立を実現。

２．２．６ 組立型開発の効果

組立型開発による生産性向上の結果を表４に示します。生産性はファンクショ

ン・ポイントに対するプログラム開発工数で測定したものを比較しています。

比較対象の開発言語 組立型開発の生産性

COBOL 約３倍

Visual Basic 約２倍

Cold Fusion 約１．５倍

表４ 従来開発言語の生産性を１とした場合の組立型開発の生産性

表４での組立型開発のコーディング量は、照会・登録・変更・削除を備えた受

注や出荷のプログラム１本あたり、コメント行を除いた論理行数の平均値が約１８０

行です。提供している画面のソフトウェア部品には操作性を改善する多数の機能

が実装されており、部品を利用しない場合、数千ステップの規模になると予想さ

れるため、コーディング量は１／１０以下になったと考えられます。

２．２．７ 組立型開発における品質管理

十分なソフトウェア部品が準備された組立型開発では、プログラム開発が必要

となるシステム固有の部分がビジネスロジックに限定されるため、定量的な管理

がしやすいという特徴があります。

具体的に品質向上策としてとられた施策は次のとおりです。

・部品の組み込み方法に関係する欠陥の再発防止

・McCabe等の指標による複雑度の制御

・プログラムの規模指数の決定と欠陥数評価

・if文の数による欠陥数の予測
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２．２．８ 部品の組み込み方法に関係する欠陥の再発防止

SEI/SISでは過去発生した欠陥を定期的に分析し、頻度の高い欠陥について全社

的に周知し、トレーニングを実施することで、再発を防止しています。例えば、

Javaの浮動小数点の計算では計算誤差が発生するため、浮動小数点計算をする場

合には SEI/SISで提供した計算用部品を使用します。テスト時に、整数や短い桁

数の数値が入力された場合、欠陥が検出できない可能性があり、全プログラマへ

の教育を行った例です。

２．２．９ McCabe等の指標による複雑度の制御

SEI/SISでは、プログラムの品質・保守性を高めるため、McCabeのサイクロマ

ティック複雑度の上限を決め、上限を超えないよう管理することでプログラムの

管理を行っています。McCabeのサイクロマティック複雑度の上限を決めることで

プログラムの品質を管理できるのは、組立型プログラミングの特徴によります。

図３に組立型プログラミングにおける開発内容の内訳を示します。画面出力や画

面遷移等はパターンで、基本的なエラーチェックは項目オブジェクトで、共通化

された部品として実装され、この部品が開発内容の８０％を占めています。プログ

ラミングは残りの２０％の部分となる業務ロジック部分となります。ソースコード

には業務に必要な部分のみが書かれるため、それ以外の部分でサイクロマティッ

ク複雑度が上昇してしまうことがありません。本質的な業務ロジックの部分のみ

をサイクロマティック複雑度に反映することが、効果的な導入につながっています。

サイクロマティック複雑度は Eclipseのプラグインによって自動計測され、プロ

グラミング中にもリアルタイムで表示されます。プログラマが、常にサイクロマ

ティック複雑度を意識することで、簡潔なプログラムが可能となっています。サ

イクロマティック複雑度が２０を超えるものについては、重点的なコードインスペ

クションを行いレポートすることを定めています。

２．２．１０ プログラムの規模指数の決定と欠陥数評価

組立型プログラミングでは Javaでの実装量が極めて少なく、Javaソースコード

のステートメント数だけではプログラムの規模を決定できません。規模が決定で

きないことにより工数や欠陥数が定量的に管理できず、例えば、１本のプログラ

ムの欠陥数が多いのか少ないのかを判断できないといった問題があります。そこ

で、Javaソースコードのステートメント数、および部品のパラメータといった Java

以外の記述全体から、プログラムの規模を測定する指数 JaXを決定しました。プロ

グラムの開発工数がプログラム規模と相関があるため、JaXはプログラムの開発工

数のばらつきを最小にするように統計的に決定されています。

規模指数に JaXを用いることで欠陥のあるプログラムの監視も行いやすくなりま

す。図４（a）は横軸に各プログラムを取り、Javaソースコードの１，０００ステートメ

ントあたりの欠陥数を用いて u管理図を描いたものです。同様に図４（b）は１，０００

JaXあたりの欠陥数を用いた u管理図となっています。JaXではプログラム規模を

適切に推定して規模のばらつきを抑えるため、図４（a）に対して、図４（b）は狭

い幅で安定しており、管理範囲内から外れたプログラムを見つけやすくなってい

ます。

２．２．１１ if 文の数による欠陥数の予測

SEI/SISではプログラム要素と欠陥の相関を分析しており、部品の再利用性が高

く業務ロジックのみを書く組立型プログラミングの特徴から、プログラム中の if

文の数と欠陥の数には相関があることが判明しています。if文の数と欠陥数の相関

を用いることで、テストで除去すべき欠陥数を推定することができます。

図５はあるプロジェクトの if文の数とテストで除去した欠陥の数の相関を示し

ています。横軸に ifの合計数、縦軸にはテストで除去した欠陥数を取り、各プロ

グラムをプロットしています。点線で示した基準値の範囲に点が入っていれば、図３ 組立型プログラミングにおける開発内容の内訳
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テストで適切な数の欠陥が除去できていることになります。多くの場合この範囲

内におさまりますが、範囲を外れている場合、作られたプログラムの品質が悪い、

あるいは、テスト工程が不十分である可能性があることを示しています。この場

合は範囲を外れた理由を分析し、必要に応じて重点的なテストやプログラム製造

者のトレーニングを行っています。

テストで除去すべき欠陥数を標準化し、これに達するまでテストを行うことで

プログラムが一定の品質にあることを保証しています。

図５ ソース中の if 文の数と除去欠陥数の相関図

２．２．１２ プログラム品質管理の成果

SEI/SISではプログラムの欠陥の定量的管理を行うため管理図を用いています。

管理図にはいくつかの種類がありますが、規模の異なるプログラムに対する欠陥

の数を扱える u管理図を用いています。u管理図は工業生産の場では品質管理のた

めに一般的に用いられていますが、ソフトウェア開発への適用例は少なく、SEI

/SISの特徴です。

図６は欠陥数の u管理図を示したものです。横軸に各プログラム、縦軸に規模

あたりの欠陥数をとり、ある１プロジェクトの結果を示しています。管理図では

２σ の範囲に９５％、３σ の範囲に９９．７％の点がおさまる分布となっており、３σ

の範囲を出ると管理から外れた異常な点として対処が必要となります。プログラ

（a） Java の１，０００ステートメントあたりの欠陥数を用いた u管理図

（b）１，０００JaXあたりの欠陥数を用いた u管理図

図４ Java ステートメント数に対する欠陥数と JaXに対する欠陥数の対比
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ム製造の場合、３σ の範囲から外れたプログラムは品質に問題があるものとして、

コードインスペクションやテストが行われます。

●組立型プログラミング固有の改善、定量的管理の結果

以上のような組立型プログラミング固有の改善、定量的管理を行うことにより、

SEI/SISでは欠陥の数が２０件／KJaXから１０件／KJaXに半減しました。また、図６

に示すように各点が２σ の範囲におさまっており、プログラム製造工程が安定して

いることがわかります。

図６ プログラム欠陥数の u管理図

２．２．１３ 本番稼働後のシステムの品質管理

SISは、２００３年に CMMレベル３を達成し、ファンクション・ポイントあたりの

欠陥数を管理してきました。しかし、工程単位の管理は、各工程が終わった段階

でしか目標の達成度合いが評価できないため、実際のプロジェクトでは本番出荷

後の品質を制御することが困難でした。今回導入した定量的な品質管理を実施す

ることでプログラム設計、プログラム開発の進行中に品質保証ができるようにな

り、工程終了時の品質が制御できるようになりました。この結果、本番稼働後の

品質もよりよく制御できるようになりました。

図７は、プロジェクト単位で欠陥の作り込みと除去を示したものです。この図

はレビューやテストの結果からリアルタイムに作成されます。そのため、基準値

との差異をこの図から判断し、次工程（例えば統合テスト）での摘出欠陥数の目

標値の変更が可能となり、最終品質の制御が可能となります。また、欠陥フロー

図の山のピーク位置は開発チームのレベルが上がるほど上流工程に移動し、全体

の欠陥数が少なくなる傾向があります。欠陥フロー図の形は開発チームの品質管

理能力の目安になります。

図７ 欠陥フロー図（推移図）

２．２．１４ 管理ツールの開発

統計的品質管理で使用する管理図等のグラフは作成することが目的ではなく、

管理図を使ってプロジェクトをコントロールすることが目的です。多忙なプロジェ

クトリーダーに毎週管理図をチェックしてもらってプロジェクトの状態を把握し

てもらう必要がありますので、自動的に管理図、相関図が出力できるツール（図

８）を自社開発しました。u管理図を手軽に描画できるソフトが入手できないこと

も自社開発の理由です。

プロジェクトの QCDを管理する為には成果物（仕様書やソース）とプロセス実

績のデータが必要となるため、構成管理ができる文書管理ソフトを開発し、各文

書（ソースの場合は文書に添付）にプロセス実績のデータが登録できるようにし

ました。成果物の規模が自動測定され、成果物に対するレビュー／テスト記録か
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ら自動的に管理図等が出力できます。管理図を含めすべてのドキュメントはブラ

ウザで閲覧できるようにし、管理職や SQA担当者、SEPGも簡単にプロジェクト

の状況が確認できるようにしています。

図８ 構成管理・グラフ作成ツール

２．２．１５ プロセス改善の全社展開

SEI/SISでは、これまで技術的改善を全社展開してきましたが、CMMI レベル

５の組織改革と展開のプラクティスを参考にしながら改善施策の展開の制度化に

取り組みました。改善策の展開にあたり、以下のような問題が想定されます。

・担当者は、業務遂行に手一杯で管理に充分な時間が取れない

・今までのやり方を変えたくないという意識が強い

・担当者が目的を正しく理解できておらず、余計な仕事と思っている

・改善活動に理解を示さない課長が改善活動の工数を確保してくれない

・ツールの使い方がわからない

これらの問題を解決するため①課長と担当者のプロセス改善に対する意識を変

え、②管理活動の工数を確保し、③スキルを身に付ける、という基本方針に従っ

て以下の活動を実施しています。

（１）プロセス改善推進委員会

月１回開催する会議で社長を委員長とし各部門の部課長と SEPGメンバが参加

してプロセス改善の方針を決定し、改善の進捗状況を確認します。全社の管理職

の意識を合わせ、改善施策の展開を加速させます。

（２）品質大会

ソフトウェアの品質向上を目指して品質大会と称する全社大会を２００６年より年

４回実施しています。

品質大会では、①品質や生産性を向上させるために実施した取り組みと成果の

発表、②新たに取り入れた手法の紹介、③失敗事例の紹介等を行っています。

品質大会は社長以下全社員参加で実施し、全社員で改善活動の状況や方向性を

共有しています。他のプロジェクトを知ることで、担当者の品質や定量管理に関

する意識が向上しています。発表回数を重ね、現在ではより効果的で定量的な発

表内容になっています。

（３）定量管理トレーニング

定量的プロジェクト管理の概念や統計に関する知識、品質のコントロール手法

を習得するための概要編と、ツールを使った具体的な手順を習得するための実践

編を組み合わせたトレーニングカリキュラムを構築し、定期的に各地区で実施し

ています。

概要編では実プロジェクトの管理図による具体的な品質コントロール状況の説

明や、統計手法と管理図の一般知識に関する説明を行っています。実践編では実

際に管理図や相関図を作成することで理解を深めてプロジェクトの担当者への定

着化を図っています。
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（４）個別指導および支援

定量管理トレーニングで基本的な手法や手順を学習しますが、各プロジェクト

で実践する際には品質管理推進室の担当者が個別に指導しています。

また品質管理推進室では各プロジェクトが作成した管理図を定期的にチェック

し、必要に応じて管理図の作成支援や指導を行っています。

（５）SQA検証や納入レビューでの利用

月１回開催する SQA検証でも統計的品質管理の実施状況をトレースして問題分

析の結果確認も行っています。社内テスト完了後に納品可否判定を行う納入レビュー

では品質指標値を採取して分析と対策が実施されている事を合格の条件としてい

ます。

（６）プロジェクト内の定例トレース会議での取り組み

プロジェクト内の定例トレース会議では進捗状況やコスト状況の他に品質指標

であるMcCabeや欠陥数の管理図を見て異常値を分析し対策を検討しています。

上記６点の取り組みの結果、管理図を使った品質管理が全システム開発で実施

されるようになりました。

２．３ 活用しているツール、技法

・データ中心設計（T字形 ER手法）

・楽々 Framework II

・IS Portal Document Manager（構成管理、自動測定、管理図、EVM作成ツール）

・組立型開発／組立型プログラミング

２．４ 人材育成

部品化・再利用を推進するために以下のトレーニングを実施しています。

① 楽々 Framework II プログラム開発トレーニング（３日間）

部品の使い方を習得します。

② 楽々 Framework II 外部設計トレーニング（半日）

既存部品が活用できる外部設計のポイントを習得します。

③ 定量管理トレーニング（３日）

統計の基礎を理解し、管理図の作成方法を演習を通して習得します。

３．学ぶべき点

部品化再利用では、仕組みは作ったが部品が登録されない、部品は溜まるもの

の活用が進まない等の課題に直面して頓挫しがちです。この事例では、２０年以上

にわたる継続的な創意と工夫によって、部品化再利用による生産性と品質の向上

を実現しています。技術的なアプローチもさることながら、定着化に向けた施策、

データに基づく品質の制御の仕方も見習うべきところがあります。

参考文献

佐藤正美：T字形 ER データベース設計技法，ソフト・リサーチ・センター，１９９９年

佐藤正美：データベース設計論 T字形 ER，ソフト・リサーチ・センター，２００５年
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１．プロセス改善活動の背景

１．１ 改善方針

今回の改善は、プロジェクト管理の標準化と、全社の主要プロジェクトの状況

を関係者がいつでも監視できるような可視化でした。

留意すべき点は、改善以前から各プロジェクトの状況は PMが把握し、問題点

等があれば、上位管理者にエスカレーションされていたということでした。つま

り、PMの立場から見ると、当初は特別なメリットがないことになります。そのた

め、どんなに高機能なシステムを開発しても、システムが利用されない恐れがあ

り、これが一番のリスクです。このリスクを避けるため、次の方針でシステムの

開発と導入を進めました。

日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社

日立ソフトウェアエンジニアリングでは、複数の事業部それぞれが多くのプロジェクト

を実施しています。各プロジェクトはプロジェクトマネージャ（PM）が管理し、その状

況は課、部、本部、事業部、全社 PMOへとエスカレーションされています。

一般にプロジェクト、課、部、本部、事業部の各レベルでプロジェクト管理項目は異な

り、全てのプロジェクトにおいて詳細項目を細かく管理していますが、課、部と上位レベ

ルの管理になればなるほど概要レベルでの監視の傾向が強まります。

日立ソフトウェアエンジニアリングではプロジェクトの管理項目、各項目の評価方法等

が規格で決まっていますが、実際に使う管理ツールや、データの管理方法等は各プロジェ

クトの実情に合わせて決めています。このなかで得られた良い管理方法は、課内、部内に

伝えられ、利用されてきました。本部、事業部へのエスカレーションも、同様に工夫され

たものとなり、事業部、本部ごとに、少しずつ異なった管理方法を実施していました。

そして、プロジェクトごとの違いおよび標準ツールを使用していないことは、本部長、

事業部長、全社 PMOが各プロジェクトを監視する際の弊害になっており、全社的な改善

の困難さをもたらしていました。

そこで、プロジェクト管理の標準化をすすめ、全社の主要プロジェクトの状況を関係者

がいつでも監視できるようにすることに取り組み、全社で利用する統一的なプロジェクト

管理ツールの導入を進めました。

今回の取り組みにおける一番の課題は、これまでにもプロジェクトそれぞれについてき

ちんと管理されており、システムを導入しても、直接個別のプロジェクトの管理の改善と

はなません。したがって、今回の取り組みは PMにとってのメリットがわかりにくく、

また管理方法が部、本部レベルである程度標準化されている部署でのメリットもわかりに

くいため、ユーザの協力面の不安がありました。

そこで、まず簡単なシステムを導入し、システムのメリットを実証してシステム導入の

コミットメントを得た後、システムの機能拡張をしてユーザを拡大、さらに操作性を改善

し全社導入という、段階的な導入戦略をとることにより、ユーザの理解を得、全社規模で

の導入に成功しました。日立ソフトウェアエンジニアリングでとった導入のフェーズは以

下の３フェーズです。

・フェーズ１：効果を知ってユーザのコミットメントを得る

・フェーズ２：ユーザの拡大

・フェーズ３：全社活用

キーワード

・プロジェクト管理

・全社プロジェクト管理システム：EPM（Enterprise Project Management）

■日立ソフトウェアエンジニアリング株式

会社

（本書で用いる略称：HSW）

●ビジネスゴール

・持続的成長の実現

●HSWの製品・サービス

・システム開発

・サービス

・プロダクト＆パッケージ

・情報処理機器

URL http : //www.hitachisoft.jp/

全全社社レレベベルルででののププロロジジェェククトト管管理理のの改改善善
～段階的にツールを導入し作業内容変更の最小化をはかる～

事事例例９９

第３章 ベストプラクティス編 事例９：全社レベルでのプロジェクト管理の改善

１６８ １６９



① 利用者にとって、追加コスト（作業等）と効果、利点等がバランスすること

② システムの導入の前後で主要な関係者の役割や作業が大きく変わらないこと

③ 改善以前のやり方からスムーズに移行できるようにシステムを設計すること

④ 改善に当たり、利用者からの要望、要求にタイムリーにフィードバックすること

⑤ フェーズを決めて段階的にリリースすること

１．２ 達成目標

HSWでの今回の改善は、システムの開発と提供だけでなく、そのシステムを使

い、効果的にプロジェクトの監視が行われることを目指し、具体的には、以下の

３点を達成目標としました。

① プロジェクト管理に関する情報を１つのシステムで統合管理する

② プロジェクトのステータス情報を管理するための１つのシステムを全員が使う

ようになる

③ 上級管理者がプロジェクトのステータスを確認するときには、個別に PMに確

認する前に、システムを利用して確認する

１．３ プロセス改善推進体制

HSWでは、準備したシステムを確実に利用されることを目指し、最初から適用

の拡大を意識した次の体制としました。システムが定着した後は、全社 PMOとシ

ステム部門がシステムの維持改善を行っています。

・全社 PMO：利用部署への説明と運用支援

・プロセス改善技術センタ：マスタープランの策定とシステムの開発

・利用部署：とりまとめ者を置き、利用部署内の適用支援、問題点の吸い上げを

実施

１．４ プロセス改善対象組織の規模

・全社員約５，０００人

１．５ 改善活動の経緯

HSWの今回の改善への取り組みの動機には、プロジェクトの監視の効率向上と

プロジェクト管理の質向上の２つがありました。管理が不十分では、プロジェク

ト実施に問題が生じるので、タイムリーに効率よくプロジェクトの状況を全社 PMO

等が監視する必要がありました。

１．６ 主要な課題と改善のフォーカス

HSWでは、もともと原価管理システムや、作業量管理システム等があり、プロ

ジェクトの管理に利用できるデータが社内の各種システムで管理されていたので

すが、これらのデータを有効利用するためには、各種システムそれぞれからデー

タを入手する必要があり不便でした。この課題を解決するために、共通的なプロ

ジェクト管理ツールの開発と定着化を推進しました。

また、改善を進めるにあたっては以下の懸念の払拭が必要でした。

① 各管理者の管理スタイルができあがっていて、これまでそのスタイルでプロジェ

クトの管理を成功させてきており、管理者は、標準化のための変更の必要性を

感じていない

② 上級管理者も、自分の管理範囲では、これまでのやり方で困っておらず、また、

自分の見やすい方法で報告させたい

③ 技術者、管理者は、定量的で詳細な報告は面倒であり、報告することによるメ

リットを感じていない

これらの課題を解決するために、段階的アプローチを採り、ツール統一化のメ

リットと負荷のバランスを図りながら推進を行いました。
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１．７ 顕在化した改善効果

表１に改善効果を示します。

表１ 顕在化した改善効果

内 容 改善効果

（１）管理、報告
・各プロジェクトの管理データの標準化の進行
・報告方法と資料が標準化され、PMの報告資料と
その作成業務が削減

（２）報告のリアルタイム性
・プロジェクトマネージャがプロジェクトの状況
をシステムに登録することで、関係者はいつで
も、最新の状況を把握可能

（３）過去データの扱い
・データベースより過去のすべてのプロジェクト
の状況を入手可能

（４）全社プロジェクトの一覧性 ・全社のプロジェクトの状況を一覧画面で確認可能

（５）問題プロジェクトの発見速度
・プロジェクトの一覧から、動きのおかしいプロ
ジェクトを早期に発見可能

２．ベストプラクティス

２．１ 参照モデル上でのカバレッジ

① 当該ベストプラクティスに対応する ISO/IEC１５５０４第５部のプロセス

・プロジェクト管理（MAN．３ Project management）

② 当該ベストプラクティスに対応するCMMI のプロセス領域

・プロジェクトの監視と制御（PMC : Project Monitoring and Control）

③ 当該ベストプラクティスに対応する共通フレーム２００７のプロセス／アクティビティ

・管理プロセス

２．２プラクティスの説明

HSWが導入したプロジェクト管理システムは、特段開発が困難なものでもなく、

システムの機能もとくに先進的なものではありません。が、大人数の組織にシス

テムを導入し、確実に利用されるようにすることを念頭に置いて、「小さくはじめて、

小さな改善ループと大きな改善ループを回す」ことでシステムを強化しています。

２．２．１ 段階的アプローチ

HSWでは、まずシステムが便利であり、効果があることをスタッフに納得して

もらうことを最重点テーマとしました。次に、PMにとって便利で効果があるよう

にシステムの機能を拡張しました。最後の段階で、全社に広げることを念頭に、

操作性等を改善しました。表２に、各フェーズの目的、ターゲットとする利用者、

システムの概要を示します。

表２ HSWでの段階的アプローチ

フェーズ 目 的 利用者 システムの概要

１

・関係者がシステ
ムの利点を知る
・コミットメント
を得る

一部プロ
ジェクト
一部PM

・スプレッドシートベースの報告帳票の標準化
・上記帳票の収集と、スプレッドシートベー
スのDBへの集約
・スプレッドシートの管理情報をWebで公開

２
・ユーザの拡大
・実際のプロジェ
クトでの適用

一事業部
多くのPM

・指標の追加
・工程会議で利用する帳票を出力
・既存の原価管理システム等と接続

３ ・操作性の改善 全社

・スプレッドシートからDBMSへの変更
・プロジェクトの状況を容易に確認できる画
面の追加
・Webからのデータチェック、更新機能

２．２．２ 関係者と機能の絞り込み

HSWでは、効率の良い管理システムを検討すると、プロジェクトの全員が進捗、

品質等のデータを管理システムに登録し、集約するようなシステムが求めらます

（図１）。このシステムは計算機システムとして、効率のよいシステムですが、移

行を考えた場合、必ずしも、ベストとは考えられません。

担当者全員にデータをタイムリーに入力させるのは、入力方法の変更等大変な

労力を必要とします。そのため、HSWでは、新しい管理システムの利用による作業

内容の変更が必要となる要員は PM以上とし、プロジェクトの他のメンバは従来

どおりのやり方としました。実際の作業では、標準化されたプロジェクトの管理

帳票システムに、PMが登録作業を行います。上位管理者は、システムを参照して

プロジェクトの状況を知ることができ、進捗等の会議では、システムに登録されて

いるデータを使うこととしました。このようなシステムの概要を図２に示します。
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PM

図１ 理想の管理システム

PM

図２ 実現すべきシステム

２．２．３ 各フェーズの概要

（１）フェーズ１：コミットメントを得ることを目的とした最初のシステム

HSWでは、はじめにシステムの開発と、そのシステムを上位管理者が利用する

ことのコミットメントを得ることを目的としたシステムを開発しました。このシ

ステムでは、上位管理者がプロジェクトの一覧を見ることができるようになるこ

とで、どんなメリットがあるかを関係者に示しました。

また、このシステムを実際に適用するためには、PMがシステムにデータを入力

する必要がありますが、この作業の手間が少ないことが重要です。また、社屋外

からも利用できる必要があります。

最初のシステムのポイントを、

・上級管理者に便利な情報を提供できること

・そのための PMの負担が少ないこと

の２つに絞りました。システムは、大量データを処理できる必要はなく、きめ細

かいユーザ対応も不要としました。

この条件を満たすためのシステムの構成は図３のようになりました。PMは直近

の状況に更新された標準管理帳票をシステムにメールで送付します。システムは、

受け取ったデータを元に管理情報を管理情報用のスプレッドシート（図３上の集

計データ）に書き込みます。そして、システムは上位管理者にスプレッドシート

（図３上のサマリーデータ）を提供するとともに、スプレッドシートのマクロに

より HTML形式に書き出し、Web公開します。

このため上位管理職は、プロジェクトの一覧をスプレッドシートで入手するだ

けでなく、Webでも閲覧できます。

また、PMへのデータ入力の促進は、従来からプロジェクト状況の確認、一覧作

成および報告を行っていた、とりまとめ担当者の協力により行いました。
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A
A

図３ フェーズ１におけるシステム構成

（２）フェーズ２：ユーザ拡大のための２番目のシステム

２番目のシステムでは、実際のプロジェクトで利用することを念頭に利用者の

利便性の向上を図るため、標準管理帳票に、社内の各システムで管理している原

価情報等を取り込む機能を追加しました。これにより、管理に利用できるデータ

を PMが容易に利用できるようになり、利用者の拡大に寄与しました。このシス

テムの概要を図４に示します。

A

A

図４ フェーズ２でのシステム構成

（３）フェーズ３：全社利用のための３番目のシステム

全社に広げるには、効果があるだけではなく、使いやすいことが重要となりま

す。そこでデータを格納するDBMSを導入し、各種状況を表すグラフの表示を可

能とし、また、進捗等の確認の会議で利用する帳票を出力する機能も付加されま

した。

その一方で、データを入力する仕掛けは従来と大きく変えず、メールでスプレッ

ドシートを送るとデータベースに自動的に格納されます。このシステムの概要を

図５に示します。フェーズ３では、システムのアーキテクチャは確定しており、

利用者も全社に拡大しました。従って、その後は、必要に応じた機能追加、操作

性の改善を続けています。

A
DBMS

DBMS

図５ フェーズ３でのシステム構成

２．２．４ システムの全体像

さて、前節まではシステムの移行方法（構築方法）に焦点をおいて説明しまし

たが、ここからは、全社プロジェクト管理システムの機能面について説明します。

図６に今回構築したシステムの全体像を示します。
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図６ システムの全体像

PMは、プロジェクトの状況を図７に示すようなスプレッドシートで管理します。

これを管理サーバにメールで送ります。いったん送った後は、Webで更新したり、

データを追加したりすることもできます。

原価等は、本システムの導入以前から別システムで管理されていますので、こ

れを定期的に本システムの管理サーバに取り込みます。これらの情報を見やすい

ように加工し、PMや、上位管理者が参照できるようになっています。

図７ プロジェクト状況情報の収集

２．２．５ 全プロジェクト状況の可視化

上位管理者は、自分の管理対象である多くのプロジェクトについて、問題に早

期に対策する必要があります。そのため、プロジェクトの状況を一覧し、気にな

るプロジェクトについて、より詳細に確認できるようになっています。図８にプ

ロジェクトの一覧の例を示します。

図８ プロジェクト一覧

この画面では、管理者ごとに、担当のプロジェクトの一覧が表示され、原価の

利用状況、規模の推移、スケジュール、品質の状況について表示されます。この

表示はあらかじめ決められた基準に従い、緑、黄、赤の３色で色分けされます。こ

の表示をもとに気になるプロジェクトがあれば、詳細を確認することができます。

２．２．６ プロジェクト状況の可視化

プロジェクトの一覧で気になるプロジェクトがあったとき、詳細情報として、

PMが登録したすべての情報と、原価システムで管理している原価の状況を品質保

証担当者がモニタし、報告している情報を確認することができます。進捗に関し

ては、計画と実績の差異と、仕上がり状況を表示します（図９）。品質に対しては、

プロジェクトの概要と、品質保証担当者の報告を表示します（図１０）。

さらに、進捗の問題があるときの問題分析のツールとして、原価の使用状況と、
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進捗の状況を併せて確認する画面などを用意しています（図１１）。

図９ 進捗状況の可視化 図１０ 品質報告

２．２．７ 今後の方向

現状収集しているデータは、現状での活用以上にいろいろな方法で活用できま

す。今後、これをより広い範囲で役立てるためには、データを分析し、各種の定

量的なパフォーマンスベースラインを確立し改善し続けることが必要です。

また、このシステムは PMから情報を収集し、プロジェクトの管理制御に利用

しはじめているので、今後、新たにデータ必要になったときには、この枠組みに

載せることで比較的短時間で新たなデータを収集、活用できるようになります。

データを利用した客観的で定量的な管理のためにこのシステムを役立てることが

できます。

２．３ 活用しているツール、技法

一般的なツール、技法は使用していません。

２．４ 人材育成

全員を対象とし、トレーニングを実施。

３．学ぶべき点

プロセスを改善し、それを定着させるのは容易なことではありません。改善し

たいプロセスを実施している本人が、改善の必要性を感じていない場合も多くあ

ります。とくにプロセスを改善する関係者が多い場合、また、改善の効果を得る

人とプロセスの改善をする人が異なる場合はより定着が困難となります。

HSWでの事例は、プロセスの改善により、作業方法の変更を余儀なくされる PM

には直接的な見返りが少なく、大きい見返りを得るのは上位管理者であり、理解

を得るために各フェーズでの注意が必要でした。また、PMの管理自体の問題改善

ではなく、全社標準化のために作業プロセス改善したケースです。

このようなケースでは、改善を小さくはじめて、その後の不断の繰り返しによ

り、戦略的に改善を成功させた事例であり、改善方法の戦略作成の参考となります。図１１ 原価・進捗
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１．プロセス改善活動の背景

１．１ 改善方針

改善方針は、以下のとおりです。

① 現場でできることから実感の持てる改善を進める（時間に余裕がない中で課題

を解決する）

② 改善活動を現場の担当者中心で進める（本質的な改善活動に集中する）

ソニー株式会社

PCアプリケーションソフトウェアセンター 設計部

ソニーの PCアプリケーションセンターでは、現場開発者達の感じていた不安や不満が

発端になり、現場主導による改善活動がはじまりました。当時現場では、スケジュールに

追われた場当たり的な開発が横行し、無理矢理に全機能を盛り込み、ソフトウェアをリリー

スする等し、そのため、その後の検証工程では、当然の事ながら手戻りが多発し、不具合

改修に追われ、ゆとりのない時間をさらに圧迫していました。その状況下で、まずは現場

の声を集め解決すべき課題を３つに集約しました。

・課題 a レビューによる他者のフォローが無いため、間違いが多発

・課題 b 実装完了時点で品質保証が行われていないため、検証工程で手戻りが多発

・課題 c 形式知になっていないため、プロジェクトメンバを助けられない・助けてもら

えない

これらの課題を解決するために、以下の４つの利点を持つ eXtreme Programming（以

下 XP）を参考にしました。

・XPの利点 a ソフトウェアは人間が作成するということを意識

・XPの利点 b 実装経験者なら直感で良いと感じる内容

・XPの利点 c 具体的なプラクティス群の提示

・XPの利点 d 導入費用が不要

時間にゆとりがない中での課題解決のために、現場で実感の持てる改善から実行しよう、

というのが改善活動のテーマでした。改善活動を現場の担当者のみで行うことで、調査・

報告・汎用性の考慮・文書化等の作業から解放されるため、本質的な改善活動に集中でき

るのでは、という狙いもありました。

XPの上記４つの利点とプラクティス群の一部を参考にし、「XP実装」（２．２．２ XP実装）、

「Iteraive Postmortem」（２．２．３ Iterative Postmortem）を実践し、一定の効果を得まし

た。この２つのプラクティスは、XPのプラクティスである『短期リリース』、『テスト駆

動開発』、『リファクタリング』、『共同所有』を参考にし、プロジェクトにて以前から行っ

ていたプラクティスである『常時結合』、『リリース前検証』、『ポストモーテム』と連動さ

せました。

「XP実装」では、設計時点での品質の作り込みを行うことができ、その結果、検証工

程で検出される不具合数が減少するという効果を得ました。また、レビューやリファクタ

リングによって、知識の共有も行うことができ、「Iterative Postmortem」ではプロジェク

トの課題を全員で共有することを実現、常に改善を行う体質を身に付けました。この２つ

のプラクティスは、現場の開発者だけで十分に実施することが可能なものであり、かつ、

より小さいプラクティスに分割して実施することも可能です。

キーワード

・現場

・アジャイル開発

・プロジェクト改善

■ソニー株式会社 PCアプリケーションソ

フトウェアセンター 設計部

（本書で用いる略称：SPC）

●ビジネスゴール

製品の価値を高めるPCアプリケーショ

ンの提供

●製品・サービスの概要

音楽管理用アプリケーションソフトウェ

ア「SonicStage CP」

URL http : //www.walkman.sony.co.jp

/sscp/

GGDDDD（（GGeennbbaaDDrriivveennDDeevveellooppmmeenntt））
～現場主導によるアジャイル開発のすゝめ～

事事例例１１００
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１．２ 達成目標

達成目標は、次のとおりです。

目標 a できるだけ早く間違いに気付く

目標 b 検証工程での不具合指摘を減少させる

目標 c 独りで抱え込まない・込ませない

目標 d プロジェクトの推進上の課題を常に改善する

１．３ プロセス改善推進体制

プロセス改善推進体制は、次のとおりです。

・改善推進メンバ（開発プロジェクトメンバから３名）

・開発プロジェクトメンバ全員

改善対象プロジェクトのメンバのうち、３名が中心となって推進し、改善活動

は開発プロジェクトメンバ全員で実施しました。

１．４ プロセス改善対象組織

プロセス改善対象組織は、ソニー株式会社 PCアプリケーションソフトウェア

センター 設計部 OpenMG Audio Client SDK for Windows開発プロジェクトで

す。本活動では、組織ではなくプロジェクトレベルで活動を実施しました。

１．４．１ 開発プロジェクトメンバ

・人数：プロジェクトマネージャ：１名、プロジェクトリーダ：１名、開発者：

１０名、設計内検証者：８名

（設計内検証者とは、ホワイトボックステスト可能な、設計者と連携して検証を

行う検証者です）

・特長① メンバ変更がほぼない

・特長② 開発初心者がいない

図１に開発プロジェクト（OpenMG Audio Client SDK for Windows）と本活動

の推進メンバの位置付けを示します。

図１ 開発プロジェクトと推進メンバの位置関係

１．４．２ 開発の概要

・音楽ファイルを取り扱うWindows Middleware（UIなしのアプリケーション）

・社内外に提供

・Client Application：２２種類

・配信サービス：３種類

・接続可能機器：１１種類

・対応 OS : Windows Vista、Windows XP、Windows２０００

・１９９９年から現在まで継続している大規模プロジェクト

・約１，０００（KLOC）

・全世界展開

１．４．３ 開発言語・環境

・C++

・C

・Microsoft Visual Studio .NET ２００３
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１．５ 改善活動の経緯

SPCでは、４年前（２００３年当時）、現場の「なぜ自分だけがこんなに大変なのか」

という生の声をきっかけにして、改善活動がはじまりました。具体的にはチーム

メンバの中で「XP」に注目したメンバ数人でWebやセミナ参加を通して検討して

いきました。その過程で、「自分たちが動きはじめなければ、自分たちは楽になれ

ない」と考え、改善活動を開始しました。また自分自身が「良いと体験できた仕

事」はチームメンバ全員にぜひ味わってほしいと感じました。以下に当時感じて

いた「大変さ」の例を挙げます。

・人のコードを調査、修正、検証するのに、相当な時間がかかる

・無理矢理盛り込んだ全機能をリリースした後は、不具合改修の日々が続く

・検証チームの負荷の高まりが目に見えてわかる

・成果物リリース後に安心して家に帰りたい

・スケジュールに追われた場当たり的な開発をやめたい

・イベントやマイルストーンはあるが、開発プロセスが明確ではない

・プロセス改善の本を読んでも、具体的に何をやって良いのか不明

・現場からすると、CMMIベースの活動は重荷

・開発者からすると、意味のある作業だと思えない ToDoが多い

上記問題の解決を組織やマネジメントに依頼したとすると、まず、問題の分析・

理解のためのイニシャルコストが発生します。また、確実に伝わるという保証も

ありません。そこで、SPCでは厳しいスケジュールの中で、確実に問題解決する

ために、現場主導を選択しました。

SPCにおいて現場主導の改善活動を開始してから４年経過しますが、姿形は変

わってきていますが、活動は継続しています。実際の開発者が考えたプラクティ

ス群は、継続され、洗練され、プロジェクト力が生まれ、モチベーションが維持

されています。改善活動は、アジャイル開発の中でも XPの思想を基に活動を行っ

ています。

１．６ 主要な課題と改善のフォーカス

主要な課題を表１にまとめました。

表１ 課 題

課 題 状 況

a

仕様とコード、文書の
レビューによる他者の
フォローがないため、
間違いが多発

・ソフトウェア開発は、人への依存度が高いため、間違っ
て当然
・考え方や理解度が見えないため、物事の解釈が人それ
ぞれ
・ハードウェアに比べて、ソフトウェアはオートメーショ
ン技術が貧弱で、ほぼ手作業となる
・心や体の調子や意識によって、勘違いや誤解が発生する
・独りでの開発のため、上記のようなヒューマンエラー
による簡単な間違いに気付かない

b

実装完了時点で品質保
証が行われていないた
め、検証工程で手戻り
多発

・不具合への対応は、下流工程になるほど、高コスト
・プロジェクト全体で、最小でも０．２５（人日／件）※のコス
トを要する
・検証すればするほど不具合が発生するため、プロジェ
クトメンバ全員が疲弊してしまう

c

形式知になっていない
ため、プロジェクトメ
ンバを助けられない・
助けてもらえない

・独りでの開発は、プレッシャーが大きくなっていき、
心を壊してしまう
・チームワークが悪くなり、効率が低下する

※は、OpenMG Audio Client SDK for Windows開発プロジェクトにおける計測結果

SPCでは、上記課題を解決するために、表２のような対策を実施しました

① 対策 a フィードバックを高速化する

・課題 a・bに有効

・XP実装によって実現する

・テスト駆動開発、コード修正ごとの Unit Test、メンバによるレビュー、毎晩実

行の Auto Test、リリース前検証によって、１つのイテレーション（短期リリー

ス）の中で、仕様・コードの不具合検出の機会を大幅に増加することで、フィー

ドバックを高速化する

② 対策 b 設計時点から品質を考慮し、検証工程での不具合指摘を減少させる

・課題 bに有効

第３章 ベストプラクティス編 事例１０：GDD（Genba Driven Development）

１８６ １８７



・XP実装によって実現する

・対策 aによりリリース前に不具合検出が行われ、検証工程前に不具合改修を行う

③ 対策 c 暗黙知を形式知化し、タスク・ソースコード・問題をメンバ間で共有

する

・課題 cに有効

・XP実装、Iterative Postmortemによって実現する

・XP実装のメンバによるレビューによって、仕様やコードの知識を共有する。ま

た、Iterative Postmortemによって、プロジェクトの課題や対策のためのタスク

を共有する

１．７ 顕在化した改善効果

１．７．１ 全体的な効果

全体的な効果を図１に示します。

図１ 全体的な効果

活動を推進したことで、「１．２ 達成目標」で記載した目標は達成されました。

検証工程前に設計内検証を行うことによって、全体として品質が６０％向上しま

した。改善活動前（Ver.XX）と比べ、改善活動後（Ver.YY / Ver.ZZ）では、品質

が向上しているのが確認できます。また、改善活動が不十分だったチームと比較

しますと、主体的に活動したチームは、継続した品質向上が実現しています。

このグラフでは表現できていませんが、プロジェクトメンバ間での知識の共有

が行われることで、助け合いやプロジェクトの課題改善を行える体質へと変化し

ました。

１．７．２ 各課題に対する効果

（１）課題 a（レビューによる他者のフォローがないため、間違いが多発）への効果

・レビューによる不具合検出率１．９２（件／時）

活動開始時点の測定値は存在していません。一般的な値として、約０．２９（件／

時）（IBM Santa Teresa研究所調べ，“ピアレビュー”Karl E. Wiegers著）があ

ります。この一般値は、コードインスペクションとして測定された結果のため、

SPCが行っているピアレビューと純粋な比較はできませんが、高速フィードバッ

クという点ではピアレビューが有効であることを確認できました。

・プロジェクトメンバ同士で相談ができる状態になった

・チェックし合う体質になった

（２）課題 b（実装完了時点で品質保証が行われていないため、検証工程で手戻り

多発）への効果

・６０％品質向上（品質＝変更 LOC／検証工程で指摘される不具合数）

・検証工程にて指摘される不具合が大きく減少

・設計時の品質作り込みのできる体質実現

（３）課題 c（形式知になっていないため、プロジェクトメンバを助けられない・

助けてもらえない）への効果

・タスクとソースコードを、担当者固定ではなく、プロジェクトメンバで共有で

きるようになった

・休暇を取得しても、プロジェクトメンバ間で、他者のタスクを拾い合える体質

になった
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２．ベストプラクティス

２．１ 参照モデル上でのカバレッジ

① 当該ベストプラクティスに対応する ISO/IEC１５５０４第５部のプロセス

・ソフトウェア要求事項分析（ENG．４ Software requirements analysis）

・ソフトウェア設計（ENG．５ Software design）

・ソフトウェア構築（ENG．６ Software construction）

・ソフトウェア試験（ENG．８ Software testing）

② 当該ベストプラクティスに対応するCMMI のプロセス領域

・要件開発（RD : Requirements Development）

・技術解（TS : Technical Solution）

・検証（VER : Verification）

③ 当該ベストプラクティスに対応する共通フレーム２００７のプロセス／アクティビティ

・開発プロセス／ソフトウェア要件定義

・開発プロセス／ソフトウェア方式設計

・開発プロセス／ソフトウェア詳細設計

・開発プロセス／ソフトウェアコード作成およびテスト

・開発プロセス／ソフトウェア適格性確認テスト

・改善プロセス

・問題解決プロセス

２．２ プラクティスの説明

２．２．１ プラクティス実施タイミング

SPCの事例では、「XP実装」「Iterative Postmortem」の２つのプラクティスにつ

いて説明します。開発プロセスにおけるそれぞれの位置付けは、図２のとおりで

す。

図２ 開発プロセスにおける「XP実装」「Iterative Postmortem」の位置付け

２．２．２ XP実装

このプラクティスは、『テスト駆動開発』、『Unit Test』、『レビュー』、『リファク

タリング』、『自動ビルド』、『自動テスト』、『リリース前検証』をシームレスに結

合しています。当初は、１つひとつのプラクティスを個別に実施していましたが、

現在では一連の作業として連結しています。

（１）実施の流れ

図３ XP実装の流れ
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（２）実施方法

１ Unit Test 実装

実施項目 ・要件・仕様から単体テストを実装（成果物となるコードに着手する前に行う）
・該当コードの担当者が、実装予定となるコードのためのテストコードを
実装する
・仕様不具合に気付いた場合は、再度、設計・要求分析を行う

コメント
・テストコードによって仕様を表現することにより、コード実装前に仕様
不具合を検出できる

２ Unit Test 実行

実施項目 ・「１ Unit Test実装」で作成したテストを実行し、失敗する事を確認す
る（成果物となるコードは未だ実装されていないため、失敗することが
期待値となる）

コメント ・失敗により、テスト自体の正当性を確認する

３ Code実装

実施項目 ・仕様を満たすために、成果物となるコードを記述・修正

コメント ・なし

４ Unit Test 実行

実施項目 ・「１ Unit Test実装」で作成したテストを実行し、成果物が正しく動作
することを確認する（不具合は、この時点で発見され、直ぐに修正を行
う）

コメント

・不具合発見から改修までの間に、他者を介在させないため、フィードバッ
クが高速になる（実際には、「３ Code実装」と「４ Unit Test」を
何度も繰り返して実装を行うことになる）
・検証工程に進む前の実装工程で、動作が保障されることになる

５ Review

実施項目 ・プロジェクトメンバにて、コード・ドキュメントのレビューを行う
・レビュアの選定は、コード・ドキュメントを書いた開発者が行う
・レビュアは指摘のみを行い、修正方法の検討は、依頼者が検討する

コメント

・レビュアに知識が広まり、形式知化される
・インスペクションはコストが大きいため、ピアレビューの形式を推奨する
・レビューミーティング．では、事前準備等なく、その場だけで確認する
ことになりやすいため、レビュー箇所を指定し、デスクチェックしても
らうと効率が良い

６ Refactoring

実施項目 ・レビューによる指摘項目を、コードに反映する（「５ Review」での指
摘内容や解決策が不明な場合には、レビュアに相談する）

コメント
・人に見られる事を意識するため、読みやすさを考慮したコードとなり、
保守性が向上する
・レビュアが読みやすいコードとなるため、他のメンバでも修正が容易になる

７ Unit Test 実行

実施項目 ・「１ Unit Test実装」で作成したテストを実行し、リファクタリングに
よる不具合混入が無い事を確認する（リファクタリング後は、必ずテス
トを実行する）
・リファクタリング後のコードレビューを行うために、「５ Review」の
作業に戻る
・「５ Review」の作業に問題がなければ、「８ Code Check In」の作
業に進む

コメント
・テストが成功することを確認できるまでは、リファクタリング完了とは
いえない

８ Code Check In

実施項目 ・コードをレポジトリにチェックインする

コメント
・テストを通過し、形式知化されたコードが保存され、リリース対象となる
・不具合の存在しないコードのみが成果物として結合される

９ Auto Test（自動テスト）へ組込み

実施項目 ・「２ Unit Test 実行」の作業で作成したUnit Testを、自動テストと
して組み込む

コメント ・なし

１０ 毎晩実行

実施項目 ・自動ビルドされた成果物に対して、Unit Testが毎晩深夜に実行される

コメント
・全ての最新コードが統合された成果物が検証されるため、他のメンバの
修正による影響も１日以内に検出される

１１ Release 前検証で実行

実施項目 ・成果物をリリースする前にも、自動テストを実行する（他OSでの実行
も容易に行える）

コメント
・「１０ 毎晩実行」にて実行されているテストなので、ヒューマンリソース
をほぼ使わずに、全機能の検証が実現できる
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２．２．３ Iterative Postmortem

SPCでは、プロジェクトのレビューを毎週実施します。このプラクティスは、

課題に対する対策よりも、もう１レベル上の話になり、常に改善できる体質を構

築することを狙っています。

（１）実施の流れ

XP実施の流れを図４に示します。

図４ XP実施の流れ

（２）実施方法

実施にあたっては、以下をグランドルールとし、下記の１～３を行いました。

・毎週３０分

・全員発表

・Try担当者決定

・業務外ネタ OK

１ プロジェクトメンバ全員を集める

実施項目 ・プロジェクトメンバ全員の時間を確保する
・集合前までに、今週のTry/Problem/Keepを検討しておいてもらう

コメント
・毎週決まった開始時間・開催場所とすることでリズムを生み出す
・最初は、アイスブレイク等で１人１回発言してもらうと意見が出やすい

２ Keep/Problem/Try を発案してもらう

実施項目 ・各自が考えてきた内容を発表してもらう（Problemは、表面的な問題だ
けを発表するケースが多いので、本質的な問題になるまで質問をする）

コメント
・今週あったイベントやリリースを記述しておくと思い出しやすい
・発表していない人は、ファシリテータがガイドし、挙げてもらう

３ Try 担当者を決める

実施項目 ・不平等感が出ないように、１人１個、同じ大きさにしたタスクを割り振
る（自主的なサインアップが基本だが、誰も挙手しない場合は、ファシ
リテータがアサイン）

コメント ・なし

２．２．４ プラクティスに付随した効果・経験

（１）XP実装

XP実装の結果について、表３にまとめます。

表３ XP実装の結果

結 果 内 容

測定できた
効果

・成果物への不具合潜在時間が、１日以内
・実装時点でテストコードが完成するため、それ以降、テストコード
作成の工数が０（人日）
・全検証完了のためのヒューマンコストが、０．５（人時／OS）※１

良かった点

・コード実装前に仕様不具合に気付ける
・開発者自身が、コード修正後に容易に実行できるため、リグレッショ
ンの不安が激減
・自動テストにより毎日テストされているため、リリース後の不安が
ないリファクタリングにより保守性が向上しているため、調査コス
トが減少
・レビューにより形式知化できているため、安心して休暇を取得できる

悪かった点
・テストコード作成コストが増加
・簡単な関数だとテストに無駄感がある

教 訓

・テストコードの品質は開発者次第
・テストコードにもリファクタリングが必要
・自動テストが有効だとしても、省略できない手動テストが存在
・納期が短い場合、テストコード実装の工数確保が困難

※１ 改善活動前は、全てGUI アプリケーションでの手動テストを行っていたため、
１８（人時／OS）となっていた。
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（２）Iterative Postmortem

Iterative Postmortemの結果について、表４にまとめます。

表４ Iterative Postmortemの結果

結 果 内 容

測定できた
効果

・毎週、最低３つはプロジェクトの問題が改善される※１

良かった点
・個人の「Problem」がプロジェクト全体を改善
・「Try」を決めるので、“愚痴で終わり”にならない
・親睦が深まる

悪かった点 ・なし

教 訓

・小さいTry は実施される
・硬い雰囲気で実施すると意見が出難い
・短いスパンで開催しないと気付きを忘れてしまう
・個人のKeepは、全体のKeepにはなりにくい

※１ 改善活動前は、プロジェクト完了後にのみ実施していたため、プロジェクト前
半の問題が挙げられず、かつ、問題の本質を覚えていないため、改善活動につ
なががりにくかった。

２．３ 活用しているツール、技法

・XP実装

CppUnit（Open Source Software）

・Iterative Postmortem

ホワイトボード

２．４ 人材育成

・改善推進メンバで書籍やWebから情報を収集し、XPについて学習した

・使用するプラクティスのみを抽出し、プロジェクトメンバに説明会を実施した

・不明点は、実施しながら説明した

・プロジェクトメンバ全員で検討し、自分たちに合うようカスタマイズした

３．学ぶべき点

開発プロセスの改善活動を推進し成果をあげるためには、組織のトップマネジ

メントの意志とコミットメントが重要であるといわれています。しかし SPCの事

例では、トップマネジメントの意志とコミットメント以上に、現場の開発者の「強

い疑問と課題認識」を背景にした現場の開発者自身のモチベーションによる改善

活動を推進した結果、一定の成果が得られたことが報告されています。

それぞれの組織において改善活動の進め方を検討される際、１つのアプローチと

して、参考にしてください。

参考文献

オブジェクト倶楽部 http : //www.objectclub.jp/

Karl E. Wiegers：ピアレビュー 高品質ソフトウェア開発のために，日経 BP社，

２００４年

遠藤功：見える化（強い企業を作る見える化の仕組み），東洋経済新聞社，２００５年
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注：下記の情報は、本書発行時点のものであり、また変更される場合があります。

名称：SPES（ソフトウェア プロセス エンジニアリング シンポジウム）
主催：JISA（社団法人 情報サービス産業協会）
期間：２００３年～
URL : http : //www.jisa.or.jp/seminar/spes２００７/announce.html

名称：SPI Japan（ソフトウェアプロセス改善カンファレンス）
主催：JASPIC（日本 SPIコンソーシアム）
期間：２００３年～
URL : http : //www.jaspic.jp/

名称：JUAS Square（ITガバナンス）
主催：JUAS（社団法人 日本情報システム・ユーザー協会）
期間：２００１年～
URL : http : //www.juas.or.jp/project/evnt/index.html

名称：SQiP（ソフトウェア品質シンポジウム）
主催：JUSE（財団法人 日本科学技術連盟）
期間：１９８２年～
URL : http : //www.juse.or.jp/software/symposium.html

名称：SS（ソフトウェアシンポジウム）
主催：SEA（ソフトウェア技術者協会）
期間：１９８０年～
URL : http : //www.sea.jp/Events/symposium/ss－index.html

名称：JaSST（ソフトウェアテストシンポジウム）
主催：ASTER（特定非営利活動法人 ソフトウェアテスト技術振興協会）
期間：２００３年～
URL : http : //www.jasst.jp/

付 録

付付録録 参参考考情情報報：：
公公開開さされれてていいるるププロロセセスス改改善善事事例例
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事例１ 設計からはじめる見逃しバグの防止
～F２Tの活用～
株式会社日立ハイテクノロジーズ
ナノテクノロジー製品事業本部 研究開発本部
児玉 隆一郎
飯泉 紀子

事例２ 生産性を５年で２．５倍に！
～一人ひとりを改善の主役にするKAIZEN塾の設置～
株式会社富士通ソフトウェアテクノロジーズ
NPS推進室 高木 徹
（現在：富士通株式会社 生産革新本部 SI生産革新推進統括部
TPS適用推進担当部長）

事例３ 究極の高品質ソフトウェア開発プロセスを目指して
～ソフトウェア独立検証および妥当性確認 Software IV&V～
独立行政法人 宇宙航空研究開発機構 情報・計算工学センター
ソフトウェアエンジニアリングチーム
片平 真史
静永 誠

事例４ 生産性原理を具現化するプロセス改善
～生産管理システム「ACTUM」の活用～
株式会社ジャステック
営業本部 太田 忠雄
製造本部 高橋 亨
品質／環境委員会 黒柳 鉄夫

事例５ 高品質ソフトウェア開発管理プロセスの実現
～QMTXによる品質メトリクスの活用～
日本電気株式会社 システムソフトウェア事業本部
品質保証部
織田 巌
(現在：NECシステムテクノロジー株式会社 プラットフォーム事業本部 PF
統括本部)

事例６ マネジメント自らが予防のための行動を取り、問題が起こりにくい組織に
～Preventive Management による実現～
情報技術開発株式会社 開発本部 コンピテンシー部
平山 洋一
秋月 伸晃
大島 道夫

事例７ 派生開発による品質および開発効率の向上
～XDDP・USDMの徹底～
東京エレクトロンソフトウェア・テクノロジーズ株式会社
本多 慶匡

事例８ ソフトウェア部品による組立型開発と品質保証
～基幹システムでのコードの再利用～
住友電気工業株式会社 情報システム部 システム技術グループ
中村 伸裕
中塚 康介
住友電工情報システム株式会社 品質管理推進室
山邊 人美

事例９ 全社レベルでのプロジェクト管理の改善
～段階的にツールを導入し作業内容変更の最小化をはかる～
日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社
技術開発本部 角田 文広
プロジェクトマネジメント統括本部 浅沼 信行

事例１０ GDD(Genba Driven Development)
～現場主導によるアジャイル開発のすゝめ～
ソニー株式会社
PCアプリケーションソフトウェアセンター
設計部
小原 優

著者／インタビューイ一覧 著者／インタビューイ一覧

著著者者／／イインンタタビビュューーイイ一一覧覧
（役職名・敬称略）

各事例の原稿を執筆するにあたっては、以下の皆様のご協力を頂きました。
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ISO/IEC１５５０４………ISO／IEC１５５０４ Information technology-Process assessment
プロセスアセスメントに関する国際規格群 本書発行時点で以下の
部が発行されている。対応する JIS規格群（JIS X０１４５）も順次発
行予定。
‐Part１：Concept and vocabulary
‐Part２：Performing an assessment
‐Part３：Guidance on performing an assessment
‐Part４：Guidance on use for process improvement and proc-

ess capability determination
‐Part５：An examplar Process Assessment Model

CMM …………………Capability Maturity Model for Software
CMMI…………………Capability Maturity Model Integration
IEC ……………………International Electrotechnical Commission
ISO ……………………International Organization for Standardization
IV&V …………………Independent Verification and Validation（独立検証および妥当性）
PM ……………………Project Manager
PMO …………………Project Management Office
SEI ……………………Software Engineering Institute（米国カーネギーメロン大学・ソフ

トウェア工学研究所）
SEPG …………………Software Process Engineering Group
SLCP …………………Software Life Cycle Processes
SPICE…………………Software Process Improvement and Capability Determination
SQA……………………Software Quality Assurance（ソフトウェア品質保証）
SWIV&V …………… Software Independent Verification and Validation（ソフトウェア独

立検証および妥当性）
WBS …………………Work Breakdown Structure（作業細分化構造）
XP ……………………Extreme Programming
共通フレーム２００７……ユーザ・ベンダのソフトウェア取引の透過性の確保、発注者が行う

べき作業の可視性、開発者・運営者が行うべき作業の可視化のため
の共通規範（書籍：独立行政法人 情報処理推進機構 ソフトウェ
ア・エンジニアリング・センター編，共通フレーム２００７～経営者，
業務部門が参画するシステム開発および取引のために～，２００７，
オーム社）。

カーネギーメロン大学・ソフトウェア工学研究所：開発のための CMMI�１．２版，２００７年

独立行政法人 情報処理推進機構 ソフトウェア・エンジニアリング・センター編：共通

フレーム２００７，オーム社，２００７年

ISO/IEC１５５０４－５：２００６：Information technology - Process assessment - Part ５：An exem-

plar Process Assessment Model

JIS X０１６０：２００７：ソフトウェアライフサイクルプロセス

注）対応国際規格：ISO/IEC １２２０７：１９９５，Information technology - Software life

cycle processes, Amendment １（２００２）及び Amendment ２（２００４）

参考文献用語・略語

用用語語・・略略語語 参参考考文文献献
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あ 行

アジャイル開発……………………１８２
アセスメントモデル……………… １
一列待ち…………………………… ５０
一個流し…………………………… ５０
落穂拾い…………………………… ３４

か 行

過去データ…………………………１０２
環境変数…………………………… ７２
カンバン方式……………………… ４０
管理的独立………………………… ６２
技術的独立………………………… ６２
形式知………………………………１８２
欠陥フロー図………………………１６３
検証………………………………… ６２
顧客満足……………………………１０２
コミットメント……………………１１０

さ 行

サイクロマティック複雑度 …１４６，１５８
財政的独立………………………… ６２
システム・リファレンス・マニュアル

………………………………… ８５
システム総合テスト仕様書……… ２２
システム方式設計………………… ２２
自働化……………………………… ４０
ジャストインタイム……………… ４０
全社標準化…………………………１８１
ソフトウェア方式設計…………… ２２
ソフトウェア保守…………………１３３
ソフトウェアメトリクス…………１１０

ソフトウェア結合テスト仕様書… ２２

た 行

妥当性確認………………………６１，６２
定量管理……………………………１０２
データ中心設計……………………１５１
テーラリング……………………… ４
テスト………………………………１４１
伝道師……………………………… ３７
トヨタ生産方式…………………… ３６

な 行

日本情報システム・ユーザー協会
…………………………………８５

能力成熟度モデル………………… １

は 行

バグ…………………………………１１１
標準プロセス……………………… ３
品質会計制度……………………… ９８
品質システム………………………１１２
プロセス改善………………………Ⅰ，１
プロセス資産……………………… １
プロセス資産リポジトリ………… ７
平準化……………………………… ５０
ベストプラクティス………………Ⅰ，８

ま，や，ら行

ムダ取り…………………………… ３６
ユーザニーズ………………………１００
リポジトリ………………………… １

数 字

３現主義 …………………………… ４２
５S…………………………………… ３９

アルファベット

ACTUM……………………………… ７２
CMMI………………………………１，１１
EM／PFM …………………………… ５４
EPM …………………………………１６８
F２T ………………………………… ２２
ISO／IEC１５５０４第５部 …………… １１
Iterative Postmortem ………………１８３
ITSS ………………………………… ９６
IV&V………………………………５４，６１
JUAS ………………………………… ８５
KAIZEN塾 ………………………… ３６
MISRA－C …………………………… ５４

NPS ………………………………… ３６
NPS活動 …………………………… ３６
PAT ………………………………… １５
PM……………………………………１６８
PMO …………………………………１６８
Preventive Management …………１１４
QA…………………………………… ２４
QMTX……………………………９８，１０４
S４S ………………………………… ５９
SEPG………………………………… ９１
SPICE for Space…………………… ５９
SQA ………………………………… ５４
SRM ………………………………… ８５
SW IV&V…………………………… ６１
Try／Problem／Keep…………………１９４
T字形 ER手法………………………１４６
USDM ………………………………１３８
XP ……………………………………１８２
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組込みソフトウェアの開発力強化に取り組むとともに、その成果を実践・検証

するための実践ソフトウェア開発プロジェクトを産学官の枠組みを越えて展開

している。

［所在地］ 〒１１３－６５９１東京都文京区本駒込２－２８－８

文京グリーンコート センターオフィス

電話０３－５９７８－７５４３，FAX０３－５９７８－７５１７

http：／／sec.ipa.go.jp/index.php




